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第7章 我が国のインフラ整備事業での交渉プロセスに関する事例調査分析

7. 1 はじめに

7. 1. 1 本調査の背景と 目的

裁が国では、 1960年代の公害問題の顕在化を背景に、1970年代前半から市民の公共事業に対する不信

感の地大や住環境に対する権利意織の喚起が起二り、インフラの整備計画策定においても、事業用地選定

や環境対策方法をめぐって市民と事業者との聞で多くの紛争が発生した。その結果、事業開始が大幅に遅

延するケースや、実力行使型の市民運動へと発展し事業計画が停滞するクースなどが見られ、直接的な関

係者のみならず広範囲にわたり大きな影響を及ぼした。

ニうした問題を契機に、社会的にも計画策定への「市民関与」のE主要性が認識されはじめ、新都市計画

法(1968年)や環涜影響評価制度(閣議決定， 1972年)のように、計画策定プロセスに市民参加手続の

組み込まれた法制度が整備されてきた。また、 1993年に施行された行政手続訟の立案過程においても「公

共事業実施計画確定手続」への市民参加について多くの議論が行われた。{ただし、結局行政計画への市民

参加手続は見送られた1悶J

しかし、現在でもインフラ整備計画への「市民関与」の形態にはケースに応じて相当の変化があるのが

実情である。例えば、事業者が市民に対して幾度も説明を繰り返すことにより計画案に対する市民の同意

を求めるタイプから、計画の初期段階から事業者と市民とが協議をした上で計画を進めていくタイプまで

さまざまである。そして.これらの市民関与の形態は依然として事業者の対応に依存しており、またその

対応は個々の事業者ごとに試行錯誤的もしくは経験的に決定されている。したがって、複数の異なる事業

者による複数の事業計薗について、事業者と市民との交渉プロセスを比較し、市民関与に関する現状の制

度の限界や市民関与形態のあるべき姿を分析・考察することは今後のインフラ整備を進める上で緩めて有

益であると考えられる。

ところで、インフラ整備計画における事業者と市民との交渉を取り扱った:rj;~例研究としては、鉄道建設

草案における調整過程を分析した井上司の研究や公共用地取得に着目した谷下喝の研究などがある。しか

し、関係主体の行動を複数の事業者や事業種の事例について調査し、比較分析しているものは見あたらな

いa一方で、まちづくりにおける合意形成に関しては多くの研究報告がなされている凡だが、まちづ

く0における交渉は基本的に市民同士の合意形成に主眼があるのに対し、インフラ箆備計画では事業者と

市民との問の合意形成が重要な線組である。したがってこれらは別個の問題として取り扱うべきと考える。

そこで本章では、複数のインフラ建設事業を対象に、

(1)事業者・市民間の交渉プロセスを調査・墜理する

(2)事例問の比較により事業者と市民の行動を分析する

。)関係主体の行動と交渉プロセスの形態との関係に関する基礎的な考察を行う
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ことを目的とする令 適用される法制度の差異を、また道路については法制度の運用実態の差異を考慮、したためである。これに

より、同僚のインフラ整備においても適用される桧制度の差異や、あるいは法制度の運用方法の差異に

7. 1.2 本研究の前提 よって交渉プロセスがどのように異なるかを分析することができる。

本調査では、交渉プロセスをいくつかのステップに分け、そのうち計画実施が決定された時点(法定上 選定した事業の施設はいずれも、来日本に位置し、公共セクターあるいはそれに準ずると恩われる企業

の計画決定時点)から供用開始までを対象とする。これは、計画実施の決定は、議会等によって行われ. が事業者戸となっている。ここで、対象事例の地域が東日本に限定されていることは、インフラに対する考

一般の市民とは直接的には関係がないためである。また、用地交渉については、地権者の個人的事情が支 え方が少な〈とも東日本の諸君官市の市民と他の地域の市民とで大差がないとみなすことができることから

渉プロセスに彪響を与えるために包括的に取り扱うことが困難であることから‘個別の交渉については車 妥当であると恩われる。ただし、東日本の中では、都市部である首都闘と‘非都市部である刈羽村や軽井

り扱わず、その大局を見るに留めることとする。 沢町とを選定しており、都市部と非都市部との市民のインフラに対する考え方の差異については検詐fする

次に、本調査において対象とする主体は、(1)事業者、 (2)地方自治体(都道府県、市町村)、 (3)地権者・ ことが可能となっている，

事業用地周辺市民、の3者であるものとする。 ー またJ、ずれも 1970年~ 1990年にかけて事業計薗が開始されており、 1970年代の公害問題が社会問題

となった時期と、1980年代後半以降の環境保全が重要視されるようになった時期との両方を含んでいる。

ニれにより、 2つの時期における社会的背景の差異による紛争への影響についても考慮できるようになっ

7.2.1 調査対象事例の選定

調査の対象事WIJを、事業種と事業者にパラエティがあることに留意して、図7.1のように選定した。選 7.2.2 調査の目的と方法

定した事業は、都市問高速鉄道1事例、都市内鉄道2事例、都市環状道路 1事例、都市内道路2事例、ゴ 本調査では、市民・地方自治体・事業者の3者による交渉プロセスを事例毎に詳細に調査し、時系列で

ミ処理場 i事例、原子力発電所1事例の合計8事例である。交通インフラについては、都市内、都市岡田 の関係主体の行動の変化を把握することを目的とする。

両方を選定し、またいわゆる迷惑範設については、典型的な都市内のゴミ処理場と、農村部の原子力売電 まず、各事例の事業者の当該事業関係者に予備調査としてインタピューを行い、次の3点を着目点とし

所とを選定した。ここで、都市内の鉄道および道路をそれぞれ2事例ずつ選定したのは、鉄道について位 て抽出した。{予備調査については‘ 「付録5 参考事例の調査結来Jを参照のこと)

(1)反対市民の行動に対する事業者の対応の時間的変化

(2)反対市民組織の成長・衰退の過程と要求内容

(:3)地元自治体(市区町村)の紛争調盤役としての機能

次に‘これらのポイントについて関連する資料等により詳細に交渉プロセスを調査・整理し、さらに再

度‘事業者に対するインタピューを行って補完した。使用した資料は主に、工事誌や事業者の発行してい

るニ与一スレタ一、パンフレット、及び関連する書籍、論文等であり、具体的に使用した資料については

章末の補注に示した。また、関係主体の行動の時系列的な変化は、付録に年表形式で整理した。

7.2 調査の概要

インフフ名 対象箇所 事業主体

北陸新幹線 長野県軽井沢町 運輸省・日本鉄道建設公団

北総開発鉄道 東尽都葛飾区 北総開発鉄道(株)・日本鉄道建設公団

放射36号道路 東京都練馬区周辺 東尽都
東朱外郭環状道路 情玉県川口市周辺 建設省
目黒清掃工土器 東尽都目黒区 東尽都
東菜高速鉄道 千葉県船橋市八千代市 東葉高速鉄道(株)日本鉄道建設公団
福島西道路 福島県福島市 建設省
柏崎刈羽原発 新潟県柏崎市・刈羽村 東尽電力(株)
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図7.1 本調査の対象事業とその位置
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7.3 各事例の縦要と交渉プロセスの整理

以下に、調査王を行った各事例についてその概要をまとめる。原則的に、各事例について、(1)事業の概要

(2)各関係主体の特質、 (3)インタビュー結果、(4)交渉の経緯と交渉の結果を整理している。

7.3.1 北陸新幹線建設事業(軽井沢地区)

(1)事業の紙要

(臼)施設の概要お上び事業の実施背景

北陸新車f線は、東京~長野~小松ι 大阪を結ぶ新幹線として計画された7Jレ規格(療準軌新線)の新幹

線で、そのうち高崎九長野間が 1997年10月に完成した。経過する駅は、高崎 ・新安中・軽井沢・佐P¥"

上回 ・長野の5駅である。高崎ー長野間の延長は約1J7km(車両基地を含めると約126km)で、そのう

ちトンネルがk:l51%、高石製備が約25%を占める。なお‘今回対象とする軽井沢池区では、 jjlJ在地付近は

平地、市街地l立高傑で通過する機迭となっている。

北陸新幹線の勉殺事業は、国土の調和ある発展に寄与するという観点から整倣新幹線建設事業の一つt

して行われたものである。もともとは東京~長野~大阪間を結ぶ線として位鐙付けられているが、 1998主

に長野で冬季オリンヒ yずが開催されることもあり、高崎~長野聞が先行的に着工された。駅・ノレート吾

妻の公表は1982年3月であるが、最終的に着工が決まったのは1989年 1月である。北陸新幹線には.長

野県としてb、東京との時間距離の短縮効果とともに、観光地としての魅力の港大を期待しており‘実際.

長野冬季オリンヒックでは、内外から多くの観光客が訪れた。新幹線の開業後は、横川J~軽井沢聞の在長

線は廃止{パス転換)、軽井沢~篠ノ井問は第3セクタ一方式での存続が決定した。

。)事業の手続きフロー

事業の制度上の手続の流れは図7.3の通りである。本事例では、鉄道事業法と全国新幹線鉄道技倫釦こ

図7.2 北陸新幹線(軽井沢地区)の対象地区の概要
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図7.3 北陸新幹線建設事業の手続フロー

基づいて各種手続きが実施されている。

(2)各関係主体の特質

事業に関係する主体は表7.1の通りである。

各関係主体の特質を、二D主体名、②代表者、@組織の構成、@協議での位置づけ、⑤行動原理、⑥主な

行動に分けて示すこととする。

(11)事業者

上主体名 政府(内閣国会 ・運輸省、建設省等)及び日本鉄道建設公団

2代表者総理大臣 ・運輸大臣建設大臣等

3組椛の併成ーなし

‘l協議での位置付け計画者・工事実施者

5行動原理。

一工期内での完成=1998年に長野県で冬季オリンピックが開催されるため、 1997年までの完成を予

定している。
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一低コストでの完成=政府の財政再建のため、できるだけ述設授の削減を求められている。

公平性の維持=地岐によって環境対策の内容を変えたりする前例をつくることは、他の地域での受

渉にも影響を与えるためできなレ、。

[1主張点当初計画通りの縫設

Z主な行動基本計画・5豊備計画の作成、環境アセスメントの実施、地区単位での説明会、県町と町

交渉、市民団体との接触等

(b)処方自治体

1)長野県

I主体名・長野県

②代表者知事県議会

.~I組織の十時成。な L

J協議での位置付け。

公団とともに市民への説明会・市民との交渉を行う

ー環境影響評価の際、市町村の意見をまとめて公団に伝える

⑤行動原理:県民全体の効用最大化=新幹線開通による県民の利使性の向上や、首都へのアクセス改善.

観光地としての魅力の向上、長野冬季オリンピ:7?の開催の条件の一つであることなど

:ID主張点・

一県民のため(長野オリンヒ yクに県民の99%が賛成)に新幹線を過したい

-199i年までに完成させたい

一関係市町村・関係地域市民の意見を反映させたい

⑦主な行動

-mm影響評価書案についての意見書の提出
一市町村との交渉

一用地交渉への協力

一収用委員会による採決等

2)経井沢町

rl¥主体名経井沢町

②代表者町長 ・町議会

己主組織の構成.なし

J)協議での位置付け:市民の要望を集約して県・公団に伝える窓口

@行動原理

l36 

ー町民の要望の県・公団への伝達

一新幹線の建設とと bに地域の課題の解消、町の発展

⑥主張転

一必要性は認める

一地元市民の要望を十分考慮して欲しい

一環境影響を最小にするためにトンネル化を要求→後に撤回

一早期着工

一在来線償JII~軽井沢間の存続

ー補償を十分考慮して欲u、

一世l遂の同時建設→町の負担で実現

1>主な行動

一陳情・3古瀬にもとづく内閣への意見警の提出

一町民の組織化(各地区への新幹線対策委員会・地権者会の設置)

一市民の相談窓口の設置

(c)市民組織

l)新幹線対策委員会

D主体名'新幹線対策委員会

主代表者主に各地区の区長(コミュニティの指導者)

@組織の構成各地区の市民(地権者を含む)

む協議での位置付け新幹線にかかわる諸問題について、各地区の市民と公団・県との連絡・交渉を行

う窓口.町の指導によって作られた。

E行動原理・各地区市民の意向や要望の公団・県への伝達

⑥主張点

一地下化などの要求ー撤回

一環涜対策の充実

-JJI!Ji宣の同時建設を要求(実現)

7主な行動.公団 ・県との連絡・交渉、市民への情報の周知等

司地権者会

上主体名・地権者会(ここでは中軽井沢地情者会を例にとる)

2代表者 t土産 治ー(元校長)

3湘織の構成軽井沢町中経井沢地区の事業用地の地権者
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}協議での位倍付け:測量の後に賀収対象となる用地が確定した段階で組織された。用地協議及ひ・個々

のJ也権者の相談窓口となった

五l行動原理地憧者の怠向や要望を公団・県に伝える。

主主張点

ー地下化の要望→倣回

中軽井沢駅の設置→撤回

環境対策の充実

側道の同時建設(田Tの負担で実現)

1)主な行動・公団・県との交渉

:3)車玉井沢・新幹線を考える会

①主体名;軽井沢・新幹線を考える会

②代表者:土屋 吉衛(元町議会議員)

③組織の術成別荘地地権者中心の約20名 (及び立木トラユト参加者ii50人以上)

正i協議での位置付け・地織者及び立木トラユト参加者の意見を代表しており、あくまでミニ化を強硬に

主張した事業者との交渉にも応じた3

~)行動原理・在来線の存続 ・ 強化の要求、環境保全

β主張点ー建設中止(ミニ化・在来線の強化)を要求→建設を認めるが、環m保全と在来線の存続を要
求

主主な行動・

一公害等調E査委員会に調停申請

一立木トラスト運動等

合法的な手段て・のみ反対運動を行った

E主張点建設中止(ミエ化)を要求→後lこ71レ規絡での建設を認めるが、町内全線トンネJレ化要求→

後に熔寄lシェルター化要求

11主な行動:

一立木トラスト運動

ー訴訟

一公害等調整委員会への調停申符

-1Ji~器用地への監視小屋設置

ー行政l-t執行への抵抗

。)インヲピュー結果

日本鉄道逮設公団の当時の担当者へのインタビューを整理する。

L反対住民団体の行動について

一地権者に迷感がかかる(移転後の生活設計の目処が立たない等)ため‘いつまでも反対を主張して

いられなかった。

一公団IRIJが「住民自らが相応の負担をするのなら、特定の区間lこ特別な措置を斡じてもよbリという

L霊祭を行ったが、応じる住民はいなかった。

一軽井沢地区は、地区毎の結束が堅い傾向があった。

一別荘地住民の主張は地元住民の主張よりも被拠が弱い。

ー住民には、 r軽井沢の別荘は特別だjとの意識があった0

"i!.事業じ者の行動について

一住民の要求について、具体的に図示して不可能であることを説明した。

ー公平性を保つために環境基準(70dB以下)を遵守するための構造(高さ 2mの防音壁)を基本的

には採用し、特定の区間に特別の対策を説じることはしなかった。

一説明会の対象範囲は町と協議して決定した。

4)新幹線の見直しを求める地権者の会 I 3自治体の行動について
!主体名新幹線の見直しを求める地権者の会 I -町がトンネル化の要求を取り下げたのは、他区間の工事が進んでいることと、売却を決定している
Z代表者.岩田 黛(市民運動活動家、成田儒争にも参加、 7 スコミ後作が得意。 1995年4月まで叶 地権者に迷惑がかかることからである.

井沢町議会議員ω小松市選出の前参議院議員翫正敏氏(社会党)と共に T憲法みどり農の連帯J0)代まr -町の負担で同時施工されることになったIllJi韮が、結果的には環境対策の一つになった。

を務める。) I 一町側が新幹線に関する相談窓口を設けた。

Q組織の構成:別荘地地権者・トラス ト運動参加者が中心で約26名(その他に立木トラスト参加者)

④協議での位置付け 方針の違い等により、 f怪井沢・新幹線を考える会Jから分裂した団体。別荘置

所有者(主に東京都内在住)及び立木 トラス ト参加者の意見を代表する。

③行動原理:jllJ在地の環境保全
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(4)交渉の経緯と交渉の結果

北陸新幹線は、1972年6月成立の全国新幹線鉄道設備法によって、整備新幹線のーっとして位置づけら

れたそのうち高崎~小松問については、 1982年:3月にJレートが決定し、同年12月に環涜アセスメント

等の手続きが行われ、地元への説明会や地元自治体への意見聴取なども行われた。だが、1982年9月に財
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政問題から一時着工が凍結された。

1988年になって、財源問題などにめどが立ったため、高崎~長野間117.41ミmが先に着工されること品

決定(政府・与党)され.これを受けて直ちに事業者は用地買収を開始した買収手続きは順調に進めら

れたが、軽井沢地区においては、新線が既成市街地や別荘地を高製もしくは平地で通過するものであった

ために、地元市民・別荘地地権者らが事業に反発し、さまぎまな反対活動を行うようになった。反対市民

団伴代、まず1991年6月に、総理府公害等調愛委員会に対して公害調停の申訪を行い、認可後には行量

不服審査法に基づく認可取消訴訟(上告棄却).東京簡易裁判所に対するルート変吏等調停申立(調停不思

立)のほか‘長野お上び京京地方裁判所に対し各種訴訟または仮処分申読等を数多く行った。こうした事

訟等に加え、さらに、反対市民らは「立木トラストJと呼ばれる運動をも同時に行うことにより、事業者

への対抗を行った。この運動では、まず、一部の反対活動者ーらが土地所有者から LO年間の期限付きで土

地を2万円で借り受けると同時に、伐採しないことを条件に立木をまとめて閉じく 2万円で買い受ける

次に、これらを運動参加者に 1本1..500円で売り、木札に住所・氏名を記載して樹木に掛ける。これによ

り、多くの人数が土地や立木に対して権利を保有することとなり、事業者側の事務手続きを煩雑にl.3'{

渉を長期化することが可能となる。この立木トラストが行われた区間(約GOOm)については、測量もで

きないとb、う状態がしばらく続き、交渉は鯵着状態となった。ところが、1992年頃から、反対市民側は軽

井沢長野間はミニ新幹線にすべきだと主張するミニ派と、フル規格はやむを得ないが別荘地区は地下化

すベきであるとする地下派lこ分裂し、次第に活動勢力を弱めていくこととなった。

一方で、1991年に長野県、群馬県の市民から公害調停が申諾され、公害等調整委員会がその審理を行っ

ていた，J993年lJ月には、公害等調致委員会により調停案が出され、日本鉄道建設公団と r軽井沢'r

幹線を考える会の1名が受諾(期限内に拒否しなかったため受諾と見なされる)し、残る 3名が受誌を

矩否したが、最終的には調停が打ち切られるものと見なされることとなった。ただし、そのうち 2名はf註

来からの運動の関係で受給できないが、調停案を評価し、調整委員会の針カに感謝するJと述べたといわ

れ、公害等調控委員会の活動がかなりうま〈機能したと考えられる。

その後、事業者は反対市民団体(ミニ派、地下派)、県、町を含めた r4者会議J;を行うなど交渉を進め

る一方で、 1994年には、土地収用法第35条に基づく土地収用の手続きを準備し始めた。長野県土地収用

委員会は、 1995年8}lまで8回にわたり客・理を行い、最終的に、土地代金、立木補償、残地補償等につい

て事業者向11の主張を完全に認める形で結審した。事業認定告示後、地下派は収用用地内に仮設小屋を設草

していたが、探決により徹去され、1900年1月lこ事業用地は完全に取得されたs

用地買収終了後は、1998年に行われる長野冬季オリンピyタに間に合わせるために、1997年の完成を

目指して工事が始められ、1997年秋に完成した。

以上、各主体の主な行動を整理したものが、付録の表付 3. 1.1 ~3. 1. 5である。

また、調査の結巣をもとに交渉の経緯を整理したものが図7.4である。

J40 

l再県

961 行政代執.-

別荘地住民

4一一一一ー.意向・要望回流れ
E二二二二二コ 主張 ・回菩町内容
C二二二二二コ.複数主体に関わる行動

低抗 断章

図7.4 北陸新幹線(軽井沢地区)建設事業における関係主体の交渉プロセス
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一一「一
五行動原理

ー工期内での完成

一低コストでの完成

主主張点計画通りでの鐙設

予主な行動

一区議会住民への説明会呼
一区との協定書の締結

-.ij者袋影響評価手続き

一騒音対策の強化

一鎌倉公砲の代谷公園建設

対Eし、事業の必要性は1972年の都市交通客ー議会(運輸大臣の諮問機関)で決定されているs
図7.7 ~t総開発鉄道建設事業(葛飾区内)の手続きフ ロー

(~)各関係主体の特質

本事業に関係する主体は表7.2の通りであるの
山)地方自治体

各関係主体の特質を、①主体名、②代表者、③組織の構成、@協議での位置づけ、⑤行動原理、@主主 I1主体名葛飾区

行動に分けて説明する l I i代表者:葛飾区長
(a)事業者 I 3酬の糊なし
a主体名:北総(株)京成電鉄(株)及び日本鉄道建設公団 | 

| 互協議での位置付け ー住民の意見の代表、事業者・住民間の調整役

Z代表者:北総(繰)社長など | 
| ま行動j原理:区民の効用の最大化

@J組織の構成ーなし | I ~主張点
す協議での位置付け.計画者・工事実施者 | 

' 一地下fヒ→後に断念、

一環境対策の強化

一事業者・住民・区との委員会の設置

{新釈の設置と周辺の整備

一全列車の新駅停車

一鎌倉公閣の代替公園の建設

1主な行動表7.2 北総開発鉄道建設事業(葛飾区内)の関係主体

一区議会での審議

ー環境影響評価の実施要望

一事業者との協定書 (環境対策内容・新駅の設置・公共施設整備・代益、公邸の建設を擁約)の締結

一事来者・住民との委員会の設置

一住民への説明会の実抱

ー用地取得への協力

注)鎌倉田Tハータファミリア住民以外l立、北総線環境問題連絡調整委員会に代表が参加]している，
仕)市民団体
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I) ~t納采入対策協会 I j主体名北総開発鉄道の早期限と新駅を中心とした街づくりの会
l主体名.北総線貫主入対策協議会 I %代表者，荻巻 男
言代表者:皆川幸明 金組織の権成ー沿線の促進派住民

百組織の1博成・柴又地区住民を中心とした沿線住民・地権者。社会党・共産党系の区議会議員が顧問植 子協議での位置付け:建設の促進v花新駅設鑑決定後 (1986年頃)から活動。
となる鉄道や潔境問題の専門家も加わる ⑤行動原理:北総線新駅の開業による資産価値のt首加・交通利便性の向上等を期待

4協議での位置付け:北総線関係で最初に結成された最大の住民団体 I iii主張点建設の促進

主行動原理:治線住民の意見代表 I r主な行動
E 主張点.地下化→新~Rの設置→周辺の地核整備 ・環境対策の評価 I -促進のための署名運動と区議会への署名提出

1)主な行動 I -北総線環境問題連絡調整委員会への代表参加

ー区議会への諭願の徒出

一北総線鍵反間勉連絡調E査委員会への代表参加

2)北総線に係わるj也織者の会

}I主体名:北総線iこ係わる地権者の会

②代表者集回行紀

@組織の情成柴又地区住民を中心とした地権者20名程度。対策協議会とメンバーは重複する

主協議での位置付け・地権者の;意見代表

l豆、行動原理:地継者の不利益の防止

主主張長代替地の条件・土地単価等の具体的要求

⑦主な行動:北総線環境問題連絡調整委員会への代表参加

:3)環mを守る会
(j)主体名 I環境を守る会

li:代表者土田照紘

③組織の構成.沿線の宗教団体

会協議での位置付け:高架の反対派

6行動原理沿線の環境保全

E主張点.地下化・騒音対策の強化→5主体的な補償要求

①主な行動

一区議会への陳情・務顕

一北総線潔涜問題連絡調整委員会への代表参加

4)北総開発鉄道の早期開業と新釈を中心とした街づくりの会
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う)高砂地区開発協議会

主主体名高砂地区開発協議会

公代表者:藤井秀治

j)組織の構成ー高砂地区の住民

[.協議での位置付け

一高砂自治会の F部組織

一高砂地区の住民の意見代表

喜行動原理ー高砂地区の交通環境の改善

E主張点・駅前の踏切閉塞状況の改善のため京成高砂駅の高架化を要望

:z，主な行動北総線環境問題連絡調整委員会への代表参加

旬鎌章三丁目住み良い社会を作る会

T'主体名.鎌倉三丁目住み良い社会を作る会

'i:代表者庄司英雄

'1組織の構成

「環境を守る会Jの鎌倉地区版

宗教団体に様拠を持つ住民数十名

③協議での位置付け ・特になし

1行動原理由団体の権利保緩

自主張点営業開始後の補償要求

⑦主なfl'1IlIJ北総線環境問題連絡制E草委員会への代表参加

可1t総鉄道を促進する会
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T主停名.北総鉄道を促ー進する会

喜代表者:JlfIti武(元自民党区議会議員)

Z組織の構成:住民数人

4協議での位置付け:促進派

霊行動原理地元住民の利益保護

Sl主張点:r!l政促進

7主な行動

一区議会への鐙設促進の陳情の提出

ーヰヒ総線環境問題iili絡調整委員会への代表参加

一鎌倉ー公閣内の鉄道通過反対

f主な行動.説明会開催の要求・参加

(:l)インヲピュ 結果

日本鉄道主主設公団の担当者にインタビューした結果は以下の通りである

l 住民の行動について

一地下化要求が、「環境を守れJf公闘をつぶすなJとb、った一般受けのする根拠を持ったために住民

運動が広がった。

ー葛飾区民はこの鉄道の必要性をあまり感じていなかったため、迷惑絡設としてしか受け取られな

かった。

め東柴又小学校PTA I -住民の中には「促進派Iをかたって自らの利益を誘噂するものもいた。
I王{本名東柴又小学校門'_A I -パーヲファミリアの分殺は工事認可が下りてからであり、住民は鉄道が高架で通ることを知って入

Z代表者斉勝康問lf I 居したはずである，

jJ組織の構成.東柴文小学校(新駅に隣接する小学校)の門A I -区画整理を行ってできた公闘を鉄道が占用することは、反対運動の大きな原因の一つになったe
(互協後での位Z立付け.学校関係者 I 2 ~'業者の行動について

信行動原理。学校環境の保全 I -当事業は、都市計画決定・環境影響評価の対象事業ではなかったため、住民の理解を得るのに時間
⑤主張点:題設反対→取り下げ(学校当局と教育委員会が事業者仰!と折衝し、環境対策への評価とflt， r がかかった。
約な地元説明により解決した。) I 一住民との話し合いの窓口であり、環境対策実施の監視機関でもある「連絡調整委員会Jの発足は、
⑦主な行動 | 合意形成に寄与した。

一建設反対の錆願書を区議会に提出 | ー公共事業においては、他事業への影響(遡及効果)や他区間への影響(波及効果)がめるので、筒

ー北総線環境問題連絡調整委員会への代表参加 | 単に住民の要求を受け入れることはできなb、。

日)鎌倉町ハ-~ファミリアの住民 (4)交渉の経緯と交渉の結果

①主体名鎌倉町パークフフミリアの住民 北総開発鉄道は、 1972年の都市交通審議会で建設が決定され、 1973年に北総開発鉄道(株)が高砂(葛

②問者成田闘争の経験者間 | 飾区)-'1室(船橋市)問許を取得して開問れた。しかし時で通過することや葛飾M
G紹縫の品育成・鎌倉町ハークファミリア(葛飾区内の沿線で唯一高架の高さまであるマンション)の住 駅が設位されないことが葛飾区内で問題となり、区議会で6年間もの審議が行われた。

民(但し、パークファミリアにおいては，a)パークフ7ミリアの建設時には既1こ北総線建設計画を炉 事業者ll1!Hが地下化は技術的に不可能Jと主張し続けたが、区議会の調査の結果、技術的問題ではなく

得たこと、b)日照阻害を受ける部屋は全体のごく一部であること、c)透明防音壁(日照阻害の対策)暑 予)jjf;il約によるものだと判明。北総(株)が陳謝するという事件もあった。

の最新の環境保全策を実施すること、d)新釈に近いこと等により、住民の足並みはそろわなかった.JI その後区は、高架で通すことは承認したものの、新釈の設置や事業者・区・住民による委員会の設置・

③協議てゆ位鐙付け強硬な高祭反対派 | 公共施設の整備代替公国の建設環境対策の内容などの要望書を提出、この内容に全面的に治った協定
⑤行動原理:ハーク 77ミリア住民の生活環境保全 | 跡事業者と区の問で締結された。

性蹴 | その後、北総線環境問題連絡調墜委員会Jが設置され、事業者区・住民との1I司で密に連絡が行われ、
一高架による縫設絶対反対 | 議官公園の代替の問題で一時こじれたものの、協定等を締結し合意。用組買収を経て、 1981年3月に全線

開業した。
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時 葛飾区 地元住民

7.3.3 東京外郭環状道路建設事業(浦和市~三郷市開)

(1)事業の概要

加)施政のイ立置

東京外車~環状道路(以下、外環道) I立、埼玉県南部を通る、和光市~三郷市間34.6kmの道路である。

通過している市は、和光(5.3km)・戸田 (3.4km)・浦和(1.9krn)・川口 (9.0km)・草加(5.3km)・八潮

(l4.km)・三郷(83krn)の7市である。将来的には都心から15km図を環状に結ぶ予定である。

各主体の行動を!ftJ1l[したものが、付録の表イヰ3.2.1-3.2.3である

ま亡、調査の結果をもとに交渉の経緯を盤理したものが図7.Bである

• 721 計画決定・公賓 住民団体結成

‘一一一一一ー 意向 ・要望の流れ

r==二二二コ・主話 回苔町内容
C二二二二二コー複叡主体に関わる行動

図7.B 北総開発鉄道(葛飾区)建設事業における関係主体の交渉プロセス

図7.9 東京外郭環状道路の位置
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(b)施設の構造

一般国道298号と自動車専用部を併設した構造となっている。大部分は国道が地平、自動車専用部が高

架となっているが.地域によって国道の無い部分や掘割構造になっている部分などがある。全線にわたっ

て幅員を大きくとっており(62-6令n)、幅2肋nの環境施設帯を設けて積極的に緑化を行い地域環境に配揮

している点が特徴的である。

地下には荒川左岸南部t荒波下水道・中川流域下水道・共同f茸・洪水防止のための貯溜槽が埋設されてい

たり、一部区間では綾瀬)11放水路・藤右衛門川放水路との一体構造になっているなど.地織の銀短の解隔

にも役立っている。
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図7.10 東京外郭環状道路の構造1

図7.11 東京外郭環状道路の構造2
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か)事業の意義

=且毘返且 ru..aam魁

|酬計画決定 t辺倒 18鶴市計画汲雨戸寸

-------~ [ 閥 的指定〈E7寸 ~ 
+ L 国土開宛降級自動:11直轟窓計画(~l!府) 1 

|珂 開始師 団 政省}寸 l 

I 問 自動祖国時機指定【帥1

l 掛町決定丈よー ム ー ------

|都市計画決定〈変更 ・渇玉県 ・43年訟による)I 

r一一一~ -----一| 事実包可(纏陸省) I I 国土開発鷲緩怠勘車道畳儀計画【総寝間 I 

図7.13 東京外郭環状道路建設事業の手続きフロー

外i常道は、都心への通過交通を迂回させて首都圏の車の流れをスムーズにするための道路として、首都

高速中央環状線・首都圏中央連絡自動車道 {閤央選)とともには環状ーのーっとして、東京から 15km

E内を結ぶ環状道路として位置付けられる一方で、また、道路網の希薄な崎玉県南部を東西に結ぶ道路と

図7.12. 写真73 (道路は巨大な遮音壁で覆われ、環場施設帯には数々の樹木が値えられている. してL重要である⑮また、地域の課題の解消も目的の一つであり、下水道事業・治水事業との一体化も図つ

右側は側道のサービス道路で.その外側にも植樹帯がある) てし吟，

図7.12b 写真7.4(一般国道298号の緒子.走路はすっかり遮音壁の中である)
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(ぬ事業の手続きフロー

事業の手続きの流れは図7.13(7)通りである。本事業は、都市計画事楽である。

和)書海tJt!!区にっし、て

外E車道のうち、資料の関係からここでは特に住民の反対運動が強かった浦和市~三郷市聞についてのみ

扱った浦和市には水深団地、草加市には松原団地、八潮市には八潮団地など、反対者の多い団地が存在

する、また、草加市は綾瀬川の治水が、八潮市は中川にかかる八条橋の交通渋滞が地域の鰐必となってい

た川口市には東北自動車道とのジャンヲションが建設されている。

の事業の経緯

外m道i立、 1968年から 1969年にかけて建設省て都市計画決定された。当初決定された幅員1;t40mで
あったやがて 1972年-1975年にかけて、治線の7市(特に草加市-)11口市)で反対運動が激化し、建

綬省も地元説明会を度々実施して対応した。また、川|口市安行地区を先に着工し、『モデノレ道路Jとして搭

載の検討や地械住民への理解を求めた。外環道の鐙設事業は当時は環境影響評価の対象事業ではなかった

が、制度化される前の試みとして環境環境影響評価を行い、その後の環涜環境影響2判函制度の原型となっ

たその結泉、偲員を拡大して幅20mの環境施設幣を設ける二とが決まり、 1985年にそれにもとづく都

市計図変更が行われ、 1992年11月に自動車専用部・国道298号共に和光市~三郷市聞が開通した。
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ω関係主体

表7.3

1)計画事業主体
2)地方自治体

事業に関係する主体は表7.3の通りである。

。)各関係主体の特質

11口支部第支食む)
m...(草力目前旭町)
製自治全(滞和市水深思t.t!l革命)
♀民対策協議会(八湖周捜)
会(草加市)

各関係全体の特質を、⑦主体名、②代表者、③組織の構成、@協議での位置づけ、⑤行動原理、⑥主主

行動に分けて説明する

(的事業者

，JI主停名ー主主設省、

②代表者縫設大臣

③組織の構成・なし

{互協議での位位付けー計画者・工事実施者

t郡守動原理

一早期完成

-(s:コストでの完成

⑥主張点

ー当初の計画巡りでの完成

一住民とのスムーズな合意形成

①主な行動

一県 ・市・住民への説明会

m境影響評価の実施
ー計画の変更

。)地方自治体

l)J奇玉県

¥.1'主体名.熔玉県
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Z代表者。建設大臣

3組織の構成ーなし

争協議での位置付け

一建設省とともに住民への説明会・住民との交渉を行う

一市の意見をまとめて慾設省に伝える

E行動原理!県民全体の効用最大化

@主張森

一県内の東西方向の交通の問滑化、治水事業、下水道事業等の促進を図るため、一策して事業促進

を主張

ー交通公害防止対策を要望

①主な行動

一計薗再検討の請願を採択せず

一建設省への環境対策の意見制組

一用地取得交渉への協力等

2)浦和市

ψ主体名浦和市

2代表者 。市長 ・市議会

品組織の構成:市内に反対の強い水深団地がある

互協議での位置付け

ー住民の意見を集約して事業者・県に伝える

一事業者・県に協力する

@t'T動原理外環道の態設に併せて地i貨の探題の解消を図る

⑤主張点、

一公害防止対策を要望

一貫I}II左岸南部流成下水道事業等の早期実現を図ることから、事業促進を主張

7.主な行動

ー計画再検討の詩願を不採択

一公害防止の陳情蓄を採択

ー公害防止の要望書の徒出

一用地質収推進の要望沓の提出

:1)川口市
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T主体名 :)11口市

互代表者.市長 ー市議会

@組織の構成市内Jレート上に住居地域及び緑地保全地域を持つ

工協議での位置付け

一住民の高:見を~約して事業者県に伝える

事業者・民;こ協力する

亘行動原理!外5't道の建設に併せて地域の銀題の解消を図る

主主張点

一公害防止対策を要望

一荒川左岸南部流域下水道事業の早期実現を図ることから、事業促進を要望

T主な行動

一凍結再検討の3貴闘を不採択

一用地取得交渉への協力

4)]草加市

([，主体名主主加市

宮代表者・市長 ・市議会

雪制緩の偶成

一市内に新しb、住民の多い松原団地を持つ

ー沼地の貿い取り要求をする住民も多い

@協絞での{立官立付け最後まで反対した自治体

⑥行動原理.住民の意見を重視

⑥主液点・外球道の迫!~主に反対→断面の変更後に転換

⑦主な行!flJJ

一凍結再検討の請願の採択(凍結宣言)

一道路公害についての意見苔の提出

一交通公害の抜本的対策の意見書の提出

5)八潮市

G主体名八潮市

(2¥代表者 ー市長 ・市総会

3組織の情成 e市内に新しい住民の多い八潮団地を持つ

ri.t協議での位置付け
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一住民の意見を集約して事業者・県に伝える

一事業者・県に協力する

5行動原理.地域の皆、題の解決が優先

&1主~点.建設の反対一市内の県道の道路混雑の解決を要望

113::な行動 ι凍結再検討の務願を採択(凍結宣言)

。三郷市

1;主体名.三郷市

主代表者市長市議会

宣組織の構成。特になL

4協議での位虚付け

一住民の意見を集約して事業者・県に伝える

一事業者・県に協力する

⑤行動原理外環i童の建設に併せて地織の繰題の解消を図る

F主張点

一外E貫道の必要性を認め、早期着工を希望

ー矯梁の先行着工を希妥

7主な行!IiIl阜期着工の要望書をも量出

(cJ住民団体

1)外環関係、続玉連合

D主体名 I外環関係椅宝連合

2、代表者会長永井康雄(外環区画盤理対策協議会の代表)

3組織の構成・外環道沿道の反対派住民団体が1972年10月5日にまとまって結成。外環道路対策胞町

連絡会議(.1剖日市畑町)、辻地区住民協議会水深団地自治会{浦和市水1集団地連合)、八潮団地自治会経ゲ

谷住民対策協議会(八潮団地)、外環区画鐙理対策協議会、埼玉連合川口支部等から成る。協力者ーとし

て県会議員渡部鍔(共産党)、 )11口市議・五十嵐(社会党)、 )11口市議寺島(共産党)、草加市議山田

(共産党)等がL、る。

4協議での位置付け外環道沿道の住民団体の迎合体。反対派住民団体で最大のもの。

ι行動原理:周辺住民の要望を公団・県に伝えるための窓口となること

E主張点

ー外E車道の建設中止→断面の変更後は環境対策の充実を妥求

ー自団体を住民代表として正式に認める旨の要求

一下水道事業等の切り縦し
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一科学的説明の要求

71主な行動

ーデモ、要望書の径出等

-f.'II成組織のひとつである浦和市水深団地自治会は、自ら公害防止対策案を縫示

(:1)インヲ ビュー結果

怨，設1白、北首都国道工耳P$務所の担当者にイン17ビューした結果l-t以下の通りである。

T住民の行動について

"?';えコミは批判的で、住民!立行政を信用している

広j接的課題(環境・地域浸水・地主主分断)や地区的E県題(通学路)や個人的不安(出入り口や代蓄

地、補償金額等)について住民と協議した

E事業者の行動について

住民参加による他殺を行った

一浦和市辻水深団地て守主、公害対策案を住民に提示させた

一区画殺型地域の住民については組合に協力を求めた

-PT.-¥会長、団地の自治会長、市議会議員等には一般住民とは分離して説明を行った

一生活環境への影響の懸念については、類似インターチェンジの見学会を行い、現地の住民との意見

交換も行った

一環境庖設手作具現化への疑念は、)11口市安行地区にモデル道路を作ることによって対策を講じた

ー広報誌uくらしと道」の発行を行った

一般水路事業との合併設備を行った

一敏断歩道織の設置金行った

ーイベントの開催を行った

-~語りへの参加を行った

一相談所の設置を行った

十1)交渉の経緯と交渉の結果

各主体の行動を整理したものが、付録の表付3.3. 1 -3. 3. Bである。

また、調査の結果をもとに交渉の経緯を整理したものが図7.14である
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巴跡
建E生省 l県.1!!(ct進調) I市(反対派)I反対派住民

'田 !計画決定公議 1 I I 地域毎に

‘一一一一一一 :君向 要望由語れ
に二二二コ :主権回苔由同容

C二二二二二二コ 彊敏正停に関わる行動

珪E団体結成

図7.14 東京外郭環状道路(浦和市~三郷市)建設事業における関係主体の交渉プロセス
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7.3.4 要町通り建設事業(豊島区~練馬区間)

(1)事業の概要

(a)結設の位置

いわゆる i36道路(般射36号道路の別称)Jは、豊島区!J'k1llT-練馬区早宮に至る道路で、放射35号線、

補助78号線と通じて、池袋西口(西池袋)と大宮バイパス(北町)とを結ぶ主主射幹線道路となるもので

ある。西池袋へ北町間は、以下の3区間に分けられる。

l補助78号線(豊島区西池袋~同区要町(山手通り)間650m)

2放射36号線(豊島区要町~環状7号線~練馬区早宮間4，520m)

3放射35号線{練馬区早宮~同区北町閑990m)

本論文では、便宜上、以上の3区間をまとめて f36道路」と呼ぶものとする。このうち78号線及び描

号線の一部(西池袋~豊島・板橋区境問2，01Om、以下 [36道路(1¥)J)は先に完成したが、 36号線の残り

の節分及び35号線(以下、 f36道路⑦:)J)は、住民との協議に手間取り、現在でも一部(豊島・板備区境、

環状7号線開)しか完成していない。

図7.15 放射36号道路の位置
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ゆ)筋設の構造

道路の構造は地域ω事情に応じてまtなる断簡となっており.全線にわたって歩道と拙一栽帯の脳員を大き

くとコた片111112車線(/)道路となっているのまた、板偽区立向原小学校・練馬区立小竹小学校の付近は、佼

嵯ωJ出Fをトンネノレでi匝J曲している。

図7.16a 写真7.5・放射36号線の権造1(中央沿道に植樹帯のある片側2車線の道路である)

?珠fp

図7.16b 写真7.6:放射36号線の締造2(幅広い側道が設けられている)
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図7.16c 写真7.7:放射36号線の構造3(歩道の幅員が広〈取られている(右側))

図716d 写真7.8:放射36号線の構造4(板橋区立向原小学校の行程の地下を〈 ぐる放射36号線)
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ヱ.iI!続.i>... 五道箆.Jo.:. 坐王盆且呈忽

図7.17 放射36号線建訟関連事業の手続きフロー

(c)写楽の意義

36道路は、放射幹線道路のひとつとして都心部と郊外部を結ぶことや、現送の無い地峻の交通環境の改

善、幅員の狭い道路の拡幅、他の放射道路の混雑の緩和等を目的として計画された。また、地下鉄8号線

をその抱下に建設することになっている。

(d)事業の手続きフロー

本事業の手続きは図7.17の示すとおりである。本事業は都市計画事2主である。

年)本研究の対象地区について

閉じ:36道路でありながら、 36道路(A)については促進要望が強b、ため先行着工、 36道路の)について

は賛成・反対等機々な住民を含めた長期の議論が行われたとし、う特徴をもっ。そのいずれの区間において

も.環境や地域住民の利便性に配膳した情造となっており、非常に特徴的な道路である。36道路(A)には

荷造に旋回T小学校、 :36道路(8)には向原小学校・小竹小学校・関新第四小学校がある。

(0事業の経緯

F;活道路Jの治革は古く、 1927年には既に幅員J5mの補助線道路として都市計画決定されているが、そ

の後1946年、 1966年と約20]年おきに行われた2度の計画変更で、大幅に幅員が拡大され、幹線道路と

して位置づけられることとなった。また、この道路の地下には、銀座~絞馬・成増を結ぶ地下鉄8号線ー

I:l号線総設が決定されていた。

1972年lこ、促進要望が5~l く‘里見送が存在する区間の多かった36道路(A)の拡幅工事がまず着工した。 し

かし、現道のない区間の多い36道路(8)は、住民の賛否が大きく分かれたため、着工できずにいた。

このころ、東京都知事は革新の美濃部知事であり、知事はこの道路をf都政への住民参加のモデルケー
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スJと位置づけ、地峻住民の意見を反映させた道路作りを呂指した。同年、美濃部知事は住民投票によ勺

て道路構造を決定する相理想を提案し、道路構造について複数案(次ページ参照)を提示した。そのため司

調査会「放射36号道路の住民投棄に関する調査会Jを発足させて議論を行ったが‘折からの財政懇化な

どの理由により、結果として住民投票は行われなかった。

1975年に、地下鉄鐙訟を急ぐ営団地下鉄から、地下鉄を先に着工したいとの要望書が都に提出され.

1979年に地下鉄が先に着工された。

その後1980年になり、都側が36道路についての住民の意向を打診したところ、住民側の意見を受けλ

れ、板橋・豊島区境~環状7号線開の建設について住民側と都側が合意した。都側は住民仮1)からの要望書

の内容をほぼ受け入れ、豊島・複橋区境~環7までの区間について住民と協議を行いながら建設を行い

1987年、同区聞が開通した。

:金口ぶJ
@片側 1車線道路

@ 先行取得用地の公園化

@地下鉄建設のみ

このうち， (00)実は.道路計画を一時諌結してお く考え方である。

図7.18 知事によって提示された複数案
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表7.4 放射36号線建設関連事業の関係主体

。許冨事嘉三主体 |東京都 営団地下鉄
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ω事業の関係主体
事業の関係主体を整理したものが表7.4である。

(2)各関係主体の特質

各関係主体の特質を、①主体名、②代表者、③組織の梼成、@協議での位置づけ、③行動原理、⑥主Z

行動に分けて説明する。

(a)事業者

1)東京都

①主体名:東京都

I~I代表者・美濃部都知事(革新派) ・ 都銭会

③組織の構成.な L

E協議での位置付け計画者・工事実施者

CN'f!liiJ原理ー地域住民の意見を反映した道路づくり

⑥主張点

ー地下鉄と同時施工で建訟したb、→断念

ー住民の意向に従った道路にしたし、

z、主な行動
一知事と住民の対話集会の開催

一学校環境保全対策8局会議の設置

ー住民投票構想、の発表

-:36調主主会の設置

一広報紙の発行
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一説明会の開催

一住民団停との工事協定の締結

2)営団地下鉄

①主体名営団地下鉄

Z代表者.地下鉄主主設の針函者及び工事実施者

亘組織の情成.なし

主協稔での位置付け計画者・工事実施者

運行動原理:.I!!!下鉄の早期完成

⑥主張点:道路と問時施工で建設したい→地下鉄先行で建設したい

号主な行動

一説明会の伺llii

一住民団体との工事協定の締結

。)地方自治体

1)鐙島区

⑦主体名 ・豊島区

②代表者:区長 ・区議会

③組織の情成ー区内は道路建設賛成住民が多い

(1協議での位置付け・住民の意向を東京都に伝える窓口

⑤行動原理地域住民の意見を反吹した道路づくり

ID主張点

一白区内の拡幅工事lこ!:J:反対しない

一的確な補償をしてほしい

一公害対策を万全にしてほしい

⑦主な行動.対話集会への参加

2)仮橋区

⑤主体名板僑区

@代表者区長 ・区議会

(~，t丑織の構成:区内の向原地区は道路建設促進希望住民が多い

④協議での(立位付It‘区民の意向を東京都に伝える窓口

信行動原理:地域住民の意見を反映させる

lG8 

主主張点

ー早く合替に達して着工してほしい

一公害対策を十分にしてほしし、

'l'主な行動対話集会への参加

訓練馬区

I主体名紋馬区

~代表者区長 ・ 区議会

主組織の併成:区内は賛成派・反対派とも数多い

E協mでの位置付け:区民の意向を東京都に伝える窓口
S行動原$:地域住民の意見を反映させる

主主張点

一利益を受ける人主りも被害を受ける人の意見を聞くべきだ

一住民の意向を的殖に聞いてほしい

1;主な行動

一対話集会への参加

一地下鉄建設促進の陳情を採択

一建設中止の陳情を採択

(c)住民団体 [3G道路(A)に関するもの]

1)池袋西口中央通り商15会

11主体名池袋西口中央通ワ筒l苫会

岳代表者:陪1・応会会長 背木新吉

車組織の構成池袋駅西日商庖会のメンバ一、 74名

4協議での位置付け.拡幅工事賛成派

5行動原理池袋西口商庄街の発展

Q"主張点

ー位幅工事の早期着工

ー適切な補償

E主な行出'J:~:青願提出

司清助i8号線都市計-ii!IT対策審議会

T主体名 。補助，8号線都市計画対策審議会
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2代表者ー会長 青木新吉

雪組織の偶成:豊島区西池袋の住民、 7名

4協議での位置付け.拡幅工事賛成派

雪1行部J原理 a西池袋住民の利益保護

百主張点

一拡幅工事の早期着工

ー適切な補償

Z主な行動.請願鐘出

:'3)池袋西口商底迎合会・立教通り商底連盟・西池袋南町会

i主体名。池袋西日商l苫迎合会・立教通り商底連盟・西池袋南町会

Z代表者会長大曽恨桂治

玄組織の構成池袋西口商庖連合会・立教通り商庖連l'lI.西池袋南町会の:31名

i協議での伎鑑{寸けlJMiIi工事賛成派
五、行動原理池袋西口I宿庖街の発展

宣主張点:舵:幡工事の地下鉄との同時総工

l'主な行勤務願徒出

4)要四T銀座商底会

I主体名:主主町銀座簡l吉会

2)代表者・筒庖会会長 加様永{乍

③組織の村j成鐙島区要町i並区の商j吉、 10J名

E協議での位置付け鉱幅工事賛成派

三行動原J!ll要町銀座商j苫街の発展

E主張点

ー紘幅工事の早期着工

ー適切な補償

3主な行!llIJ: J青願徒出

5)要町 1丁目町会

u:主体名 i)J?日T1一丁目町会

Z 代表者:iITT会長 南山幸四郎

ヨ組織の術成'a'町 1r回の住民、 996名

l70 

Z協Z躍での位置付け:依縮工事管成派

5行動原理:町会内住民の権利保護

互主張点

一沿道の被翼収予定者の新築士官改築・底舗改造等ができないので、紘幡工事の早期着工をするこ

J-. 

一地肢の交通環境の改善のため、地下鉄8号線を早期開通させること

ち主な行動.請願提出

助要国T3丁目放射36号線道路対策協議会

T主I<M'.・要宙T3丁目欣射:36号線道路対策協議会

i，l代表者大岡辰粥

3組織の機成要町3丁目住民、 110名

2協議での位霞付け:拡幅工事賛成派

3府動原理:要町3丁目住民の権利保護

宣l主張点・適切な補償

⑦主な行動。用地測量への協力、Z青願提出

η菱自T小学校を守る会

D主体名要町小学校を守る会

Z代表者・会長 矢沢徳衛

4雪組織の情成 ~町小学校PTA他 1.373名

正協議での位置付け・学校関係者

' ~ I行動原理学校環境の保全

Ji:'主張点。学校用地を削らないようにノレート変更すること→後に学校代番地を要求(実現)

F主な行動陳情 ・請願を提出

(dH主民団体 [36道路(s)に関するもの]

1)教射35・36号道路対策住民協議会

工主体名放射:35・:3G号道路対策住民協議会

主代表者小島 喜久喜子

@組織の構成 ー練馬区小竹田T住民を主軸lこ、羽沢・綴台・早宮の各町と、板橋区小茂根町に及ぶ住民

9.188名)

4協殺での位置付け:干m切にできた住民団体(1970年発足)、道路反対派
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主行動原l1Il:生活環涜の保全 ， -放射:36号線については、原則として自動車を返さない公園道路とすること
色主張点。道路計画廃止、地下鉄のシー1レド工法採用 i 一向原小学校や小竹小学佼の校庭を向11らないこと
T主な行脚1):~青願の提出 ~ 1，主な行動請願提出

2) 放射お ~G号道路対策連盟 511証儒区向原地区促進協議会

l、主体名 :liXM:35・:16号道路対策連盟 工主体名仮僑区向原地区促進協議会

f代表者ー吉田紀夫 1 i代表者。会長 三原蹄

雪組織の術成:練馬区北町音s営住宅居住者を主体として，)1/越街道から大宮バイパス治道にかけてぬ， 1 主組絞の術成:仮橋区向原地区の住民、 2.444名

りを持つ 9，'192名 I 1協議での位置付け道路賛成派
d'協議での位置付け・初期にできた住民団体 0970年発足)、道路反対派 I g行動原理交通環境の改善
品行動原理。生活環演の保全 I '9'主張，<!'f.
E主'm点 I -長女射:36号線と地下鉄を向原まで同時施工すること
一緑地破i袈・自動車公害による教育・生活環境の慈化を防ぐためにliZ射35号線計画廃止 | ー住民の健康を守るため.道路幅員中、車道部分を狭くする 二と

一地下鉄のシーノレド工法採用 | 教育環境の保全

⑦主な行動・請願徒出 I -学童の交通事故対策

ー十分な補償

問公害をなくす会 I 1主な行勤務綴提出
1¥主体名 。練馬・公害をなくす会

~\代表者三石損益 l 町練馬区氷川台周辺の建設促進団体

③組織の偶成練馬区住民からなる。 2，783名 I l'主体名。練馬区氷川台周辺の鐙設促進国体
小協議での位置付け反対派 I ~_代表者家国 鉄憲
⑤行動原理・地峡環境の保全 I .a'組織のh育成練馬区氷川台地区住民]，723名
⑤主張点白光化学公害の根本的解決まで幹線道路 (86道路・潔状8号線等)の建設を中止すること r i協議での位鐙付け道路管成派
'1)主な行!lilJ:lN願提出 I ~行動原理交通環境の改善

'ff主張点

4)営団地下鉄8号線建設促進、向原大谷口 ・小茂根地区協議会 | 一道路・地下鉄の早期若工

工主体名:営団地下鉄8号線建設促進、向原・大谷口 ・小茂根地区協議会 I -6車線道路 ・歩道 ・植樹帯の設置
②代表者.小樽弘太郎 ・ ーサイクリング道路の設置

3組織のl/ll成。板橋区向原 1，2，3丁目、同大谷口 1，2丁目、同小茂被 1，2丁目の住民など、 IA2!'交通安全対策

名 ー一学校音量涜の確保

lJJ協議での位置付;す:道路反対派 J l'主な行動.請願提出

⑤行動原理生活環療の改善 | 

e主張長 | 羽織区立向原小学校PTA

地峡の交:irll.tii涜改善のため、地下鉄8号線を早期開通させること
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T主体名:板橋区立向原小学校PTA

2代表者 :P'TA会長細川和己

宣組織の構成.練馬区立小竹小学校の円、A等、 J，551名

J協議での位置付け・学校関係者

宇行動原理!・学校環境の保全

昼主張点・学校付近の道路の地下化

7主な行動:請願提出

8)練馬区立小竹小学校PT九

l'主体名練馬区立小竹小学校PTA

2>代表者。P'[・A会長砂本f青郎

J組織の情fiJt:練馬区立小竹小学校のPTA等、 32名

J協議での1立位付け:学校関係者

5行動原理!学校環境の保全

百主張点.学校付近の道路の地下化

、JJ主なiT~~J :陳情提出

9)練馬区立問新第四小学校PTA

」主体名・練馬区立関新第四小学校Pl'.-¥

:;[1代表者 :PTA会長猪飼I:i!lBg

③組織の構成練馬区立開新第四小学校のP'l'}¥

③協議での位置付け学校関係者

(宣l行動原理学校環境の保全

['主張点:学校付近の道路の地下化

1.主な行動 ~rl!'願提出

10)地下鉄8号線・1:3号線対策連盟)

i主体名:地下鉄8号線・13号線対策連盟

2代表者平尾英子

~ I組終のf的成板1商区 ・練馬区内の地下鉄関係住民団体の迎合体

11>協議での位置付け

一地下鉄総設に関して、営団に住民側の喪主2を伝えるための窓口として1976年に結成

一既存住民団体聞の意見の前整役
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雲行動原理.地下鉄建設に関して、営団に住民側の要望を伝える

互主張点

一適切な補償

一工事実施に関する要望

金主な行動

ー測量矩否

ー営団との交渉

一営団との協定番の締結

11)欽射36号道路対策連盟

E主体名放射36号道路対策連盟

i)代表者平尾 英子(地下鉄8号線・13号線対策連盟の代表者)

1組織の構成板撤区・練馬区内の36道路関係住民団体の連合体

'11協議での位置付け

-36道路に関して、東京都に住民側の要望を伝えるための窓口として1980年に結成

一既存住民団体聞の意見の調E主役

争行動原理 36道路に関して、東京都に住民姐~の要望を伝えるい)

⑥主張点

一環境保全

一適切な補償

一住民との協議

工事施工に関する要望

⑦主な行動

一都への要望書の提出

一者sとの交渉

一都との協定書の締結

注)放射36号道路対策連盟が道路建設に同意した理由は、

1)地下鉄建設事業による仮立退者の生活再建のため

2)地下鉄開通による乱開発によって緑が失われるのを防ぐため

占)地下鉄開通に伴う地域の環境問題の慈化を防ぐためであり、苦渋の選択であったとし、う。

(:j)イン合ビュー結果

来京都建設局の担当者にインタビューした結果は以下の通りである。
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1)住民の行動について

一束八道路'1M七通りをはじめとして、都内各地で公害に対する運動が広がっていた。

一住民は地下鉄は歓迎だが道路には反対する。

一自然発生的な運動のスクー卜

一賛成者lよ表に出ないが、直接言いにくる。

一反対者の意見は7スコミに大きく取り上げられるので、表に出やすい

î~事業者の行動について

ー法律で定めた道路を公園道路にするのは問題がある。

一美濃部都知事の啓蒙的な発想により住民投票構想は出たが、実務者は混乱した。

一住民まかせの決定でよいの語、行政の責任放棄ではないのか

('1)交渉の経緯と交渉の結果

各主体の行動を整理したものが、付録の表付3.4.1-3.4.5である。

また、調査の結果をもとに交渉の経緯を整理したものが図7.19である。

lr 
'70 I針E決定公表

'71 

81 

鋭明

4一一一一一一ー 盤向 獲量の続れ
E二二二二二二コ，ot格。回警の同容
E二二二二二二ヨ ?軍政主体に鯛わる行動

図7.19 紋射35・36号線建設事業における関係主体の交渉プロセス
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7.3.5 目黒清掃工場建設事業

(1)事業の概要

(a)錨訟の位置

E黒区清婦工場は東京都目黒区三回二丁目にある東京工業試験所目黒分筆跡地に越設された。三回の高

古.および裕天寺の高台の問を流れる目黒川沿いの低地に位置しているも又.清掃工場の隣には国道小学

世がある。

図7.20 目黒清掃工場の周辺環境
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(b)施設の情造

平成2年に完成した目黒清掃工場は]¥f]u{ーフエJレント式の焼却炉を持ち、その処理能力は6∞U日
( :~()Oj/日 x 2)である 主た、煙突は150mの高さとなっている

".鍵j( NKk，.ヲZルント" '"'蜘・岨wT)"pII:NI(K・V・"...，"".健n 醐 VBCJmVSxlt1) lI'IdneI嗣C酬崎臨lOIfa.，PDW'向叫
省 工噂俄3軍;]"'J cøtr・・・砲~.~噂同-・M.雷、市制

図7.21 焼却炉のフローシート

写真7.9・目黒清掃工場遠崇
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知事は白血清婦工場町東京都訣定について東京都都市計画地方審縄全に付鎗 ，60110125

感
知事は自民清帰工場を都市計廼~定，60〆 1 1 / 12

図7.23 目黒，青掃工場建設事業の手続きフロー

(c)事業の意義

昭和55年当時、目黒区には11.7万世帯で26.4万人が住んでおり、 1日あたりのごみ排出量は500tに

も及んでいた。しかしその大部分は世田谷清掃工場および江東区苦手の島に紛送、処理されていた。そのた

め、東京都が昭和48年に打ちたてた一区一工場によるごみの自区内処理の原員1)により、目黒区において

も情婦工場建設の必要性が高まった。

(d)事業の手続きフロー

事業の手続きの流れについて整理したものが図7.23である。

(e)対象地区について

i青掃工場周辺はJR目黒駅から徒歩10分の閑静な住宅地である。その周囲には小学校や病院等の施設が

所在しており、また目黒川のせせらぎに接している大変住環境に恵まれた地織である.そのため、地域環

境の変化を懸念する住民の反対運動が勃発した事は容易に想像できる.

(1)事業の経緯

東京都では昭和48年、地域のごみはその地域内で処理するという、u、わゆる自区内処理の原員1)に基づ

き、目黒区にも情掃工場建設の許薗を立て、区に協力を婆翁した。翌年2月には、その建設候補地として

区内4ヶ所の筑波移転跡地の中から、面積、地形、搬出入路などの点で、東京工業試験所跡地を選定した。

その後、被々な行政手続を藍ねたf去、昭和57年5月、説明会が区民センターで開催され、初めて計画が

一般に公表された。その直後、周辺住民は反対組織を結成し反対運動を行う上うになったが、消掃工場は



環境影響評価手続全経て昭和60年11月に都市計画決定した。許図決定後も住民側はリサイクノレ条例を直

援請求するなどして運動を継続していたが、当条例は否決され、また白紙微回を訴えた陳情も都議会及び

区議会で不採択となり、次第に条件闘争へと移行してし、った。東京都は地元住民会交えた建設協議会や緩

衝緑地に関する小委員会、色彩検討委員会、運営協議会等で反対周辺住民との妥協長を探り、平成3年7

月、繰業に関する協定省を結ぶことで合意に至った。

(g)当事業の住民関与を規定している制度

よ都市計画法

本事業は都市計画法が適用されているため、昭和48年ならびに昭和57年に基本計画についての説明会

が関かれた(都市計画法66条)。また、意見書や公絡会については環境影響評価の手続きと平行して行わ

れた環境影響評価の手続きが終了し、東京都としての計画決定がなされた昭和60年に東京都都市計画

地方審議会に付議し正式に都市計画決定された。

②環境影響評価

東京都では昭和55年LO月に環境影響評価条例が公布され、本事業においても適用された。昭和57年

5月に、基本計画と合わせて環凌影響評価の手続きが地元住民に説明され、昭和59年 1月に事業者であ

る東京都情婦局によって評価答案が作成された。評価書案にかかわる説明会および公聴会が昭和59年4

月に聞かれ、その後住民側から環境影響に関しての意見書が提出された。その意見書の回答として8月に

見解書が作成され、その内容の説明会(延べ8回)が開かれた。説明会後に再び徒出された意見書を基に

昭和60年4月、評価軍基が作成された。その評価寄は包黒区都市計画審議会の認可を得た後に知事に提出

され、本事業は東京都としての計画決定がなされた。

(h)関係主体

この事業の計画及び実施プロセスに関f系したのは表7.5に示す各主体である。

表7.5 目黒清掃工場建設事業の関係主体

計画主体 東京都(清掃局)

地方自治体 目黒区

住民団体 国道住区住民会議

下目黒住区住民会議

中目黒住区住民会議

目黒清掃工場建設に反対する地冗有志の会

回道小学校の環境を守る父母の会

回道小学校PTA

目黒清掃工場に隣接する 30m以内に住む・住民の会

リサイクル社会を目指 す目黒連絡会
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。)各関係主体の特質

各関係主体の特質を.'D主体名、②代表者‘③総織の構成、③協議での位置づけ、⑤行動原理、⑥主な

行動;こ分けて説明する。

伊)事業者

1)束京都

¢主体名東京都(清掃局)

②代表者東京都知事

③組織の構成.なし

II協議での位置付け計画者、工事実施者

~行動原理都民のゴミを確実に処理する

⑤主張点

一白区内処理の原買IJに基づいた清掃工場建設

ー処理能力に余裕を持った情掃工場の態依

一情掃工場の早期健設

⑦王な行動

-J鍛入路の{潔六、補助 19号)の鉱幅

一住民への説明会の開催

一住民との協議(住民協議会、建設協議会等)

2)目黒区

①主体名目黒区

②代表者区長、区議会

③組織の構成なし

③協議での位置付け目黒区民に配慮しながらも東京都に協力する

⑤行動原理

一東京都との協調

一区民の利益最大化

⑤主張，長

一東京都の掲げる白区内処理の原買IJに賛成、協力する

一白区内処理原則lに基づき目黒区内のゴミのみを処理したい

②主な行動

一住民への説明会の関俄

一住民どの協議(住民協級会、建設協議会等)
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ーリサイクル運動の推進

一還元施設の整備を都に要望

一住民意見を都に要望

。)市民団体

1)目黒消掃工f昔雄投iこ反対する地元有志の会

11主体名:目黒消締工場建設に反対する地元有志の会

②代表者，山岸敏彦{後、平川喜啓)

③組織の構成清掃工場近隣に在住する十数名が中心

空協議での位償付け，長量殺反対派

3行動J原理.生活環演の保全

@主張点建設中止を要求→f酎吊車専用道路の建設→工場規棋の縮小「オープンスベーユを広くする→

専用{般入絡の復活→i船人情掃車台数の削減→ゴミの自区内処理の避守

⑦主な行動

ー勉強会の開俄

ー陳情蓄の徒出

ー署名活動

一家庭ゴミ盆の自主2調査

一二酸化窒謀者量の測定調査

一住民協議会への参加

一行政処分に対する不1If1審査請求

2)国道小の環m:を守る父母の会

f主主体名国道小の環境を守る父母の会

%l代表者;純輸美津子

{夏、総織の構成田道小の父兄

【協議での位鐙付け辿設反対派

言行動原理

一国道小児童の安全

一学校環境の保全

{宜主張点.清掃工溺建設反対

(1主な行動

ー箸名活動
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一建設反対の陳情

一住民協議会への参加

羽田道f主区住民会議

T主体名:回道{主区住民会議

2代表者山野井政投

宣組織の燐成一 町会、三田町会、田道町会で構成

心協議での位置付け.建設反対派

昌行動原J1Il住環境の保全

Q'主張点:i青締工場建設反対→作るとしても出来るだけ小規模の清掃工場

'/，主な行動

一署名活動

一慾設反対や連設についての条件に関する陳情

一住民協議会への参加

4)リザイクル社会を目指す目黒連絡会

D主体名ーリサイクル社会を目指す白黒連絡会

z，代表者ー大石武一{元環境庁長官)
喜組織の権威:地元有志の会の日IJ蹴]組織

J協議での位置付け.建設反対派

主1行動原理住環境の保全

⑥主5!l:点 ごみのリサイクノレによって清掃工場は不要となる

⑦主な行動

一地域内ごみの分自1J

-署名活動

ーリザイクノレ条例の直接税求

一住民協議会への参加

5)下目黒住区住民会議

占主体名下目黒住区住民会議

②代表者 e斎藤金利i

③組織の偶成:大鳥町会、下一町会、目黒小滝田T会で構成

ι協議での位鐙付け・建設反対派

183 



言行動原理主・住環境の保全

互主張点 7背械工場建設反対→作るとしても出来るだけ小規模の清備工湯

Z主な行動
一建設反対や建設につb、ての条件に関する陳情

住民協議会，、の参加

町中目黒{主区住民会議

Il主体名中目黒住区住民会議

Z代表者:柏井信一郎

3組織の情成:中二北町会、中目黒八幡町会で偶成

I協議での位置2付け鐙設反対派

ぎ行動原理{:住環境の保全

⑤主張点前揃工場建設反対→作るとしても出来るだけ小規模の情婦工場

7，主な行動

一建設反対や建設についての条件に関する陳情

ー住民協議会への参加

η目黒清掃工場に隣接する30m以内に住む住民の会

E主体名目黒1青j帯工場に隣接する30m以内に住む住民の会

2代表者:(Jtn事寛平日
雪組織の構成情婦工場隣接住民

子協議での位低(すけ建設反対派

⑤行動原理住環境の保全

E主猿点

一工場建設計画の縮小

ーオーブンスペースを広く

す!主な行動

ー阪情

一住民協議会への参加

一行政処分にたいする不服審査詩求

8)国道小学校PT.. ¥ 

T主体名.回ili小学佼PT¥
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喜代表者 :PTA会長

rj，組織の構成目黒区国道小学校のPTA

J協議での位置付け学校関係者

島行動原理

ー学校環境の保全

一回道Jト学校の児主主の安全

E主張点・専用縁入路

7主な行動

占~I との交渉、

一住民協銭会への参加

(3)本事業における住民組織の変容

計画以前からの住民組織としては回道地区、下目黒地区、中目黒地区の各住区において自治会が存在し

ていた。しかしそれらの自治会は間道住区住民会議が建設反対の署名、請願を行った他は目立った行!WJIま

行わなかった。

一方で、清掃工場建設予定地の近隣住民は次々と建設反対組織を形成していった。中でも「目黒情婦工

場建設に反対する地元有志の会(以下地元有志の会)Jは当初十数人で結成したものの、符願、陳情、署名

等、汚拾に反対活動を行うに従って、徐々にその情成の規模及ひ1苦動範囲を大きくしていった。昭和60年

にリサイクル条例の直接請求を契機に、リサイク/レ推進部門として「リサイクJレ社会を目指す連絡会Jを

独立、発足させ.建設反対とリサイクル遼動を平行して行うようになったまた、リサイクル社会を目指

す必絡会の発足と前後して.清掃工場に隣接する回道小学佼の父兄らが「国道小学校の環筑を守る父母の

会lを結成、児童らの安全や生活環境の保全等を東京都に要求した。

昭和60年の 1 1月に本事業が都市計画決定され、住民側は~吸反対から条件闘争への方針変換を迫られ

たそのため、東京都との交渉の窓口として「目黒消掃工場建設に関する住民会総Jが結成され、既存の

12団体(直後に結成された f目黒清掃工場に隣接する30m以内に住む住民の会J含めると 13団体)全ー

が住民会議に参加した

住民会議は東京都と交渉を継続した結果、工事協定を締結し、住民会議代表、東京都職員、目黒区職員

でo'l!成される建設協議会において建設に関わる詳細を協議していった。なおその問も、「地元有志の会』及

びf目iiJi育指工場に隣接する30m以内に住む住民の会Jらはゴミの収集方法lこ関する陳情等、独自の活動

を継続していたG

建設協議会、運営準備小委員会等で協議を続けた結果、平成3年 7月 15日、東京都、目黒区、住民で

合意に至り、迩営協議会を結成、目黒消帰工場の本幡運転lこ至った。
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(4)各関係、主体の協議経主主

各主体の行動を整理したものが‘付録の表付3.5.1-3.5.3である。また、調査の結果をもとに交渉の

経緯を整理したものが図7.24である。

計画が住民に説明された箆後から、近隣住民はごみ処理場建設に対する反発を強め、「地元有志の会」、

F回i藍住区住民会議・一一町会j、「国道小の環境を守る父母の会Jらが建設反対の陳情、Z菅原を署名等を添

えて都議会‘区議会に徒出したaこれらの陳情、務頗の審議は長期間にわたったが、結局都市計画決定さ

れた後の昭和62年に、建設反対に関わるものは全て不採択となった。一方、昭和60年9月に地元有志の

会のリサイずJレ部門として独立したfリザイクル社会を目指す連絡会Jは'有価物の回収と再資源化lこ関

する条例制定誇求書を目黒区に直後誇求したが、同年12月、目黒臨時議会は条例案を否決した。しか

し、同時に目黒区長は東京都にリサイクfレ事業充実に関する意見苦手、要望書を提出するなど、リサイ 71レ

運動は区行政、都行政にも大きな影響を与えることとなった。

昭和60年IJ月に目黒清掃工場が都市計画決定された後、住民団体の取る行動は白紙撤退要求を寅吉裁

判的争を行うか‘条件闘争へ移行し妥協点を探るかの岐路に立つことになった。本ケースでは住民側は後

者を~択し、 「呂~~清掃工場建設に関する住民会議Jを結成して、目黒区及び東京都との交渉を開始したe

図7.24 目黒，青矯ヱ場建設事業における関係主体の協諮経過
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住民似Ij(止処理するごみを目黒区内の可燃ごみに限定すること、建物を半地干偽造に、駐車場は地下に設置

するニ左、専用搬入路を建設すること、等を要求したが、東京都側1;1:目黒区間当のごみに限定することは

了承したものの.その他め要求には応じなかった。また、地元有志の会が鑓出したー当初案への変吏」の

owWIiについても苧不可能であるJとの回答を示した。

その後、ごみの処理量については住民側、目黒区両主体から東京都に目黒区内の相当抵に限定する旨の

要求が頒繁にあり、東京都も了承していたが、平成2年2月に都は従来の玉張を一変させ、フル運転する

ことで白黒区外のごみ量も処理する旨を目黒区に要望した。同時に、当初工事終了後の運転を約束してい

t搬入路拡幅工事についても、モの工事の遅れから工事完成以前の清掃工収運転を要望したε目黒区及び

地元住民は当初と異なる者自の主張に反発を強め、当初から許画には質成・協力の立場を貫いてきた目黒区

議会からも建設反対の意見が飛び出した

そうした中で建設協議会、換業準備委員会において、目黒区を交えた3主体による協議が平成3年まで

続けられ、妥協点を模索した結果、千歳清掃工場の竣工が予定されている平成7年以降は目黒区内のごみ

に限定し、さらに情婦車台数に制限を設けることで合意に至った。

187 



7.3.6 東葉高速鉄道(夏見地区)

(1)事業の概要

{日)施設の位置

東*高i車線は、営団東西線(中野~大手町~宙船橋)の延伸路線として建設されているもので、営団商

船橋駅と京成本線勝因台釈を給ぶ延長16，2k01(7)都心へ直結する者E市交通知T線である。本路線は、船橋市

及び八千代市のほぼ中央部を東西に{横断するもので、者s心上り20k01へ:30kmに位置している。

図7.25 東薬高速鉄道の路線図

18自

。)施設の構造

16.lk01の路線区間のうち、地上及び高架区間が10.8km、地下区間が5.4kmとなっている。トンネJレ

部分は3カ所あり、西船橋側から海神トンネノレ(2733m)、習志野台トンネル(2366m)、勝因台トンネル

(615m)となっているa海神トンネルはシールド工法で、習志野台トンネ/レ及び勝因台トンネノレはNATM

工法で施工されている。、路線は複線であり、地上駅が5駅(e!i船橋、飯山満、八千代緑が丘、八千代中央、

村上)、地下車問;4釈となっている(東海神、北習志野、船橋日大前、東災勝田台)。また‘西船橋駅にお

いて営団東西線と相互直道選手玉を行う。

図7.26 東菜高速鉄道の線路縦断面図

や)事業の意義

本路線の沿線地域は都心から20km随と30k01圏の間に位置し、この地成に属する船橋市及び八千代市

は首都圏の近郊住宅地帯として近年急速に都市化が進展し、千築県下における有数の人口急増地域となっ

た。以前から沿線地減周辺部住民は総武線、京成線を使用していたが、両線は船橋市、八千代市の南部に

偏っており、叡へのアクセスには長時間のパス利用が必要となっていた。本路線が開通することで沿線地

域から都心までの所要時間は、10分-30分の時間短縮がはかれること となった。
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図7.27 東葉高速鉄道建設事業における手続きフロー

(d)耳I業の手続きフロー

本事業の手続きフローは図7.27の通りである。

(的対象地区について

沿線周辺には複数の既成団地、および団地計画があり、中でも習志野台団地は約9，000戸、村上団地は

3.700戸、勝回台団地は4.2∞戸の住民が生活している(平成4年時)。これら団地の住民にとって東京へ

のアクセユ時間の短縮は大変望ましいことであり 、地元住民による建設反対運動は基本的には発生しな

かったしかし高然が予定されている地区の沿線住民は生活環境の悪化を懸念し、地下化の要求を起二し

た。中でも地元自治会から強b、要求のあった夏目 1丁目において平成3年に都市計画が変更決定され、ト

ンネルが490m延伸することとなった。しかしこの変更に則し、同じ夏目 1丁目の自治会に属していなが

ら、市街化調整区織であるとして地下化が実現しなかった地域の地権者は、不公平J惑を募らせ、用地質収

に対して態度をよりいっそう磁化させることとなった。

(1)事業の経緯

東楽高速線I'J:、昭和47年3月の都市交通審議会の第15号答申において、営団地下鉄5号線(営団東西

線、中里子~西船橋間)の延長路線として重要かつ緊急に盤備すべきであると位置づけられた。昭和56年

9月第三セヂタ一方式による東架高速鉄道株式会社が設立され、営団の免許申請取り下げを受けて、昭和

日年3月同社が第一議鉄道事業免許を取得し、59年6月工事施工認可を受けた。鉄道公団は昭和59年7

月に遼申書大臣かるの実施計画の支持を受け、東築高速鉄道株式会社と「束銭高速線の建設および務夜、引

き擁し基本協定d を締結、昭和00年3月に工事に着手した。工事は諸条件の鎧った地区から逐次着手さ

れたが、夏見地区においては地元2自治会から高祭の地下化を要求が起こり進捗が停滞した。船儲市も交
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正、地元自治会と協議を続けた結果、一部区域を地下化することを決定、都市計画変更決定を平成3年3

月に行った。しかし、同地区において地下化が実現されなかった市街化調整区域の地権者が計画変更に不

満を持ち、用地交渉が長期にわたって停滞した。また、千葉県収用委員会全委員が成田闘争の絡みで昭和

6:3年に砕職していたことや、計画が丁度パプJレ期に遭遇した事等の理由も交渉の長期化を促す大きな要因

となった。そのため、鉄道公団は難航地権者に対しての個別交渉と平行しながら、用地解決促進策として

'建設促進アヲションフログラムJを企画、世論に対する積極的PR活動を平成3年度から5年度に掛けて

実施した。このキーγンペーン活動は関係地域世論の関心を高め、建設促進の社会的盛り上がりを誘発する

ニとを目的としたもので、その結果、 7 スコミや地域住民の関心も高まり、平成4年には船橋市、八千代

市の治線自治会における建設促進号音名運動(18万人の署名)及び県、市への建設促進の陳情も行われた。

それら世論の後押しもあって、平成6年度には全地権者から用地買収の合意が得られたその問、平成:3

年3月、平成5年 3丹、および平成7年 3月と 3固にわたり完成期の変更を行ったが、平成8年4月に全

線開業の運びとなった。

(g)当事業に関連する法制度

1都市計画法

昭和58年2月に都市計画決定された本事業は都市計画法に準拠するものである@よって昭和57年9月

に環境影響評価の手続きを兼ねて、地元説明会が行われた(都市計商法第66条)。又、昭和57年9月 14

日から28日まで都市計画案の縦覧がなされ、(都市計画法第17条 l項)その期間中、意見書が徒出され

た。公聴会は環境影響評価手続き上で開催されているため、都市計画決定に関わる手続きとしては行われ

なかった。都市計画地方審議会に付議された後、昭和58年2月 1目、建設大臣が認可、都市計画決定し

た。また、地下化の延伸等を盛り込んだ都市計画変更2震が平成2年 12月4日から 18日に縦覧され、都市

計画地法審議会にかけられた後、平成3年2月に建設大臣の認可が下りた。

\~l環境影響評イ而

本事業は千来県潔境影響評価条例に準拠している。よって、千葉県主り昭和57年8月5日に準備蓄が

提出され、昭和57年 9 月 1 日 ~9 月 30日にわたって 、 準備蓄の縦覧及び説明会が行われた。関係住民か

らの意見の提出と意見書に対する見解替の提出、公聴会の開催(昭和57年11月)を経て、昭和58年 1

月初日に「東業高速鉄道環境影響評価準備蓄に対する意見書Jが知事より提出された。千葉県は住民意

見および知事意見を受けて準備主主の記載内容を検討し、環境影響評価書を昭和58年 3月16日に作成、公

表、縦覧した。
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表7.6 束三重高速鉄道建設事業における関係主体

|計画主体 |東菜高速鉄道(株)及び日本鉄道建設公団

|地方自治体|附

I八千代市

|住悶|勤丁目自治会

|夏見東部自治会

01)関係主体

この事業の計画及び;jt:結7ロセスに関係したのは表7.6に示す各主体である。

(劾各関係主体の特質

各関係主体の特質を、.J)主体名、②代表者、③組織の構成、@協議での位置づけ、⑤行動原理、⑥主な

行動に分けて説明する。

(a)事業者

①主体名 ー来来高速鉄道(株)及び日本鉄道建設公団

逗代表者・東築(株)社長.鉄道建設公団総裁など

，~組織の構成なし

主協議での位置づけー計図者工事実主主者

主行動原理

ー工期内での完成

一低コストでの完成

⑥主張点

一言十商送りでの主主設

一公平な土地質収

⑦主な行動

一環境影響評価手続き

一地元説明会の開催

ー騒音対策の強化

一変見地区の高架を将来的に新駅設置可能な構造にする

ー給係市地元自治会との三者会談

一都市計画の変更

(b)地方自治体

1)飴惰市
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T主体名船橋市

Z 代表者ー船橋市長

3組織の幣成.なし

.1協議での位置づけ住民の意見の代表.事業者 ・住民間の調整役

き行動原理:市民の効用の最大化

6主張点

ー夏見t也区の住民意見の疎箆

一全路線の早期開通

1主な行官官J

一将来的lこは海老川上流地域において街づくり及び駅設置を検討する

一市議会での審議

一公団.自治会との三者会談

ー超高断配地権者ーとの直接交渉

2)八千代市

L主体名八千代市

2代表者.八千代市長

1組織の構成.なし

4協議での位置づけ住民の意見の代表.事業者・住民間の調整役

~ì行動原理市民の効用の最大化

~I主張点全路線の早期開通

守}主な行動超難航地権者との直接交渉

(c)住民団体

1)夏見1丁目自治会

11主体名夏見 1丁目自治会

2代表者:自治会長

ヨ組織の情成自治会;こ所属』する地域住民

Z協議での位置づけ高架化反対派

iQ'1i'動原理:生活環境の保全もしくは改善

S主張点高架化をやめて地下化にしてほしい(騒音，地域分断反対)

T主な行動

ー船橋市長への陳情怒提出
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一県知事;こ要望答徒出

ー市.公団との三者会談

2)夏見東部自治会

1主体名ー夏見東部自治会

2代表者，自治会長

3ifJl.紋の構成;自治会に所属する地域住民

Q:協議での位置づけー高梁反対派

ぽ行動原理・生活環境の保全もしくは改善

⑤主張点高生E化をやめて地下化にして獄しい→将来的に新訳を設置し街づくりを進めて欲しい

Z主な行動

i沿係市長への要笠;!f縫出

ー鉄位l公団との協綴

(:3)本事業(夏見地区)における住民組織

本事業において夏見地区では地元自治会を中心にして高架化の運動が起こった。互いに隣援寸るI夏目

1丁目自治会」と f夏見東部自治会jが個々に船僑市、鉄道建設公団と交渉した。都市計画変支決定後は

市街化調整区桜に土地を持つ地権者6名を中心とする 8名が結束して都市計画変更反対を唱えた。

(4)インヲビュー結果

鉄道雄設公団の担当者にインタビューした結果は以下の通りである。

(a)住民の行動について

夏目地区は元々 農家集'i{fであったため地縁関係が努i主しており 、自治会単位で計画主体との交渉を

ffった

一夏目 1丁目自治会と夏目東部自治会は元々地主、小作の関係であり、あまり{中が良くなく、合同

で交渉することはなかった

自治会の運営は幹部が取り仕切っており、公団、船橋市との交渉も幹部が行った。そのためトンネ

ル延伸の都市計画変更決定に際しても、市街化調鐙区減の住民、地織者は直接的に交渉に関わらな

かったa

一市街化調整区減の住民は自治会に対する感情的な反感及び、回畑が寸断されることに対する不利益

感等の理由から長期にわたって、出IJ量立ち入り及び用地買収に応じなかった@

(b)事業者(鉄道也設公団)の行動について
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ー都市計画変更決定の際には自治会鈴節と交渉を進めていたため、変更決定後;こ市街化調護区域内住

民から猛反発が包ニることは予想できなかった.

一鉄道事業においては区画i整理事業等と一体になって事業を進めることが多く、それら事業との整合

性が必要になってくる。

一夏見地区では市街化区域においても農地が多く、コスト面からも高然構造で決定したかった。

一市街化調設区域までのトンネル延伸は重要市遂の保護等を勘案したとき筏術的に不可能だったa

(5)各関係主体の協議経過

各主体の行!fiJjを整理したものが、付録の表付3.6.1-3.6.4である。また、調査の結果をもとに交渉の

経緯を整理したものが図7.28である。

昭和51年に本事業の概要について地元説明会がなされた直後から、夏見東部自治会、夏見 1丁目自治

会の両自治会は高銀情造の地下化及び新釈の設置を鉄道建設公団、船橋市に要求していた。特に夏見i丁

， ~盟駐里
担担笠到

..， 
1 "市11習ll.~(.59 31 ・"1
..。

"，‘ 

判2

不可能

不可能

耐岨市

，，~ 

"霊
u 

意向、 璽望由置れ

主務.回答回同容

関係主体由行動

.僅進派、直封掃の巨明り

図7.28 東菜高速鉄道建設事業における関係主体の協諾プロセス
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自自治会では船橋市長や千葉県知事に高架反対の陳情を箪ねたι

一方‘夏見東部自治会では地下イヒの要求とともに近郊の海老川流岐に将来的に新釈を設位、まちづくりの

促進についても強〈要望していたGそのため鉄道建設公団は夏目東部自治会lこ対して地下化は構造的に不

可能であるがそのかわりに将来的に新駅が増設できるような榊造にすることを約束、同自治会の了承を得

J. 3. 7 福島西道路建設事業

(1)事業の概要

和)施般の位置

福島西道路は、一般国道13号の改築事業として福島市の西部に位置し、福島駅を中心に放射状に延び

るに至った l る道路を結ぶ延長6.4kmの道路である。
公団i立夏見耳制治会との協議と平行して、夏見1丁目自治会とも融機進での計画の同意を得るべく | 本道路は吾委山をはじめとして周辺の美しい山並みに図まれ、阿武隈川l水系の和11や松川と交差しなが
協同ねていたが住民側lは地下化の要求を曲げず交渉は樹立したしかし、平成元年刊に閑かれ之、I ?、田園地街、土地区碑理地区‘住宅地約通過する治道風掛かな道路である。
公団、自治会、船橋市のえ者会談において船橋市長は公団側に夏目 1丁目付近の地下化を打診、公団と市

はr毎神トンネJレの延伸に向けて具体的な技術検討を開始した。

その変更案を公団は夏目東部自治会に平成元年9月に説明したが、既に地下化は技術的にも不可能であ

ると説明されて断念、用地交渉等も終了していた当自治体は反事告を強め、船織市長及び船橋市議会に夏見

地区の全街地下化合要求するに至った。船僑市、公団との協議をI重ねた結果、自治会が船橋市に提出した

将来的な新釈設世とそれに伴ったまちづくりの要望を市長が受け入れる旨を回答したため、再び合意に

至った

一方、海神トンネJレの延伸、地下化に{半い、夏見1丁目の大半の地権者及び住民は公団との合意に至り、

iP.lJ量に伴う立ち入りや用地買収に了承したが、地下化は市街化区威内に限定されたため、市街化調整区域

に属する一部地権者、住民が不公平感を増大させた。それら一部住民は自分らも含めた全面地下化を要求

したが、げ術的に不可能との回答を公団より受It、自分遠のみが不利益を彼る地で化そのものに対して反

対するようになったZ

その後、感情的なもつれから、市街化調整区域地権者との交渉は難航を極め、船僑市長の謝罪等を経ぇ

後、平成6年にl坊音壁、歩道橋の設置等の条件でようやく合意に至ったョ
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図7.29 福島西道路のルートの概況
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(b)施設の構造

幅員}よ40mとなっており、片側10mの環境施設有効滞空吋られている本道と側道の悶には2mの空間

があり、徳J針を行うことで近隣への騒音を減少させている

，r.た、地下道、地下歩道を適当に配置することにより 、信号交差点を少なくしている。

平沼郡
坐，QQQ_

(銀位t，剛

橋梁 部 [酒大&-(置E悼}清水高製橋、松111111

{'瞬偲'風

橋梁 部 [額蒋‘吾妻高梨慌]

9，750 旦豆E

図7.30 福島西道路の道路構造
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(吋事莱の意義

τた器逝ト担>-1γ凱甫軒高T器官[館員三旦皿}_ s4:C )O~ 

「一一 一____L___一一一一一一一一一一一一------. 
! 建訟省にて計画線の翻査を実施 凶7，1山 ; 

; 建設省、県、市にて髭備連絡協議会が発足 556--

; 理詩書甫tt!lt茸Hγ理師連官f恒畠 "n~L ，5741 : 

計画幅員変更に伴う地区関係者説明会 s57!S.6 

計 iE J 計画幅員変更に伴う地権者並びに治進住民への説明会
員 i

主; 計画幅員変更に伴う計画案の縦覧 s57/]1'5-19 

ド 福島市都市計画審議会、議決 s57111129
雪型世 : 

許 : 福島県都市計函地方審議会、譜決 55叩5幻7引1口2
函 :
:.... ， 
1主 : j也方審議会長、県知事に答申 s57112'14 
手 ;
雪; 県知事、建訟大臣に認可申請 s571l216 

可5778

建設本臣認瓦誌面注.'iEs5711万17 : 

図7.31 福島西道路建設事業における手続きフロー

市内の放射状の幹線を環状につなぐことによって‘幹線道路がネットワークとして有機的に機能し、交

通混雑が緩和されるF また、西部地区発展の勃として工業立地などを促進する役割も担っている。

(d)事業の手続きアロー

本卒業の手続きフローは図7.31に示すとおりであるι

(e)対象地区について

計画主体fWJは福島西道路をA-Fの6ゾーンに分It、それぞれのゾ ンにおいて地域住民(地権者)と

交渉を行った主た道路設計の際にも、各ゾーン個別に地感特性を活かしたt'd送風景づくりのテー?を設

定している。上り地減に密着した住民との交渉、及ぴ道路設計が行われたと言える。
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(り事業の経緯

眠不1.142年、延長 1O. 6km ， 幅員 2~m の道路として大森織上線が都市計画j決定されたその後、昭和初

年に京北自動車道1c建設に伴い、終点を北矢野自とした延長8.49kmの大滋北矢野回線として計ii!ii変更決

辻'されたが、この大森化矢野回線は1日都市計師法に準拠していたため‘地域住民への説明会、公l阪会等の

周知捕低は行われていなかったι 一方、国県市によって昭和47年~49年にわたって行われた「総合交通

体系調査Jの結呆、この大森北矢野回線を福島都市閣における外重量状道路として位置づりることが決定さ

れ、 i昭和日7年に延長G.4km、幅員40mの福島西道路として計i函変更された 噂普r.近隣住民及び地4章者等

Il.公総会や環境影響評価なしに突加計図変更決定された当道路に対してIx婦を高め、昭和58年にt福島

地}i裁判所に都市計凶道路変更決定取消請求を提出した。しかし昭和5fl年ω判決により原告側({主民側)

の敗訴となった。その後控訴、上告したがいずれも原告側の主張は退けられた一方、当初は反発の強かっ

たJ制害者逮もj血威的に地権者会を結成し、組織的に音Hilli主体と話し合いを重れるうちに態度を軟化させる

主うになっていった。こうして昭和s2年に工事を着手し、現在では全区間にわたって供用されているζ

(l!)当事業の市民関与に関連する法制度

l都市古ht!iii:虫

11百平r5711'に変更、決定された当事業は(新)都市計碩訟に準拠するιωてdある。kって昭和57年目月

からH}-iにわたって地区関係者及び沿道住民内の説明会が関{持された{都di計画法第66条入また、昭和
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表7.7 福島西道路建設事業の関係主体

計画主体 建設省.福島県知事

地方自治体 徳島市

住民団体(地区協議会} 吉愈対策協議会
仁井国対策協議会
清水地区対策協議会

住民団体(地権者会) 吉倉地区地権者会
仁井田地区地権者会
下野寺地区地権者会
笹木野地区地権者会
泉地区土地家屋所有者対策協議会
泉松南地区地権者会
北森合団地地権者会

住民団体(反対団体) 建設反対住民会議

57年11月 5 日 ~ 19 日の 2 週間にわたって計画案の縦覧がなされ(都市計画法第17粂 1 項)、その期間中

700通の意見書が提出喜れた(都市計画法第17粂2項)。しかし必要があると認められるとき開催される

二とになっている公聴会は開催されなかった。

②環境影響評価

環境影響評価は昭和59年B月に実施要項として閣議決定されたが、道路事業に関しては延長lUkm以

上がその対象とされており、延長6.4kmのこの福島西道路では実施されなかった。

何事業の関係主体

この事業の計画及び実施プロセスに関係したのは表7.71こ示す各主体である，

(勾各関係主体の特質

各関係主体の特質を、①主体名、②代表者、③組織の構成、@協議での位置づけ、⑤行動原理、⑥主な

行1f¥IJに分けて説明する。

(心事業者

(]主体名建設省

②代表者建設大臣

③組織のt，r，成:なし

②協議での位霞づけ.計画者、工事実施者

@行動原理

一上りよい道路ネy トワークの整備

ー質の高い道路の建設

⑥主張点

一早期完成とコス ト最小化

ー当初の計画通りの完成

一沿道デザインにおいては地元の戸を反映させたい

201 



⑦主な行動

一地区協議会、地主主住民への事業説明

一地区協議会との打ち合わせによる地元要望の聴取

ー地区協議会、懇談会での道路設計における地元意見の聴取

(b)1也方自治体

1)主体名福島市

E代表者・福島市長.市議会

③組織の偶成なし

む協議での位置づけ

一住民との交渉の窓口

一事業者ーである建設省に協力する

@行動原趨

一地法住民との信頼関係の構築

一福島市のよりよい交通環境の実現

⑥主張点

ー住民への配慮と治道の環筑保全を建設省に要望

ーできるだけ地元住民の要望を反映させたい

主}主な行動

一地区協議会‘地峡住民への事業説明

地区協議会との打ち合わせによる地元要望の際取

一地区協議会、懇談会での道路設計における地元意見の聴取

一地権者の婆望に添った代替地を探す

一道路と沿線住宅地の一体的な整備

(c)市民団体

D主体名主主設反対住民会議

@代表者，菅野悦雄

③組織の構成

一訟病第3団地互陽会

ーしのぶ野第1問地親和会

ーしのぶ野第2団地親和会

⑤協議での位置づけ反対派
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(雲行動原理現生活環境の縫待

官主張.<2.

-Jレートの変更

一専門委員会の設置

一公聴会、環境影響評価の実施

一団地機能分割反対

ーパイハス機能を有する本道路は近隣の生活環境を感化させる

?主な行動

一等名運動

ー建設省工事事務所や市への陳情

一行政訴訟の提訴(控訴、上告)

(め本事業における住民組織

本事業においては各地区において連絡協議会もしくは地権者会が結成され、個別にE主主主省、あるいは福

島市と交渉を重ねていった。これらの組織は計画反対を前面に押し出したものではなく、組織的な用地買

収交渉もし〈は道路構造や地下道など計画を前提とした細部の協議が中心となっていた。

一方、計画に反対する組織としては、都市計画法に基づく事業計画の縦覧が行われていた昭和57年11

JlIゴ領島市西部環状道路建設反対住民会議(以下反対住民会議)Jが清水地区の住民を中心に発足し、昭

和お年に計画変更取消の古屋訴を行った。第1箸ではω名の反対住民会議の住民が原告として徒訴したが‘
昭和59年の第2審、昭和61年の最高審では12名に減少した。

(4)インヲビュー結果

1高j品市都市計画課の担当者にインタピユーした結果は以下の通りである。

(a)住民の行動について

一住民側との交渉の稔点は地峻分断と用地買収にあった

計画時、住民は了度{主み始めた高直だったので反発が大きかった

一住民{則は当初jの計画(大森矢野目線)についても知らなかったため、そ了二から議論を始めなければ

ならなかった

一反対運動は、一部において共産党などの外部組織と結び付いていった

一地権者会の結成によって用地質収の基準ができた

Ib)事業者(建設省 ・福島市)の行動について

一無理矢理都市計画決定した後に地岐に切り込んて寸すったため住民の鹿島干を得るのに苦労した

ー残地も含めて買収したことで地揮者の事業に対する理解が進んだ
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一地権者の要望に出来るだけ合致するような代替地を懸命に探した事が良かった

ー祭り等、イベントを聞き、地戚との結びつきを強くしていったことが良かった

1.3.8 柏崎刈羽原子力発電所建設事業

(1)事業の概要

相)施設の位置

柏崎メ'J~~原子力発電所は新潟県の日本海に面する海岸船、に建設された原子力発電E所である。新潟県柏

両市、刈羽村にまたがる約420万田2の建設用地面積を持つ。(柏崎市・約310万m人出l羽市・約 110万

m') 

(5)各関係主体の協諸経過

各主体の行動をま盟主Eしたものが、付録の表付3.7.1-3.7.3である。また、調査の結果をもとに交渉の

経緯を澄Jlllーしたものが図7.33である

本事業においては反対住民会議は結成町制aら裁判闘争を展開しむ第一審の矯島地方裁刑11所が原告要

求棄却の判決を出した昭和59年11月に慾設省、福島市は説明会等の手続きを再開、それに対して反対住

民会議は手続き停止を求める陳情及びルート変更を求める陳情を建設省に縫出したが受けし、られなかったの

その後、反対住民会訟は仙台高等裁判所での審議と並行して署名運動を展開、 12，000人の書名を添えて建

設省及び福島市に説明会の中止、専門委員会の設置及び委員会でのパ{ト変更の検討を求める要望書を提

出したが、受m、られなかった。その後反対住民会総は昭和白 l 年の第 2~fでの敗訴を受けて、経高殺事l

所に上告したが昭和62年の原告棄却の判決を受け、住民側は計画変更取消要求運動を断念した。

住民側敗lJi

N
4
@
 

差霊童 信島市 反対住民会議

福島市西."，遣路湿t宣
伝針詮畏会話鑓足

国?

竺--ニ二弓 意向、要望回流札
」一一一一一一一」 主弧.困苦由同容
くこ二二二::::> 関保主体の行動

一一一一一 -促進派‘ 庄封鳩町区切り

図7.33 福島西道路建設事業における関係主体の協議経過 図7.34 柏崎・ ~Il羽原子力発電所の位置
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(b)施設の権造

南防波堤σ，275m)に固まれた南側lの用地に l号機-4号機が設置されており、北防波堤(780m)Iこ固ま
れ左北側の用地に5号機、 6号機、 7号機が設置されているa各々の原子炉は日本海に面する形になって

おり、それぞれ取水口から冷却水を取水し、南北放水口からまとめて放水されるgまた、周囲は緑地によっ

て留まれている。

部 ¥

500 《

U∞
 

図7.35 柏崎・刈羽原子力発電所の施設配置図
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図7.36. 写真7.10:原子炉2号機の棟子

図7.36b 写真7.11 :東京電力サーピスホール(柏崎・刈羽原子力発電所に関する展示がある)
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(cl卒業(j)意義 I (d)事業の手続きフロー
柏崎市の中心から.Itk約10kmの位置にある面積400万012の荒浜砂fi:W昭和29年に柏崎市に合併さt，I 本事業の手続きフローは図738に示すとおりである。
るまで洗『兵付のj血備でムった海岸全走る県道にはりついたにうな荒浜部品の北端から大渡部f6までの砂

丘 併IJ全く人家がなく.たたi延々と砂丘が広がっている。一度強風が吹けは県道も砂で4盟まってしまい、

防砂材、の松の技もすべて隆l則に刷がるという不毛の地であった

この砂丘の開発こそ住民の夢であり念願であった。そして荒浜村が柏崎市への合併条件のーっとして

そのことを強く要持していた。従って市は当然として、商1会議所をはじめ民間においても荒浜砂丘の話

用の議論は絶えず、自衛隊越地の誘致案等も紐案されていたそうした中でj原f)J発電所の立地をもっー

このI自の有効活用を図ろうとする案が出たのである‘

五た周辺市町村としても地滅経済の振興を導くと予想される原子力発電所について、次々と誘致決議をす

決した

Ji東京、電力O.当時高度経済成長の紋に来って年間100万kwと、候ill'が金なぎのぼりに 1:昇してい

たにも関わらず、年間総供給電力量が1.∞0万kwたらずであったため、さらなろ電力の確保1;).急務であ勺
た主た.山梨県・宇l'奈川県等の東京都幽西部地区で必要な電力は来京都関東部から供給されていたの明

あるが、モの不都合さが問題となっており、当地域へ直接供給できる飽源が必要とされていた。そのu

な状況下において~oo lJkwの世界長高規模の原子力発電所建設という大フロジェクトがF字上したので左

右

図7.37 写真7.11・昭和初年当時の荒浜村の様子
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図7.38 柏崎刈羽原子力発電所建設事業の手続きフロー

(e)本研究の対象地区について

柏崎~IJ羽原子力発電所は柏崎市および刈羽市にまたがる施設であるが、その住民運動は当初、周辺地桜

(荒浜、宮川等)ごとにまとまって行われたa時間の経過とともに、更に速い周辺地域へと拡大して行ったろ

漁業保証については柏崎、出雲崎良漁業組合が交渉の窓口になったが、大して難航しなかった。用地買収

については、地縫者の大半が刈羽村にいたが、地権者連盟協議会が窓口となって交渉し、市長、村長、県

絞らが価格の斡旋をした事により、目立った反対運動は起こらなかった。

(0事業の透綾

かつて不毛の地として未聞のままであった荒浜の大砂丘に原子力発言王誘致の決議がされたのは昭和44年

の事て'あった。昭和45年に用地交渉が妥結、昭和49年に漁業補償が妥結した。

その一方で住民反対運動も激化していった。周辺住民を中心として、革新系市民団体、社会党、共産党、

労働組合などによる、大規模な反対運動が行われた。反対運動の激化にも関わらず計画主体側の計商変更、

中止は頑として行われず、その結来、反対派は団結小屋の建設等の実力行使に頼るようになって来たs叉、

同時に訴訟などの法的手段;こ訴える"'I~によって、建設を阻止しようという動向も見られるようになった。
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その犠な反対運動の高まりから.第 1、2(?:公開ヒアリングの手続きが昭和50年に内閣総理大臣の忍

的懇談会である原子力行政懇談会によって提言され、行われることとなったしかし、いざ実施してみる

と反対派の攻懲の的となり、毎回過激なPむ上行動による混乱が繰り返されたため、 2、5号機の!ii2次公

開ヒアリング、お主ぴ3、4号機の第1次、 21X公開ヒア リングは文書Fに上る意見聴取の方法がとられた。

6月にそれぞれ環涜影響評価書が東烹電力から通産省に侵出されたしかし一般説明会についてはb、ず

れの場合も、反対派の阻止行動による混乱が予想されたため中止し.新聞折り込みによる周知、ミニ

説明会の多数開催により代替された。

又、一度は沈静化したと思われた反対運動も.昭和政仰のスリー7イノレ島原子力発電所事故や昭和61年 I 2公開ヒアリング制度

のチェルノプイリ原子力発電所事故などの、他の原子力関連の事故や故障に上って一挙に再燃するなど、 | 一公聴会制度

一進一illの状況が長期にわたって続U、た。 I 原子力委員会は昭和信年5月「原子炉の設置に関わる公聴会開催要領を発表し、公聴会の開催を

その係な経織の中、現在では既に 1号機から6号機までの686万k¥¥が発電し、後続の7号機も順次完成 l 行うこととした。昭和51年に 1号機の設{置に関する公聴会が企画されたが‘開催要領について反対派
に近づいている。平成9年には計画通り 7機、821万2，OOOk¥Vの世界最大級の原子力発電所が完成す弘 ! と制獲がつかず、I也元開催は実現されなかった。その代替として‘文.JJで意見が聴取され、540過が提
(g)当事業の住民関与lこ関連する法制度 l 出されたt

l~V!I影響t利面 | 一公開ヒアリング市IJJ!i:

一環境影響評価iこ関する閣議了解 I sIH日50年3月に設置された原子力懇談会において 「原子力行政の改革、強化に関する意見jがまと

政府は昭和47年6月「各穐公共事業に係わる環境保全対策についてIを閣議了解し、特定施設の設置 | められ、公開ヒアリングが開催されることになった.

に際し、環境に与える影響について事前に評価することなった。それに従い、昭和49年の6月に通産 | ー第 l次公開ヒアリング

省による環境影響Z科目iが1号機について行われた l 主催者 通商産業省

一通産省の省議決定等による環境アセスメント手続き(省議アセスメント) I 説明者 原子力発電所設置2者

通産省では昭和52年の省議決定後、一定規模以上の発電所(原子力努電所は全般)を設置する電気事 | 議題 原子力発電所の設置に関わる諮問態

発者に環境アセスメントを義務づけている。環境アセスメントの具体的な手続きは以下のようになって | 開催時期:電源開発調楚審議会前

いる | 柏崎刈羽2、5号線についての第 1次公開ヒアリングは昭和55年12月:こ開催されたが、反対派約

渋皮影響評価の実施 1 Q，∞0人が前夜から開催阻止行動を取った。 3、4号機については昭和均年12月に文書によって意見

電力会社は立地地点及び発電所を中心とした半径30km以内の周辺地域の大気、水質、土袋、気象、海 l が際取された(平成7年 3月の時点で唯一の事例)06、7号機については昭和62年 11月lこ新潟県庁

後生物、自然景観、援策活動等について通常1年間にわたり、現況調査を行ヨと共に発電所の建設工事 | において開催されたが、この時も反対派は多数て'抗議行動を取った。

中及び運開後の影響について予測、評価を行う。 1 ー第Z次公開ヒアリング

一環境影響詳価蓄の徒出と縦覧 | 主催者 :原子力安全委員会

調査結果を環境影響評価芯にまとめ通産省、に提出し、その写しを関係地方公共団体に送付すると共に‘ | 説明者 通商産業省

地元住民への周知を図るため、速やかに対象発電所の所者Eする市町村等において 1ヶ月縦覧する。 I 議題 当荻原子力発電所の固有の安全性

説明会の開催 I JJrll在時期.通産省に主る安全審査終了後
説明期間中に説明会を開催することとなっているが、反対派の妨害等で開催地咽難であると認められる | 柏崎刈羽2、5号機についての第二次公開ヒアリングは第1次公開ヒアリング時の

場合lこは説明資料の町寸等により代替できる。 I i臨時献酬されたため、摘による意見聴取と小説明会の併用方式が取られた(平成7年3月
一ι芭見必の提出 | の時点で唯一の事例).3、4号機については第 I次公開ヒアリングと同様に、浪説を避けるため文書

担問l立環境保全の見I1色村意見のある場合は、縦覧期間及びその後2i盟問意見を提出することがで I 1.:):る意見聴取方式となった(平成7年同の附で唯一の幕開。ふ 7号機については新1島県庁に
きる。電力会社は提出された意見をとりまとめ、これに見解を付して通産省、に提出する。当事業におい | おいて開催されたが、この除約:1，000人の反対派によってデモ行進が行われた。
ては 2 、 5 号機 f~l:昭和 55年 4 月に、 3 、 4 号機は昭和 59年 9 月に、 6 、 7 号機については昭如 62年
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Z電源三法

電源三訟と呼ばれる発電用施設周辺地域整備法、電源開発促進税法、電源開発促進対策特別会計法はtE

気の安定供給の被保が国民生活と経済活動にとってきわめて重要であるので、地元住民の理解と協力のも

とに発電所の建設を円滑に進め得るよう 、昭和49年6月に制定された，これらの法律は直接住民関与を

土量定するものではないが、電源立地促進対策交付金による公共用施設の整備などによって原子力溌屯所に

対する住民の理解が深まるものと思われる。柏崎刈羽原子力宛詰所においても 1号機から7号機まで全憶

に対して適用され、住民側の発言立所に対する理解を促進させた，

(h)耳E業の関係、主体

この事業の計画及び実施プロセλに関係したのは表7.8に示す各主体である。

表7.8 柏崎刈羽原子力発電所建訟事業における関係主体

1)針商事業主体 東京電力
2)地方自治体 柏崎市、刈耳、村

:3)住民団体(反対派)原子力発電所反対市民会議
柏崎地区労働組合協議会
守II会連合
|原発反対問視

4)住民団体(ji進派)|策柏崎協議刈羽会原子力発電所誘致対J拍
崎一刈羽原発位進団{革連絡協議会 l

原発子主主力量進発ナ電益所会の(推建進設すと地る会域)開I
新潟県を豊かにする会(豊かにする会}

(2)各関係主体の特質

(~)事業者

①主体名東京竜カ

②代表者東京電力(株)校長など

③組織の術成なし

④協議での位置付付許画者・工事実施者

⑤行動原理 I電力の安定供給

(9:主張点

一当初jの計画通りの建設

一安全な原子力発電所の建設

一住民との只ムーズな合意形成

1>主な行動

一環境影響評価の実路(2へ 7号機)

反対派住民との協議

一原子力発電所のPR

2J2 

(b)地方自治体

い主体名新潟県

J 代表者新潟県知事、新潟県議会

百組織の村監成

一自民、民社、公明系議員は質成

一社会、共互E系議長は反対

i協議での位置E付け e東京電力、市、村に協力する

五行動原理

一地峻産業の振興、地峻開発の促進

一日本国民へのエネルギーの安定供給に対する貢献

G'主張点安全な原発の平和利用

1，主な行ifVJ

一地盤地質、原発の平和利用等の調査とそのPR

一公有水面埋立、保安林解除等の3午Z官、可

一環境に対する影響の監視

(b)地方自治体

1)柏崎市

i主体名;柏崎市

2代表者市長、市議会

q組織の締成

一自民、民社、公明系議員は賛成

一社会、共産系議員は反対

言協議での位置付け;原子力発電所の鐙設推進

五行動原理

一地威産業の復興、地域開発の促進

一日本国民へのエネルギーの安定供給に対する貢献

匝主張長

一安全な原発の平和利用

ー当初の計画通りの建設

7主な行動

一反対派との協議
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原発平f口利用のPR

反対派;二対する訴訟

2)刈羽村

r主体名 e刈羽村
主代表者村長、村総会

百組織の病成なし

Z協議での位置付けー原子力発電所の建設推進

ε行動原理
一地主主産業の振興、地域開発の促進

一日本国民へのエネノレギーの安定供給に対する貢献

。主張点 !安全な原発の平和利用

1)王な行動

一市とのi重傍

一原発平手口利用のPR

(c)市民団体(推進派)

推進派の市民団体ば表7.9のように整理できる

(d)市民団体(反対派)

反対派の市民団体は表7.10のように整理できる。

表7.9 市民団体(推進派)の主体名発足年度および構成

主体名 発足年度(誘致決議年度) 十舟成

会柏崎(J~刈進羽協総}合開発促進協議 昭和43年II月9日 代表が拍崎市長の官民一体の組織

め崎商工会議所 昭和44年3Jl6日

柏崎刈羽原子力発電所誘致 昭和44年6月10日 代表世話人が伯崎市長、中背成は促進協メン
|対策即時会(対策協) ハ-ー
袷崎地区同盟 昭和44年6月初日

|議促進、小協中山学校一町会周、辺PT役A員、始時地区間現会

青年会議所 昭和46年9月10日

原子力発電所の礼治と地域開 昭如47年8月12日 柏崎市内の青年実業家と青年会磁所メンパ
発を縫y韮する会(推進する会)

刈羽村地域開発を促進する会 昭和48年2月 刈羽村住民

荒浜をよくする会 昭平日49年5月 荒浜地区住民

新1省以を豊かにする会 昭和51年2月14日 会長、小林カ二、商工会議所メンバーが中心

原発疑i些団体迎絡協議会 昭和51年6月7日 推進27団体が結成
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表7.10 市民団体〔反対派)の概要

主依名 守る会連合 原発反対同捜 柏崎地区労働組合協議会

代表者 荒川地区在住の市議会議員(社会77プ)芳川広一

組織的情戚 荒川，鈴川1.刈羽.新屋敷 地区労働組合青年部、左系 克原子力発電所市民会議，

椎谷大州西元寺，正明 の活動家{官公労中心) 柏崎地区労働組合員
寺，大塚，赤回北方，各地
区の住民によって偶成され
た守る会の連合組織.労働
組合の青年部中心

協議苫の位置付け 原発反対地元3団体

行動原理{地核住民) 補償が不十分であると思う

放射能汚鮭や地質地盤笥.安全面で不安が主治

議排水等が地減環境に多大な悪影響を与える

周辺地壊の多くの人が反対している

施aによって供給される包力を消費するのは首都閣の人でめる
行動原型 反対派住民の党への支持を取り付ける

(社会共産党系反対派)原発反対が党の方針になっている{非篠三原則の遵守等の忽白)

主張点(地峡住民) 補償が十分でない

政射能汚決等によって周辺住民に悪影響を与える

原発から排出される渇水が地域水域に多大な悪影響を与える

住民による公開討論会や住民投禁をするべきで長泊

主張点(社会共産党系 原発絶対反対

反対派〉

主な行動 抗議集会デモ，

市長知事等との交渉

チラソ.議り込み等による反対運動

学習講演会

委員会，鐙会等の実力阻止

。)本事業における住民組織

柏崎市議会に原子力発電所誘致研究委員会が発足した昭和43年3月の翌月、「原子力発電所反対市民会

議(以下反対市民会議)Jが発足し、反対運動が始まったJ邸議構成は柏崎地区労働組合協議会を中心に革

新系市民団体、社会党、共産党、総評系組織労働者等で、数千人の会員を持つ大組織であったo発足後、

新潟県、柏崎市への反対申し入れ、東京電力との交渉、抗議活動等を繰り返し行ったが、構成団体が多く

意思統ーも容易でなく、機敏な行動に事欠き、また地元住民中心の組織ではなかったため反対の熱意が薄

く次第に有名無実{ヒしていった。

昭向44年 lOflに荒浜1こ『原発反対荒I兵を守る会jが発足した。住民を構成員とする地峻組織であり.

発電所予定地に最も近く.しかも戸数の一番多い荒採集落に結成された。これが地主主組織のはじまりであ

り、これを契機に宮)11、刈羽、事Ii屋数、椎谷、大洲、西元寺、正明寺、大塚、赤回北方、信機)11と次々守

る会が誕生し、これらの連合体として「原発反対守る会連合(以下守る会連合)Jが結成された。この時期、

デモや!f!会等の恋意行動が頻発するようになり、多人数の組織が効果的になっていったこと、また大規篠
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な集会が共同で開催されることで他地区の反対派と知り合う機会が増えてl、ったことが、守る会連合の緩 | は中央の組綴を巻き込んで全国的な焼僕で行われた。県民共闘会談も原発反対地元三団体と結ひ・付いて共

模拡大に繋がっていったものと恩われる。 I同で反対運動を展開していった
さらに昭和4;3年1月、「原努反対同盟(以下反対同盟)Jが旗揚げし、地区労働組合青年部の血気盛んな | これらの反対組織は地元住民中心のため反対の熱意が大きかったこと、守る会連合と反対同盟の指導者

若者たちが結集、会長げる会連合会長時川氏が選任された。 Iが同じなため複数の酬のスダンスが統一されたこと、政治闘争的な盛り上がりを見せていったことなど
守る会連合、反対同組が結成されると反対市民会議の影が次第に部れ、これに変わるものとして同組織 | から、大組縦であるにも沖、かわらず20年近く分裂、衰退することはなかった。

の主力をなしていた柏崎地苦労働組合協議会(以下地区労)が全面に出て、守る会連合、反対同盟と手を | しかし、建設に関する手続きが次々進行し、裁判闘争にも決着がつくにつれ反対運動の対象となる事情が

絡んで多彩な運動を展開した， I なくなり、昭和から平成になる左酬は次第に収束していった，
地区労.守る会連合，反対同盟の三者を称して「原発反対地元三団体Jと言い、中央の社会党で原発容

認決議がなされた現在においても、なお根強い反対運動を展開している。

また、昭和52年8月にはf柏崎巻原子力発電所設置反対県民共閥会議{以下県民共闘会議)Jが発足しむ

県民共脱会議は全県的な純絞であり、拍崎原子力発電所並びに巻町原子力発電所の反対を訴えた。守る会 l 
会員等で構成されており、保評が中心となって運営されていた。この組織は柏崎刈羽原子力努電所2、5

号線、公開ヒアリング時iこ経済的な側面から反対派が一致団結する必要があったため結成され、その逮動

地元反対3団体

尚 I I 原発車対正明号を守る会‘発足古語

席ltlii.対1i.揮を寄る会、免足会話
l東免直狗赤8北方を守る会.発足合理

原発車対悟漫川を守る会発足含潔

-刻

原子力先置i'filii.対市民会蝿
&r;，:."，民""・
.・!f!1t
・8建省"
I:H.Iι噌崎買・.. 

、 ，、，、，、，、，
.有名，寝室化・

相暗巻原実且封県民尖副会』置

4団体合同で反対運動

-・1

直対運動白羽哀

図7.39 柏崎刈羽原子力発電所建設事業における反対住民団体の変容
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明)イン骨ビュー結果

東京電力の担当者にインタビューした結果は以下の通りである。

拘)住民の行動について

一高齢者l土地域の首長(市長等)に信頼を寄せる。

-.l出権者会は価格交渉の面で公平がはかれるためよかった。

一地元では町内会も質成派と反対派に分裂し、メ11り入れ等の共同作業に支障を及ぼす程、感情的対立

が続いた。

一地元反対三団体の運動は反対に当たってのテー7が事実上なくなると縮小していった。

-1まじめは主主，"7Jレ等の過激派に流された地獄住民も小林市長の地域の問題は地域で解決しようとする

姿勢lこ影響を受け、別々に反対運動を行うようになった。(過激派は地岐にとけこめなかった)

一反対派はしっかりとした掲導者を持っていたため思慮的な行動をとれた。

I由岐住民としては東京電力をよそ者として警戒する傾向があった。

(b)事業者(建設省・福島市)の行動について

一市議会は東京電力の行政への介入を懸念した。そのため東京電力としては住民の代替婆求(道路、

学校の建設等)には応じなかったs

一市長は安全面での管理の徹底のみを東京電力に要求し、住民との交渉は主に市が行った9

一反対派住民としても柏崎市長であった小林治助氏を信頼するようになり、徐々に賛成へと変わって

いった。

ある程度の賛成の感触が得られたときには手続き等を強行した。(全員賛成は不可能)

(5)各関係主体の1ai華経過

東京電力が柏崎市、刈羽村等の誘致決議を受け、原子力発電所建設計画を決定、公表したのは昭和44年

の事であるがその直後に反対団体は結成され、運動を開始した。当初Jから建設反対を唱えた地元反対三団

体は、原発反対の請願を刈羽村に提出したり(刈羽村は不採択)、著名運動密行ったりした。また、反対派

が多勢を占めるようになってきた荒浜町内会においても、柏崎市長、市議会の自重要訪にも関わらず昭和
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47年7月に住民投棄を強行、反対派が圧勝するという結果となった。そのような地元住民による反対運動 | 事::t!し、反対三団体l土住民をも含めた防災計画にするよう市に要求したが市~1現実的に無理であるとし

の盛り kがワに押されて、県知事が唱が安全碇認をするまで建設に関わる県の謂E可は行わないーとい | て対象を関係総員に限定した。

うE齢ヲ者を反対派住民に渡した一幕もあった。 I 昭和62年;こ開催された6、7号機第 1次ヒアリングが事実上最後の大きな反対運動の，湯となり、反対

昭和48年には地元住民カ噛設地域内の皇道に関する線利を主張、皇道の地績は刈羽村にあるとする拾 | 三団体、県民共闘会議等は3，000人で抗議活動を行った9その後は燃料の織入に伴った抗議活動が現在で

崎市と真っ向から対立した。また、1号機の設置決定機を持つ電源開発調盤委員会の開催にも強〈反対し | ι小規模ながら継続している。

~­'_' 

昭和49年に和光大教授が「地盤は劣悪であり豆腐、こんにゃくの類であるjであると発言したことに | 以上が主な経過であるが‘当初の頃から平成2年末までの22年間における反対派の集会、デモ、現地

端を話した地質地盤紛争に関しては柏崎市も反対派に大幅緩歩し、東京電力に申務を保留するよう申し入 | 行動対東京電力、対国県交渉の延回数出:'1470回、参加延べ人数約12.800人。;再演会、学習会の開催

れた結局翌年lこ県が調査結果を出したことを受けて申諸保留の解除をし、一応の決着はついたが、現在 | は:34回、参加延べ人数約6，700人となっている。

に至っても反対派の主張点となっている。

昭和51年に開催される予定であった1号機の公聴会についても地元反対三団体は猛反発、単なる手続

きとしての公聴会は中止して、住民投票等、住民意見の採用し得る手続きを要求した。そのため知事は公

聴会の開催を断念、史上初の文書形式を採るに至った。

その後は、建設に関ねる諸手続が大吉な争点となってきた。建設予定地の荒浜には市有地が存在し‘東

京電力に売却する手続きが必婆て'あったが、反対派はその売却反対の抗議活動を行った。反対派が実力阻

止しヒうとしたため機動隊も導入された臨時市議会であったが、賛成多数で売却決議がなされた次の争

，51 

新潟県・柏崎市・刈羽付 地元反対三団体

".:;町.， 
点は燥の保安1*指定の解除に関わる手続きであった。反対派は機動隊の導入された穏閉会をポイコ yトす
ることで抵抗したが、県は正当に手続きが終了したとして保安林指定を解除した，反対派はこれを不服土

し、新潟地方裁判所lこ保安林解除取消訴訟(共有地訴訟)を起こした。また市議会における公有水面埋立

に関する決議もその他土問綴に反対派の抵抗を受けたが所和53年12月に埋め立て決議がなされた。

そうした中で反対運動はより大規模かつ過激になり、昭和55年に開かれた2，5号機の公開ヒアリン

グにおいては約6，000人の反対派が前夜から開催阻止運動を行った。

一方、反対派が建設予定敷地内に建設した団結小屋‘1兵茶屋は手続きが進行するに従い、早急に解決が

求められるよフになった。昭和52年に反対派荒浜住民が行った団結小屋等の建物登記申請は法務省によ

り却下されたが、住民mlJr主新潟地方裁判所にその申読まn下に対しての行政訴訟提訴を行った。昭和55年

3月の判決は団結小屋の却下は適法、1兵茶屋は違法とする、住民、行政両方の「痛み分け」判決であった

ため、双方が東京高等絞半Ijj5[rに径訴した。審議の途中、東京電力は土地明け渡しの仮処分を新潟地方裁判

所に申請、仮処分が決定された昭和56年に団結小屋、浜茶屋は強制撤去された。しかしその直後反対派

住民は再び団結小屋等を建設、業を煮やした柏崎市は団結小屋、1兵茶屋の強制撤去鑓訴を行った。審理は

共有地訴訟と併合:審理となったが平成2年の判決で住民側の全面敗訴となった。その当時においては反訂

運動も末期となっていたため、反対派住民は自ら小屋等を取り壊し、上告は行わなかった。

原子炉の遼転に向け、昭和58年に東京電力、新潟県、柏崎市、 刈羽村で安全協定が結ぼれたが、地元

反対三団体はその内容を企業主りであるとして反対した。また、昭和59年に柏崎市は防災計画を定めた
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7.4 調査結果に基づく各関係主体の行動に関する分析

《亘豆~

本節では、事例調査の結果をもとに、事業者、反対市民、地元自治体(ただし、事業者でない場合)の

三者の行動に関してそれぞれ分析・考察を行う。

30:-;;， 

厳罰民地方滋判所.ヨ民有地..11'司給血毛布、東京電力の全菌防訴

7.4. 1 事業者の行動に関する分析

(J)事業者の市民関与に対する積極性の時間的変化のパヲ ン分類

対象事伊lを、事業者の市民関与に対する積極性の時間的変化で分類すると、次の3パターンに分けるこ

st，3 
世

トギ

とができる。
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似)終給積極型

このパターンでは、事業者は終始市民を事業に関わらせようとする。このパクーンに属すると判断でき

るのは、要因Tiifiりと柏崎刈羽原発の事例である.

要町通りの事例では、当時の革新知事の一人である美濃部元都知事を中心に、事築者である東京都が、

市民との対話集会を開催 (1971年8月に中央ならびに各地妓で)するとともに、「住民投票十時懇jを発表

(l9i2年1l月)、 f放射36号道路の住民投票に関する調査会Jを発足 (1972年12月)、 f36号道路につい

てご意見を聞く会」を開催 097:3年5月)、環境影響予測についての対話集会を開催 (1973年11月)な

ど、積短的に市民との対話を試みた。

図7.40 柏崎山j羽原子力発電所建設事業における関係主体の交渉プロセス

。)終始消極型

ニのパターンでは、さまざまな制約や環境条件によって、事業者が終始、市民とは距阪を置きつつ、手

続きを進め5るを得なかったものである。このパターンに属する事例は、北陸新幹線や福島西道路の事例

である。

まず、北陸新幹線の軽井沢地区においては、環境破壊や騒音などを理由に市民による大規模な反対運動

が発生した。事業者である日本鉄道慾設公団は、立木トラス ト運動など過激な反対運動を行う反対市民団

体に対抗するため、土地収用法の事業認定を建設省に対して申請し(1994年2月)、その裁決としてj勝利

を得る(1995年11・12月)とともに、反対派の拠点である監視小屋を行政代執行によって撤去した(1996

年l月}以上の事業者の対応は‘確かに法令に準拠した合法的な手続きであるが、いささか強引であると

いう感を免れ得ないであろう。例えば、事業者(公団)と反対派(岩田派)、県、町とによる f4者会議J

(199<1年4月九日月にかけて 3回行われた)や、事業者と反対派との f2者会議J(1994年8月)が実施

されるなどある程度事業者も合意形成のための努力を行っているもののJ、ずれも合意が得られていなv'o

合意が形成できない状況に対して、事業者が、「土地収用法」という個人の徳利を公的権限によって侵害で

きる最終手段をもって解決にあたらざるを得なかったのは、1998年に長野市;こて開催される予定であった

冬季オリンピyクの存在があることは明白である。その意味では、事業者は自ら進んで反対派との交渉を
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表7.11 事業者による市民関与への積極性の時間的変容のパヲーン分類

強引に終了させたのではなく、そうせざるを得ない環境条件にあったということができるであろう。

(ゆ途中転換型

このハターンでは、事業者は、初期段階においては市民との関わりに対してさほど積極的な行動をとら

ないが、次第に反対活動が活発化してくるのにしたがって、市民に積短約に関与してい〈という経線をと

るものであるこのバターンの属する事例は、かなり多かった。二こでは、北総開発鉄道の事例をもとに

その様子を示す二ととするf

事業者である北総開発鉄道(株)と日本鉄道建設公団は‘ 1973年にルート並びに僧造(高銀構造)を決

定したが、葛飾区の地元住民が事業に反対し、地下化と新釈設置を要望した (1974年)。しかし、事業者

は、技術的に構造を地下化することは不可能であると反論し、そのまま、1982年にほ工事施工認可を受け

た。ニれlこ対し反対住民側は、それまでほとんど目立った反対活動を行っていなかったが、工事認可され

てから1983年9月以降、反対活動を活発化させ、事業者による地元説明会において高架反対あるいは高

架!こ対寸る厳しい条件を饗求するなどの要求を激しく行うようになった(1987年頃から)。事業者ーはその

後も地元説明会などは行うものの、地元住民からの要望を聞き入れずに手続きを進めていたが、合意形成

に予想以上の時間がかかることに気づき、当初計画通りの工事完成を断念。運輸省へ工事完成期限の延長

を申訪した (1988年3月。工事完成期限が3年間延長されることで認可された)。この後は、事業者は地

元議員や住民、1d飾区等を含めた北総線環境問題連絡翻整委員会を開催(第l回は 1988年5月。以後、

1992年1月まで計14回開催された。)して計画内容に関して綿密に交渉を行い、代替公園に関して協定締

結 (1989年5月上君主涜対策内容を協議(対策内容の決定は1990年3月九部分椴造、付属施設の内容決

定 (1990年6月)等を経て、 1991年3月に全線が開業し、交渉は終了した。

北総開発鉄道の事例では、1988年の工事完成期限の延長を決定するまでは、事業者は時間的制約から市

民との関わりに積極的になることができなかったが、それ以降は十分に話し合いに時間をかけることで合

意を形成していったことがわかるa

(勾事業者の市民関与に対する積短性の決定要因

ここでは、各事例の分析上り事業者の市民関与に対する積極性を決定する要因に関する分析を行うこと
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左より、北陸新幹線、福島西道路、柏時刈羽原発の事伊1

3)途中転』典型

左より、東菜高速鉄道、東京外郭環状道路.北総開発鉄道、目黒，青告書工場の事例

図7.41 各事例における事業者の市民関与への積極性の時間的変容の/¥ヲーン分類
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と寸る

(a)rE制度の要請レベルと市民関与レベル

都市計商法では、都市計画事業の施行にあたっては‘「自己が1ia.行する都市計画事業の概要について、事

業地及びその附近地の住民に説明し、これらの者から意見を聡取すろ等の摘置を講ずることにより、耳鳴

の施行についてこれらの者の協力が得られるように努めなければならなレ、。J(都計法六十六条)と定めら

れている埼しかし、これはあくまでも努力規定であることや、どの稜度の'協力が得られるjまで行うべ

きかが記されていないしたがって.事業者によっては十分な市民関与レベルを提供しないニともありう

る、

福島西道路の事例では、事業者である建設省は、周辺住民に対して説明会は実施した (1982年九19.

年都市計画決定までに地区代表者(町会長、区長、自治振興協議会委員等)に対して説明会を実施した

後に、関係地術者等に対しても合計9回にわたって説明会を開催している)ものの、公聴会を実施しな

かった本事業は‘都市計商事業であるので、都市計画法上は必要に応じてのみ公聴会を開催することに

なっており、公時会を実施しないことは違法ではない。これは、対象とする地域の人口密度が比較的低く‘

区間延長も短いことから公聴会を実施する必要がないであろうとbづ事業者の判断の結果と思われるが、

周辺市民からすれば、不裁実な事業者であるとの印象を持ったとしても不思議ではな."実際、その後の

訴訟においては‘反対市民らは事業者による手続の顎疫を争っている(億島地方裁和F斤、仙台高等裁判所、

最高裁)。また、都市計画決定される直前に実施された説明会 (1982年11月)においては、周辺住民M

反対の意志を表明して会自体が流会になっていたにもかからわず、事業者が計画決定手続きを進めた。以

上の一連の事業者による反対市民への対応l士、最高裁で原告である反対住民らが敗訴するまで続いた。こ

の事業の担当者は筆者らのヒヤリングに対し、「事業採択を、今から思えば、いわば事務的に決めてしまっ

たため、地元から反対運動や訴訟が起こJった可能性が強い、と述べている。

この上うに、関連する法制度が、事業者の裁量による計画手続の決定を容認しているケースでは、事業

者のとる手続きが‘周辺の市民の星空主主する手続きとは必ずしも一致しないことが判明した。これは、事業

者は必要最低限の手続を事務的に行おうというインセンティプが働くためであると考えられる。

(b)事業者の属性と市民関与1こ対する積極性

イン7ラ整備事業者は、当該事業のみならず、その後もさらなる事業をスムーズに進めていくためには、

表7.12 事業者の考える市民関与のメリット・デメリット

メリット デメリ ット

住民の意見の十分な反映 地域エゴの噴出

当該事業内 多住民の同意の獲得 協議期間の長期化

計画側の無責任と誤解される

住民との信頼関係の構築 地主正ヱゴの噴出

以後の事業 良いreputatI onの獲得 インフラ整備の慢性的な遅延

インフラ整備のインセンティブ低下

※事業者へのヒヤリ ングをもとに作成
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表7.13 調査事例における事業者の属性と行動パヲーン

事例名 事業主体 事業者の 事業者の

タイプ 行動パターン

柏崎刈羽原発 東京電力 広域型 終始消極

ゴヒ総開発鉄道 北総 地域型 途中転換

外環道 建設省 広域型 途中転換

北陸新幹線 運輸省 広滅型 終始消経

東莱晶速鉄道 東葉高速 地域型 途中転換

要町通り 東京都 地滅型 終始積極

目黒;育係工場 東京都 地域型 途中転換

福島西道路 建設省 広滅型 終始;商短

中長期的に見て市民からのrepulatlOnを獲得していく必要があると思われる。実際、事業者に対するヒヤ

りングの結果から、市民関与を実施することによるメリ yトとデメリ y 卜とを整理すると表7.12のよう

になる

ここ上り、地方自治体は同ーの地域で何度も事業を行うため、市民からの支持なくしては事業が進めら

れないので、市民間与に積tiJ1的にならざるを得ない一方で‘相対的に広範闘で事業を展開している事業者

は必ずしも市民との関わりを持つインセンティプが高くないことが予想される奇また、建設省や運輸省の

ように全国各地において直轄で事業を進めている公的機関が事業者の場合には、担当者が 2~3年程度で

転Iji)rJ-ることが多いために、地元市民と交流を十分に行うことができないニとも大きな問題のーっと考え

られる実際、今回調査した事例の中においても、全国規模で展開する紹絞が事業者の場合には、結局は

より下位の地冗自治体が地元自治体と直接的な折衝を行わざるを得ないのが実態である。

今回調査した事例に関して、事業者の事業対象範囲による属性タイプ(j:出域型と広域型)と市民関与に

対ナる行動ハターンとの関係を示したものが表7.13である。ここで、属性タイプは、原則的に事業者が

複数の都道府県において活動する場合には「広桜型」、特定の都道府県内で活動する場合には「池波型Jと

定義した，ただし、北総開発鉄道の事例では、東京都と千予定県の2都県にまたがって営業を行ってし、るが.

施設が境界付近に立地していることを鑑み、地域型と分類した。これより、終始消極型の行動をとる事業

者は広域型が多いことがわかり、先の子怨はある程度成立することがわかる

ω金銭的、時間的措1)約と市民関与への積極性
市民関与の手続を行うための予算が不足していたり、事業完了時期に関する制約が厳しいときには、事

業者ーの提供する市民関与レベルが低くなる。

例えば、短島西道路の事例で、市民との関わりを行うための予算的指置がなされてからは積極的に市民

関与がなされるようになったことは、予算的な制約が事業者の市民関与レベル決定行動に影響を及ぼして

いること金示している。また、北陸新幹線の事例では、1998年に実施される冬季オリンピyクに間に合わ

せるニとが大きな制約条件であったと忠われるが、このことは事業者が市民関与に積短的になれなかった

理由の一つであると忠われる。
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7.4.2 反対市民の行動に関する分析

(l)反対市民の組織化行動

... 臨.
反対市民の行動については、図7.42に示すような住民の組織化とその変容プロセ只が全事例に共通し 1 ・"

て晃られた。越本的;こ.反対市民は、何らかの組織に所属寸ることが多い。

まず反対活動初期の段階では‘反対市民は地元の地縁的な京滋革、例えば町内会等の小規模な組織に参加

するこれl士、関連する情報の入手・交換ができること、地元の組織が最も身近であり参加に対する縫抗

が低いこと、さらに近所の住民同士は、互いに利害が一致していることが多，、二とから、共通利害と共通

意級生了持ちやすいことが理由であると考えられる。この時点においてはまだ、地域間でのつながりはあま

り強くない特に、鉄道や道路では、インフラの形状が線状であるために、各地域が互いに隊礼ているこ

とが多く、容易に地減聞のつながりを待つことが出来ない傾向にある。初期の段階では、まだ反対市民組

織が得制であり、事業者との非公式な個別交渉にも比較的穏健的に応じる。

しばらく時f:Mt経過し、事業者組IJが反対市民の不満に対して十分な対応をしないまま、計画決定に踏み

.58 

.5' 

‘，。

.."罵 :1Hz.?':ζ 
観自に活勧 ; 落ti広し

! 目立ヲた
i 活I;te:l.

切ろうとするときには、各地域の反対市民組織は、次第に地械を横断して情報のやりとワを行うようにな l 時

り、大規模な総織へと合体してし、く。これは、反対市民がさらに多くの情報を入手・交換できる土いうメ

リットがあるだけでなく、人数を培加させる ことによって事業者に対する説得力を高めることができるた

めであるsただし、組織の拡大は同時に、情報伝達のためのコストも培大させるために、構成員の負担の

治大を招く二とにもなる。また、個々の地織の主張の共通集合が、反対組織全体の代表的な主張となって

いくため、主張の内容がどんどん抽象的・教条約な内容になってし、かぎるを得なb、。さらに、この時期に

は、しばしば外部の直後には事業に関係のない組織(政治組織、革新的な労働組合、環境保護団体など)

が介入して、争点が当事者の利害に直接関わる主張からずれていく。反対市民組織が地成績断的な組織と

なり、大規模化してしまった後では、多くの場合、交渉は惨着状態に陥る。事業者や地方自治体などとの

非公式な交渉が引き続き行われる二とはあっても、論点自体がかみ合わないことが多く、結論が出ないま

J寺簡がどんどん緩過していってしまうケースが多u、。ただし、事業者側が市民の圧力に折れて、彼らの

主張の一部を聞き入れるケースも少ないながら見られ、こうした場合lこは、互いに協定を締結することで

一気に解決にいたることもある。

小地織組織での運動開始統合組織の形成 統合組織の分裂

G丞〉 ぷ二一ご¥時間の経過 ~ 
~ 函紗{単語E21函議b G2b 

r:;;;;::亡~ ffiM:11A大¥対策協議会/現実的妥協 t一二二二¥処里T2丁目町会_) ~ -_.~".~U.， <J;町2丁目町む

匝亙互君

図7.42 市民組織の時間的変容の模式図
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図7.43 目黒清掃工場建設事業における反対住民組滋の変容

交渉の"~着状態が長期間続くときには、次第に反対市民組織が自然解体し 、 個別府j苦手に関わる交渉に

個々に応じるようになるこれは、一部の市民を除けば、鞍業的に反対活動会行っているわけではないか

ら、時間的・金銭的・精神的な制約から断念せ5るを得なく怠るという側面と、組織全体としての教条約

な主張と各市民の妥協可能な個々の主訴との聞に大きな車両置が生じたときに、組織に所属する意義が薄れ

てしまうとしづ側面とがあるためと考えられる。

最後には、個}jIJの交渉によって合意が得られ、反対活動は終末を迎えることとなる。

ロ)反対方法の時間的変化

まず、一般的iこ反対市民が事業に対して反対の意志を表明する方法としては、次の3つが挙げられる。

I関連手続法令上の手続き (説明会、公聴会、意見聴取、裁判など)に従って論理をベースとして交渉を

行うもの

2関連する手続法令上の手続とは別に、個別に非公式の交渉を論理ベースで行うもの

主脅迫や暴力行f~などによって手同倫理的な主張を行うことによって、相手の妥協を引き出そうとするもの

事例調査によれば、大半の事例において.まず計画が決定されるまでの段階では、市民は、主に①の方

在を用いている。また、事業者によって非公式の交渉を求められたときには、それに応じて②の方法も併
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吊しているa

士ころが、それでも軒函が変更されずに決定されてしまった場合には、市民は、裁判に訴える(例えば

福島西道路の事例)か‘条件闘争に向かう(例えば東業高速鉄道の事例)か、あるいは裁判と同時に実力

行使に主って手続を阻止する(例えば北陸新幹線の事例)かのいずれかの選択を行うJ、ずれの方法を選

択するかは、外部者の介入の有無や市民関与レベノレの程度1こ影響されると恩われる。

まず、事業者側に何らかの関連法令上の穣疫があると反対市民側が磁1言しており、かつ外部からの支援

活動者の少ないときには、①の方法、つまり救判に訴える傾向にあると思われる.一方、法令的には取液

が認められないが、外部からの支援活動者の人数が多い混合には、③の方法を採用する傾向にある。最後

に、これら以外の治合には‘宮lの方法を採って、反対市民はより現実的な条件関争に入る傾向にある。割

合としては、条件闘争に入るケースが最も多いように恩われる。

また、住民団体同士が一体化する理由としては、

。住民の主張力を増強することを目的とする(例えば、来京外郭環状道路建設事業)

ii)事業者との交渉の窓口となることを目的とする(重要町通り建設事業)

の2つが見られた。

(:3)反対市民の活動の激しさを決定する要因

(a)耳E業者の市民関与に女'f'-rる積極性と反対活動
事業者が事業に関する情報の提供を十分かつわかりやすく行わなかったり、市民を計画過程に関与させ

なかったりする場合には、市民は不満を感じ、反対活動を行う傾向にある

例えば、福島西道路の事例では、反対市民(f建設反対住民会議J)は、者J;m計画道路変更取消の訴訟を
行っているが、その主仮の中には、十分な公聴会が実古草されていないことに対する不備が述べられており、

反対市民が事業者のとる手続きをかなり重視していることがうかがえる。また、北総開発鉄道の事例のよ

うに、当初は計画変更が 「技術的にj不可能であると言っておきながら、ヨミは r予算上の制約」が思!幽で

あったと主張を変更して前言を撤回したり、環境アセスメン卜の内容に市民が納得しないにもかかおらず

そのまま手続きを押し通したような事例では、市民からの強い不信の念と反発とを招いている。これらは.

事業者が市民との関わりに消続的なスタンスをとったことがその原因であると思われる.

だが、市民の反発にあった後に態度を変えて、市民との関わりを重視する主うになった事業者は、その

後比較的大きな反発を受けることなく事業を進めている。これは、事業者が反対市民の意見を十分に捌き

入れて、手続き的lこ誠実な態度を示したからと考えられる。ただし、目黒清掃工場の事例のように、事業

者が、一度は反対市民との合意をある程度形成していながら、突然それまでの約束を絞るような行為を

行った場合には、反発がぶり返す二ともあPうる。こうした仁義を欠く行為は、市民の事業者に対する、

さらには行政に対するほ傾を失墜させるものであり、当該事業だけでなくその後の事業に対しても悪影毅

を及iますものである。
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ゆ)外部からの支援と反対活動

反対市民に対する外部からの支援があったために反対活動が活発化したとb、う事例が見られた-}i:‘

逆に反対者がエゴイズム(個人的なわがまま)として世論などから反感を貿って反対活動が鎮静化した事

例も見られた。

例えば、北陸新車車線や柏崎刈羽原発の事例では、外部の自然保護団体や労働組合や、各種政党が金銭や

反対活動者数、活動のノウハクについて支後をしたために反対活動がかなり激しくなったものと均えられ

るま子、北陸新幹線の事例ではI立木トラストj運動が展開されたが、この運動はそれまでゴルフ場建

設に対十る反対運動などでは行われたことがあったが、こうした公共事業に対する反対運動において行わ

れたのは初めてである 3ニうした反対活動の新たな戦術が導入されたのは、反対活動に関する専門家が反

対市民団体に協力を行ったためと考えられる。また、柏崎刈羽原発の事伊jでは、反対市民が機動隊と激突

するなどかなり過激な活動を行ったが、こうした過激な運動は、他地域からの運動家らがかなり人的ある

いは戦術的なパックアァフを行ったためと考えられる。(~、ずれも、担当者へのヒヤリングに基づく)

ただし、こうした外部からの支援は、反対のための反対を目的として行われるために、いずれの場合に

おいても、真に事業に反対している地元住民とは次第に分離することとなっていった。北陸新幹線では、

外部からの支媛をメインに活動する地下派が、地元のミニ派左分裂することとなったし、拍崎刈羽原発の

過激な反対派は当初地元住民の支持を受けていたが、柏崎市長らの指導の元て'次第に支持を失っていっfこ。

逆lこ、東主主高速鉄道建設事業で事業者が行った「建設促進アクションプログラム」のように、世論に対

して法設促進の関心を誘発した結果、反対活動が抑制されたという事例も見られる固このキヤンヘーン活

動は、一部の強硬な反対地権者が用地の買収を拒否し続けたために用地取得が難航し、その解決手段とし

て事業者が事業lこ直接関係なb、一般市民を対象に行ったものである。

7.4.3 地元自治体による紛争郡笠機能とその限界

ここでは、各事例において、事業者ではなかった地元自治体の行動について整理を行九

まず、市や日Tなどの地元自治体l士、住民にとって身近な公的機関であるため、事業者への意見徒出の窓

ロとして機能しているケースが全事例に共通して見られた。これは、自治体が行政機関としてうまく機能

している状況と言えよう。

一万で.交渉プロセスにお付る自治体の行動に関しては事例により差呉が見られた。自治体が、事業者

の提示する計簡を了解しつつ住民の意見にも対応するという中立的な立場をとるときには、住民と事業者

とのN:1iこ立って交渉の調2主役として機能するが、事案4者の計画案に完全に貸間する場合や逆に反対する場

合には、調整役としては機能しなU、。例えば、北陸新幹線の事例においては、 図7.44に見られるように、

事業者と地元住民の間で経井沢町が調整役として行動したために、両者の;意志疎通は比較的スムーズに行

われたーこれに対し、外E車道の事例におけるP市のように事業者に全面的に協力するケーユ(図7.45の

左)や、問じ事例のQ市のように多数を占める反対住民に従うケース(図7.45の右)では、事業者自身

が直接、地元住民との利害調墜を行わざるを得なくなり、多大な労力と時間を割く結果、事業の進捗を遅
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図7，44 交渉において中立的な立場をとる地方自治体の例

計画主体制に立つ自治体 住民側f二立つ8治体

らせている。

以上上り、交渉における地元自治体の立場は.交拶の進捗1こ大きな影響を及ぼしていると言える。特に

地元自治体が中立的な立場をとるときには、話し合いの「場Jを縫供できるととらlこ第3者として利容の

調整を行うことができることから早期の紛争解決に貢献しうるものと考えられる。

2'30 

7，5 事業者と反対市民との合意形成に関する分析

本節では、まず合意形成結果に関する基本的な考え方を示した上で、各事f9iJにおいて合意の形成過程;こ

影響を及lました要因について比較、分析することとする。

7 5 1 合意形成結果の考え方

-q~~ニ.合意形成の結呆と見なせるものにはいくつかが考えられ，る.そこでここでは、 ( 1 )合意形成に要

した時間、(2)交渉による計画内容あるいは反対市民の主張内容の変化、(勾反対市民の反対活動の激しさ

を合意形成結呆な示すものとして挙げることとする。

(1)合意形成に要した時間

原則的に、合意形成のための交渉が開始された時期は、事業に対して初めて市民から反対意見が出され

たときとするョ合意形成とは、事業者が勝手に進める手続きではなく、市民が何らかの形で関与してこそ

実現するものであることを考えれば妥当であると考えられる。また、合意形成が終了する時期は、原則的

には反対市民の反対活動が終了した時J初である。これについても反対住民側が事業者の健示する計画案に

対して合意ができれば(あるいは妥協できれば}、反対活動を終了するであろうから妥当な定義であると思

わhる

以上の原則に従って、交渉開始時期と交捗終了時期を各事例の事情を詳細に見ながら、筆者一の恕断に

よって判断した。その結果を示したものが表7，14である。なお、ここでの開始・終了時期の判断は、各

事例について入手した資料と担当者へのヒヤリングに基づくものであって、その意味では精度に限度がめ

る例えば、反対活動の終了時期は、あくまでも資料上で判明する、あるいは担当者の記憶に残っている

時期て'あって、たとえ筆者が判断した交渉終了時期以後に組自に反対活動を続けているような少数市民が

表7.14 交渉開始時期、交渉終了時期、交渉期間の定義

インフラ名 交渉(年期1間 交渉開始時期 交渉終了時期

北陸新幹線 14 
環境影響評価報告書案公表

行政代執行(1996年)
( 1982年)

北総開発鉄道 17 
区議会が要望書提出(1974 京成高砂・北初宮間開通

年) (1991年)

要町通り 11 
反対住民が年組)織結成(1970 反対組織が工事調停に調印

( 1981年)

外l軍道 12 
草加市団地住民Tモ(1971 外環道建設促進期成同盟発

年) 足(1983年)

目黒清掃工場 9 
都;青禍局地冗説明会を実施 操業L関する協定締結

(1982年) (1991年)

東葉高速鉄道 13 船橋市地冗談1年明)会実施
(198 

用地買収終了(1994年)

福島西道路 5 
建殺反対住民会議発足

最高裁反対側敗訴(1987年)
(1982年)

柏崎刈羽原発 22 
出雲漁業連合が反対声明

7号後着工(1991年)
(1969年)
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いたとしても、記録・記憶に残っていない限り、その存在を正確に把短することは不可能である。

こJ二で定義した合意形成の時間は、反対市民によって反対活動が行われた時間と一致するものである争

しかしながら、反対活動が行われた期間が必ずしも合意形成の図様さを示しているとは言い縫いことに留

意寸ベきであろう。例えば、たとえ短期間で合意が形成されている事例でも、反対市民による過激な反対

活動や深刻な訴訟が行われることはありうる。また、事業の綬棋や範訟の大きさによって関係主体の人数

が~なることから、単純に交渉に要した年数を倹並びで比較することはナンセン只である。(また、それを

単位距離あたりで比較することもあまり意味をなさないであろう)

(2)事業者と反対市民の主張内容の変化

計画内容に関して交渉を行う中で、事業者と市民とが主張する計画案がどのように変化したかを示した

ものが表7.15である。「ーリは主張している内容が変化していることを、また rOJt: r xJとは、それ

ぞれ、自分の主張が相手に受け入れられたか受け入れられなかったかの結果を示している。なお、市民の

項目で稜数の主張が同時に存在しているのは、異なる主張を行う市民団体が複数存在していることを示し

ている。これを見ても分かるとおり 、両者はお互いの主張に合わせて徐々に提示する計画案を変更して

いっている。ただし、事業者側は当初の計画を基本的に変更せずに、変更するとしても詳細部にとどまっ

ていることが多い，ニれは、基本的に事業者は計函の変更を忌避する傾向にあるためである。つまり、事

業者は、できれば全く変更なしに当初案を貧きたいと考えているのであるまた、特に鉄道や道路のよう

な線状のインフラでは、特定の地域のみの変更は他の地域との不公平を引き起こLてしまうために、変更

したくてもできないという事情があるのも事実である。

一方で、反対市民は時間の経過とともに、次第に妥協案を提示して行っている様子がうかがえる。例え

ば、紛争の初期においては、計商自体の中止を求めることが多いが、次第にそれが無理だとわかると.条

件闘争に変更していく傾向にある。ただし、福島西道路のように、当初の主張を変更せずに裁判lで決着を

つけたような事例も見られる。

表7.15 事業者と反対市民の主張内容の変化
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(:3)反対市民の活動結果

調査を行った8つの事例について、反対市民の行動結果と交渉に要した期間とを示したものが表7.16で

あるaここでは、反対市民の活動としては、訴訟の有無ならびに訴訟以外の主な反対活動内容について取

り上げている。

これ主り、訴訟が行われた事例では、交渉期間1が長いものと短いものとの両軽量端に傭っていることがね

かるまず、目黒清掃工場の事例と億島西道路の事例で交渉期間が短くなっているのは、明らかに訴訟に

よって紛争の決着が早くついたためである。一方で、柏崎刈羽原発や北陸新幹線においては、反対市民組

織に上って戦略的に多数の訴訟が行われ、このことが交渉期間を長引かせることとなったaつまり、反対

市民が手続きを遅延させる目的で数多くの訴~を行うと きには、交渉期間が長くなる傾向にあるが、 l つ

1つの訴訟にはそれほど時間がかかっているわけでなく、訴訟が少ないときには、むしろ明確に決着がつ

いて早期に交渉が終了する傾向にあることがわかる。

表7.16 反対市民の行動と交渉期間との関係

事例名 父渉期間 訴訟 反対市民の主な

(年) 活動内容

柏崎刈羽原発 22. 仮処分申請 決起集会・デモ等

北総開発鉄道 17 仮処分申請 署名運動

北陸新幹線 14 訴訟多数 立木トラスト

東菜高速鉄道 13 × 要望書提出

外環道 12. × ナモ

要町通り 11 x 陳情・請願

目黒清掃工場 9 不服審査請求 陳情・請願

福島西道路 5 最晶裁 陳情・請願

7.5.2 事業の特性や時代背景と合意形成結果との関係

事業の特性や時代背景と交渉抑制とを、事例問で比較しながら整理したものが、 表7.17て・ある。これ

より次のようなことがわかる。

(1)事業の実施時期と交渉結果との関係

まず、要町通りの事例が除けば、1970年代に紛争のピークを迎えた事例においては.紛争が長期化する

傾向にあることがわかる。これは、この時期において我が国では、大学紛争や各種社会運動が全国的に活

発化して、反対活動に対して市民が積極的になっていることが原因であると恩われる。要町通りの事業が

比較的短期間で終了しているのは、事業者がかなり積極的に市民との関わりを進めたことと、施設の規模

がかなり小規模であったことが影響しているからと考えられる。

(泊施設周辺の人口密度と交渉結果との関係

o..:に、対象地I哉の面積と人口密度との君IIは、一人当たりの敷地面積がほぼ同じであると考えれば立退者
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表7.17 事業の特性と交渉期間との関係

結果 事業墜佳

事例名 交渉期間 受益圏・受普圏 形状 人口 規模 開始年 重複型

(年) の重複度 密度 (m2) (年)

柏崎刈羽原発 22 分離 非線状 4.200 1969 

北総開発鉄道 17 やや重複 線状 大 (1，300) 1974 

北陸新幹線 14 かなり分離 線状 (7，200) 1982 

東菜高速鉄道 13 やや重複 線状 中 (4，100) 1981 

分離型
外環道 12 やや分離 線状 (346β00) 1971 

要町通り 11 やや重複 線状 大 (2，000) 1970 

目黒清掃工場 9 かなり重複 非線状 大 223 1982 
福島西道路 5 やや重複 線状 大 (6，400) ~ I 

の人数を表すと思われるが、必ずしも立退者人数は紛争期間と関係がないと思われる。ただし、人口密度

だけを見た場合には、人口密度の高い地域に建設された事業ほど交渉期間が短い傾向にあることがわかる。 I 図7.46 受益圏と受苦圏の様式図

これfはず第一lこ、人口憾の高い地域は都市地域であることから都市計画事業と して整備されるので | 度を決定した。特に、重複度はかなり主観的な判断が含まれることが予想されるが、判断の理由について

手続き上での市民の関わりが充実していること、第二に、そもそも合意形成の難しいいわゆる『迷惑施設J I も表7.18に記した。
が都市地域開けてJ期市地域lこ建設される傾向がある ζとが原因であるものと考えられる。適用され | 得られた受益闘技潤との重慨を見れば、重複しない抑 !ほど榊酬が長くなる{糊 にあること
た法制度仰、ら見れば、柏崎~I)羽腕、北総開発鉄道、北閥幹線の調査対象地域はいずれも都市計調 | がわt.l'~ ， 二れは、受益圏と受瑚とが重複し、聞を財閥(受益者)と胞を受ける市民 (受筒)

事業の適用を受けていない一方てヘ福島西道路、目黒清掃工場、要町通りはいずれも都市計画事業である， I とが同一である場合は、主体内葛藤の問題となるが、受益固と交苦闘とが分隊している場合には、便益を
i号る市民と被害を受ける市民とが異なるための主体問対立の問題に発展しやすくなるためであると考えら

(3)受益圏・受苦圏の霊復度と交渉結果 | れるまた、受益圏が非常に広大で受益者の人数が多いときには、市民のうける 1人あたりの便益が非常

受益圏、受苦国は概念、的には非常に明確であるが、実際にどの範囲が受益闘でどの事E閣が受苦函かを申1) I i":J)、さくなって事業lこ対する関心が低くなるために、サイレントマジヨリティを生み出すこととなる。
定することはかなり困難であるとi司時に、さらにそれらがどの程度重複しているかを判定することは難し

I 7.5.3 市民関与の手続きと紛争結果との関係
い。ニニでは、各事業における受益圏と受若園を表7.18のように定義することによって、表7.17の重複 | 

事例名

柏崎山l羽原発

北総開発鉄道

北陸新幹線

東葉高速鉄道

外環道

要町通り

目黒清情工場

福島西道路

| ここでは.市民関与の手続きが紛争結果とどのような関係があるのかについて鐙恕することとする。
表7.18 対象事例における受益圏、受苦置の定義 | 

受益圏・受苦圏 受益圏の 受苦圏の 重複度の
の重復度 範囲 範関 判定根拠

金聖堂 関東圏 柏的市・刈羽村
受益J完圏全とに受分若総園が

受若者も利用の可
やや重複 沿線地域 鉄道直近 能性あり

首都箇住民が主な
かなり分離 首都冨・長野県 鉄道直近 利用者

受苫者も利用の可
やや重複 沿線地域 鉄道直近 能↑生あり

首都圏繍断を呂的
やや分離 首都圏・全国 沿道 とする人が多〈利用

受若者も利用の可
やや重複 沿道地域 沿道 能性あり

受益留が白黒区に
かなり重複 目黒区 施設周辺 限定される

受若者も利用の可
やや重複 福島市 沿道 能性あり
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(1)事業者の市民関与に対する積極性と紛争結果との関係

事業者の市民関与に対する対応を事業者の行動パターンとして分類したが、それらと合意形成結果との

関係について整理したものが、 表7.19である。

表7.19 事業者の行動パヲーンと合意形成結果との関係

事業者の 合意形成結果

事例名 行動パターン 交渉期間 訴訟 反対市民の主な

(年) 活動内容

柏崎刈羽原発 終始消極 22 仮処分申請 決起集会・デモ等

北総開発鉄道 途中転換 17 仮処分申請 署名運動

北陸新幹線 終始消極 14 訴訟多数 立木トラスト

東菜品速鉄道 途中転換 13 × 要望書提出

外環道 途中転換 12 x デモ

要町通り 終始積極 11 × 陳情・請願

目黒清掃工場 途中転換 9 不服審査請求 陳情・請願

福島西道路 終始消極 5 最晶裁 陳情・請願
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これ上り、;1;ず終始積短型であった婆I!!T通りの事例では、比較的紛争期間が短くなっていることがわか

るこれは、事業者である東京都が市民と十分に事業に関して話し合う機会を設けたことにより、反対市

民がそれほど激しい反対活動を行わなかったことが原因であると考えられる。ただし、この事例では、そ

の話し合いの結果が最終的1こ事業育十函に反映されたのではなく、話し合いがこじれたために途中で受渉が

頓挫したことが最終的に合意形成期間を短くしたというのが実状である。

次に終始消儀型であるが、反対市民によって行われた訴訟の数によって交渉の長短が異なっている。ま

ず、住吉島西道路では、反対市民の起こした訴訟は、上訴を含めて3つのみであったため、判決が出るまで

にさほど時間がかからなかった。一方で、柏崎刈羽原発と北陸新幹線の事例では、多くの訴訟が行われた

ために、それらの手続きが全て終了するのにかなりの時間を要することとなった。特に、後者の2事例で

は、反対市民に反対活動を専門的に行う外部の組織が支援を行ったために、手続きの遅延を狼った戦略的

な訴訟活動がなされ、その二とが交渉期間を長引かせた原因であると考えられる。

途中転換型の事例では、訴訟が反対市民によって起こされないか、もしくは起こされたとしても手続き

遅延を目的としたような戦略的な訴訟が行われることはなし」したがって、途中転換型の事例における交

渉結果は、手続きよりはむしろ事業の特性によって決定されているものと恩われる。

(2)市民関与手続きを定める法制度と紛争結果との関係

各事例において、事業者が準拠した手続きを定める法制度と紛争結果とを整理したものが表7.20であ

る。

これより、少なくとも都市計画事業でなかった事業では、交渉期聞が長くなっていることがわかる。こ

れは、都市計画法によって定められる計画手続きでは市民関与の機会が多く定められており、都市軒画事

業となった事例では、反対市民の手続きに対する不満が比較的軽減されたためであると推測される。ただ

い要町通りは旧都市計画法に準拠しており、市民関与の機会が法律によって5主く要請されないにもかか

わらず比較的反対活動が激しくならなかったのは、手続きを定める法律による要請以上に、事業者が積綴

的に市民関与の機会を設けていったためであると考えられる。

表7.20 各事例における手続きを定める法制度と合意形成結果

計画策定手続 合意形成結果
事例名 の根拠とされた 交渉期間 訴訟 反対市民の主な

法制度 (年) 活動内容
柏崎刈羽原発 公開ヒヤリング制度 22 仮処分申請 決起集会・7モ等
北総開発鉄道 鉄道事業法 17 仮処分申請 署名運動
北陸新幹線 鉄道事業法・新幹線法 14 訴訟多数 立木トラスト
東莱品速鉄道 新都計;去 13 × 要望書提出
外環道 旧都計;去・新都計;去 12 × デモ
要町通り 旧都計j去 11 × 陳情・詰綴
目黒清掃工場 新都計;去 9 不服審査請求 陳情・請願
福島西道路 旧都E十;去・新都計j去 5 最f高裁 陳情・請願
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7.6 事業者へのヒヤリングより得られた教自Iiの整理

本章では、各事例における担当者に対してヒヤリングを行い、文献では明篠にわからない点や感怨、あ

るいは当該事例に限らずこれまでの経験で得られた教罰l冷皇室理した。こうした教訓は、従来までは各担当

者の個人的な経験として終わり、他者には共有化されてこなかった。そこで、本節では、事業担当者に対

して行ったヒヤリングの結果を整理することとする。

7. 6. 1 事業者の行動に関する教司Ii

(1)教訓11:地元住民の情報は事前によく入手しておくべきである

反対市民は必ずしも一枚岩ではなし」反対のために反対する市民と、真に現実ー的な問簡を解消するため

に反対する市民どが存在する。事業担当者は、対象地域周辺の住民の特徴を十分に知っておく必要がある。

住民がどの侵皮その地域に居住しているか、その地域の支持政党はどニか、過去の歴史的な因縁はどうで

あるかなどを知ることによって、地域内の微妙な温度差を知ることができる

l参考事例11

北陸新幹線の事例においては、別荘地所有者と地元の住民とはあまり交流がなく、地元住民は別荘地所

有者は特別だという認識を強〈持っていた。実際、反対市民組織は、地元地繕者から構成される地権者会

と別荘地所有者を中心とする反対組織とに大きく分裂し、主張内容にも大きなiきいが晃られた。

l参考事例21

東来高速鉄道の事例において、反対活動の発生した夏見地区は、もともと農家集溶であり、地縁関係が

かなり発透していたもただし夏見1丁目自治会と夏見東部自治会とがもともと地主、小作の関係にあり、

従来よりf中があまりよくなかったために、交渉の場でも互いに協力するという二とがあまり見られなかっ

たの

(2)教訓2:交渉のできるだけ初期に交渉窓口として適切な人物を選定すべきである

反対市民の交渉の窓口となりうる人物はそれほど多くない。交渉の窓口となる人物の選定を誤ると、最

後まで尾を引くこととなる。これが、いわゆるボタンの掛け違いである。逆に、地元の名士や長老など適

切な人物の選定ができると、少なくとも住民内部での意見の調整に協力してもらえることが多く、事業者

としても対応が比較的容易になるまた、そうした人物を早期に見つけることができれば、無用な混乱を

招くことなくスムーズに合意の形成ができるようになる。

この数百11で問題があるのは、そうした適切な交渉窓口となる人物を選定するニと自体がかなり難しく、

担当者のパーソナリティや経験が大きく影響する、ということである。また、地元の住民の中に住民内の

意見を制整できるだけの能力を持っている人物が必ずしも存在するとは限らなレ、。

[参考事例]
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柏崎刈羽原考をの~伊lにおいては‘原発建設に対する反対運動が活発化し、特;こ地元住民以外の1f.7Jレ等

の過激im必絡が介入してきたときに、地域の問領は地域て制決しようと当時の柏崎市長である小林氏が提

案し、地元住民がそれを受け入れていったとu、う経緯がある。事業者ーである東京電力は、事業計画の発表

当初、地元住民からかなり敏対視された存在であったが，1)、林元市長に対して協力の要詩を行い、この元

市長がSf.1I、指智力を発持1したおかげで次第に地元市民からの信頼を獲得していった。

(8)場所や相手によらず首尾一貫した態度で交渉に望むべきである

反対市民の不満の多くは、fナゼ自分だけこんな被害を受けることになるのかJという不公平感.被虐感

である，したがって、特定の市民だけが有利になるような対策を採ることは絶対に袋物である。特に、鉄

道や道路の場合、施設が線状であることから、しばしば、区間によって平面、高然、地下と構造が異なる

が、周辺市民から見れば、それぞれの場所でその構造に決定された理由が必ずしも明確でないことが多い

高架情造の周辺に住む住民から見れば、自分のと ζ ろも地下情造にしてほしいと思うのは当然である。

[参考事例]

来集高速鉄道の事例においては、計画時報では、夏見地区周辺は地下から出て‘高架構造になる予定で

あった，しかし、騒音や探卸Jの発生による生活環境の悪化を恐れた地元住民は、一斉に反対活動を開始し、

特に反対活動が激しく地元からの強い地下化の要望が強かった夏目 1丁目地区については、すぐ隣が地下

構造であったことから、結局、地下化に変更させることで決着。都市計画変更手続きがなされることとなっ

た。だが、二の計画変更l士、夏目 1丁目以外の沿線住民からは強い反発を受ける三ととなった。夏目 1丁

目だけに対するfぁ1!lJ'昔鐙に反t惑を持った他の地区の住民は、その後、猿烈に事業に反発するようになり、

用I也の買収が大幅に遅れることとなった。

(4)教訓14過激な反対活動を行う市民に対しては毅然とした態度で望むべきである

過激な反対活動を行う市民は、実際は地元住民ではないことが多b、。特lこ、農村地域などでは、個人が

目立ってしまうことに抵抗を持つため、過激な活動を行ヨことは避ける傾向にあるようでめる。したがっ

て、過激な反対活動を行う総織が存在する場合には、多くの場合、他の地減からやってきた反対活動の経

験者や専門家がその活動を指導している。事業者は、事業によって真に煩筈を受ける人々と交渉を行うべ

きであって.反対活動そのものを目的としている人々と交渉することは無意味である。

また、調査結果を見る限り、ほとんどの事例では過激な反対組織はほとんどの場合、地元住民と意見が

合わなくなり、組織的に分裂して耳IJ行動を行うようになってして。これは、第一に、反対活動の目的が異

なること(地元市民が地元を主くすることを目的としているのに対して、外部から介入する反対組織は地

球環境負荷を軽減するという目的があることも多いが、事業者を屈服させること自体を目的とすることも

多しつ、第二lこ反対活動の手段に対する考え方が合わないこと (地元住民はできれば穏便に問題を解決した

いと考えているのに対し、外部組織は目的を達成するためならば手段を選ばない場合がある)といった理
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自によるものと考えられる。

したがって、事業者は過激な反対f品官の脅しに負けず、毅然とした態度で望むべきであって、時間が経

過すれば、大抵の過激品磁誌は地元と分裂していくのでそれを待つべきである

(.5)教訓5・反対市民の主張内容がかなり抽象的なものに変化してきたら‘合意形成にはかなり時間がかか

るという覚悟が必要である

反対市民は、元来個々にさま5まな不満を持っているはずなので、事業者に対する主張も多様である

しかし、複数の市民が組織を形成すると、不満の共通部分でつながろうとするので、次第に主張内容が抽

象化されていってしまう。始象的な議論は、直接的には何の結論をも生まないだけでなく、感情的な対立

にもつながる可能性が高〈、あまり建設的なものとは言えない。交渉の場で議論するときに、できるだけ

具体的な内容に関する議論を行うべきであり、そこから派生する抽象的な議論を行うべきではない。

したがって、反対市民の主張内容が抽象的なものになってきたら、それは反対している住民の組織がか

なり路大してきており、しかも合まを形成することがかなり困難になってきているとb、つことを事業者は

認殺するべきである。そして、事業者は反対市民に対する対応をそれまでの対応から転換 し、例えば各地

域の市民が実際には{可を要望しているのかについて地元市民土時間をかけて話し合ったりするべきであり、

そのためには必要に応じて事業終了時期を延長させるなどの措置を行うことが必要になる。

(6)教訓16:公聴会や説明会への出席者の合意が得られたからといって、全員の合意が取れたと思つてはい

けない

公聴会や説明会に出席する市民は.そもそも事業にかなり関心があり、事業者と話し合う気持ちがある

からである。逆に言えば、事業にあまり関心がなく、事業者と話し合うつもりもない市民は、公聴会や説

明会にはあまり出席しようとしない。また、広峨の住民を対象に行う説明会などでは、多くの利害の異な

る市民が参加するため、一つの銭随を議論するのにかけられる時間が少なくなってしまい、そのことがま

すます説明会への参加意欲を低減させてしまう。

ゆえに、公総会や説明会の出席者から出てくる意見だけを聞いて、それが住民全体の意見であると思う

のは明らかに誤りであるし、また公聴会や説明会だけをもって地元住民全体の合意を得ょうとすることも

所詮限界があることを認織するべきである。

したがって、できるだけ説明会は多くの地域を対象にJ、規模かつ多頻度で実施するべきである。そう

することによって、より多くの地元住民が会に参加するようになるし、また各地岐に国有の問題について

きちんと議論することができるので、いたずらに抽象的な議論を行うこともなくなる。また、集団での議

論の場だけでなく、当然個人的に意見を聞くこともできるだけ必要であるう。例えば、個人的な事情につ

いて電話での相談できるようにしたり 、あるいは行政機関などに相談窓口を用意したりすることが必要で

あろう

l参考事例11
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北陸新幹線の事例では、軽井沢町が地元市民のために相談窓口を設置して、市民からの相談や要望等を

聞き入れた

[参考事例21

外環道の事例では、事業者である主主設省、が地元市民のための相談所を設置した。

(7)教訓7 予算と時聞が許す限りできる限り、地元住民と接する機会を増やすべきである

例えば、北E元市民のために見学会を行ったり、地元のイベントや祭切に参加したりすることは地元市民

との関わりの機会を糟やすこととなり、信頼を得ることも容易になる。結局は、事業者、あるいは直接の

担当者が地元市民から信頼されるかどうかが、交渉を行う上で最も重要なホイントである。非公式な場に

おける地元市民との関わりを進めていくことは、我が国における合意形成方法としては最も正攻法である

と思ねれる 4逆に言うと、公際会や説明会などの公式な場における話し合いだけでは不十分である。

[参考事例]

福島西道路の事例では、当初予算の制約が大きかったために.事業者は市民との関わりを十分に持つニ

とができなかった。ところが、反対市民の活動が最高裁での判決の後は、比較的予算に余裕ができたこと

から、地元住民と積侮的に話し合いを行い、例えば、許画づくりに地域のニーズを反映するために、市民

参画型のきめ細かな検討プロセスを経るとともに、設言十から施工に至るまで事業者と市民とが一体で検討

を行った結果を反映させたりした。また、地元のイベント「ほたるの塁夏祭りJに積極的に参加し‘地元

市民との交流を深めた。

(8)教訓同事業者は、読意ある行動を行うべきである

できることはできる、できないことはできないと、正直に理由を提示しながら市民に対して説明を行う

べきである。そして、反対市民からの要求に応えられないときに、その理由として虚偽の理由を提示する

ことは禁物である。最近は、かなり専門的な内容であっても、市民はそれを調査するだけの能力を持って

いるし、少なくともそう考えて事業者は行動を行うべきである。その上で、きちんとできるだけのことを

やることで、市民に対して誠意を見せていくことが、市民からの信頼を獲得することになる。当たり前の

教訓lであるが、担当者lこ5齢、信念がなければ決して達成できない困難な教訓である。

(9)教訓9・反対市民組織が分裂したときには、まず過激派のリーダーを鋭得していくべきである

反対市民組織が分裂するときには、穏健派が過激派の活動のやり方についていけなくなるケースが多い。

その場合には、反対市民組織は穏便派と過激派とに分裂することとなるこのとき事業者としては、まず

過激派の代表と話し合いを行うべきである。過激派に属する地元市民は反対市民紘織の中でも少数派であ

ることが多いので、多数派の徳健派が阪脱することは反対活動の5月~v 、が衰えることを意味する。過激派は.

そらそも砲、使派がいてこその過激派であって、過激派は穏便派なくして活動全継続するための動機を擬す
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ニとが函媛であるしたがって、活動を継続することの無意義さをもって過激派のリーグーを説得するこ

とで、過激派の活動を弱停化あるいは停止させることが可能となる。また、過激派が活動を弱める二とは、

穏便派にとっても活動のリーグーがし、なくなることを意味するので、ますます反対活動レベルを低下させ

る効果がある。

ただし、以上の教訓が生きるのは、過激派が反対のための反対を行っている湯合でおって、そうでない

場合(例えば、当該事業によって地球環境に深刻な影響を与える場合の環坑保護団体の反対活動)1こはま

すます反対活動を徹底的に進めていく可能性があることも事実である。しかし、たとえそうであっても、

分裂したときには過激派のリーダーと交渉を行うべきである。

(10)教訓 10 反対市民が訴訟を起こしたときには、それが手続き遅延を目的としたものか否かを判断す

るべきである

反対前民は、戦略的に訴訟を起こしてくることがある。しかし、この場合には‘ほぽ問時に多数の訴訟

を起こすので、かなり明確にそれが戦略的なものなのかどうかが判明する@そして、戦略的な訴訟が行わ

れたときには、解決するのにかなワの時聞がかかることを覚悟するべきである。また、たとえそれが明ら

かに反対市民の戦略的な反対活動であるとしても、事業者としては公正な態度で裁判を行うべきである。

7.6. 2 市民の特性に関する教訓

(1)教訓 11 高齢者は、地援の首町を信頼する傾向にある

若年層l立、地元との連帯感が薄く、事業に対して無関心でめることが多いが、高齢者は地域の首町の意

見などを信頼する傾向にある.特に、地方においてはその傾向が強い。また、多くの高齢者はその地に長

い間居住していることから、地元の有力者との関係もかなり深いが、若い世代は必ずしも地元との交流が

濃密なものであるとは言えない上、しばしば賃貸住宅などで一時的にしか居住していないために、地元の

有力者の意見に従うど言うよりは、むしろ個人的な信念に従って行動を行う傾向にある。

[参考事例]

柏断刈羽原発の事例では、柏崎市の当時市長である小林氏の人望がl草く、彼の誠意ある言動に地元市民、

特に高齢者は従ったといわれる。しかし、比較的若手の市民は、外部の過激派と共同して強硬な反対活動

を継続していった。

。)教訓12:反対派の行動はマスコミに扱われやすい

7スコミl士、そもそも世間の関心を集めるような内容を報道することを目的としているので、事業反対

派の行動は注目を浴びやすu、実際、第4章において新聞による報道を翻交した結果からも、事業を推進

するような記事よりはむしろ、事業に反対する市民の活動が報道されることがほとんどである。また、プ

ロの反対活動家は、このことを心得ているので巧みに7 スコミを利用して、事業反対へと世論を扇動しょ
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うとする傾向にある

(3)教訓'3・促進派の市民には個人的利益を追求している者もいる

事業促進派の市民の中には‘個人的な利益を誘導することを目的とする者もいる。事業者の行動が特定

の市民の利益追求を支援しているように恩われることは、反対市民の反発を強めてしまう。したがって、

たとえ事業者を支援するような市民団体て・あったとしても、公平、公正な態度で接するべきである。
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7.7 本意のまとめ

本書主をまとめると以下の通りである。

(1)インフラ整備事業計画の事例間比較分析の視点導入

従来までほとんど行われなかった複数の呉なる事業者による複数種事業の事例間比較分析を行った。こ

ニでは、各事業において発生した反対連動に着目し、反対運動が始まってから綾終的に合意が形成される

までの過程を整理している，そして、同一の形式に従って合意形成プロセスを整理し、それらの比較を行つ

ている。

(劫事業者の戦略的行動の分析

事業者の市民関与に対する積極性により、事業者の行動を(ゆ市民関与に終始積極的、(b)市民関与に終

始消極的、(c)計画の初期段階では消極的だが、住民からの反対運動が激しくなると積極的に転向、という

3パターンに分類した。こうした事業者の行動は、まず第一に、事業者と地元住民との密着度に大きく影

響を受けており、地域密着型の事業者は全国組織の事業者に比べて住民からのreputation獲得に重点をお

〈ために市民関与に積極的な戦略を選択する傾向にあること、第二に、事業者の予算.的、時間的な制約に

影響を受けており、制約が緩やかなときには反対市民の活動を受けて柔軟な対応を行うが、。制約条件が厳

しし吐きには強引に事業手続きを押し進める傾向にあること、第三に事業担当者の個人的な経験によって、

反対市民の対応方法が決定されており、緩験の浅い担当者の場合には、事業が当初計爾よりも遅延するこ

とを強く怒れて市民関与に対して軒並み消極的になってしまう こと、第凶に事業者の首長が市民関与に関

して個人的な信念を持っているときにはその影響を強く受けて、市民関与に額縁的になることがあり得る

こと等が明らかとなった。

(3)住民の組織化とその変容プロセスの把鐙

反対住民は、まず町内会などの小地減組織を形成し、自らの主張を行うそして、個々の小地威組織は、

事業者が市民関与へ消極的であれば、他の小地域t邸哉と統合し時間とともに成長して統合時邸裁を形成する。

だが、統合kiLi設は最終的には分裂し、事業者との個別の交渉に応じるようになることが判明した。また、

反対市民組織は、反対活動方法としては、交渉初期においては、陳情、意見書の提出といった比較的穏や

かなものであることが多いが、許薗決定がなされた後は大きく 3つの方向に分かれる。第ーは、事業その

ものは認めるが事業計画の中身を一部変更するように求める条件闘争型、第こはあくまでも事業を認めず

に実力行使や戦略的に手続きを遅延させるための訴訟を行う笑力行使型、第三は純粋に事業内容や手続き

内容が違法だと考えて裁判所へ訴える裁判闘争型である。これらは、外部からの支援の有無によって大き

く影響を受け、外部から反対活動lこ関する支援を受けるときにはしばしば実力行使型の反対活動へと向か

うが、そうでないときには、条件闘争型あるいは裁判闘争型へと向かう傾向にある。

付)地元自治体の交渉翻整機能の分析

インフラ設備事業計l習における、地元自治体の役割としては、行政機関として住民の事業者への意見提

243 



出の窓口になるというものと、一つの組織として住民と事業者の間に立ち調整を行うものとがあるョ特iこ

地元自治体による中立的な立場での交渉調盤は、話し合いの「場jを提供できる等、交渉の進捗をスムー

ズにさせるが、非中立的な立場での交渉参加は、合意形成をかなり困難にさせることが判明した。

(5)計画に関する事業者と市民との主張の変化の分析

事業者は基本的には、最初に錐示した計画祭を変更することを忌避する傾向にあり、たとえ変更するこ

とがあっても微少な変更に留まっていることが多~'0一方で、市民は最初は過大な要求を行うが、事業者

との話し合いを行う中で、計画に関する事情を良〈理解し、次第に条件付きで事業者の主張を認めるよう

になっていく傾向にある。

(6)事業の特性や時代背景と合意形成との関係に関する考察

受益閣と受苦胞とが殺離する事業ほど、交渉期間が増加していることが確認された。また、1970年代に

主な交渉が行われた事例では、それ以降に交渉が行われた事例と比較して交渉がもつれ、その期間も長く

なっていることが判明した。一方で、立ち退き地権者の人数は、紛争期間にあまり影響を及ぼしていない

ことがわかった。これは、主な反対者は立ち退き地権者ではなく、周辺の住民であることが多いためと考

えられる。

(7)市民関与手続きと合意形成結果との関係に筒する分析

事業者が市民関与に対して終始r背後型である事例では‘かなり反対活動が激しくなることが判明した。

ただし、合意形成に要する期間については、外部からの支援組織が介入するか否かによって異なり、支援

があるときには戦略的に手続き遅延のための訴訟や実力行使行動が行われるために、かなりの交渉期間が

必要であるが、そうでないときにはそれほど時間がかからないことが判明した。また、終始積極型につい

ては、反対活動はかなり低いレベルでしか発生しないが、合意を形成することに相当の時間がかかるため

に、逆iこ事業推進を唱える市民から反発を受けると言うことが判明した。多くの事例では、途中転換型と

なっているが、こうした事例では、それぞれの事業担当者の対応の仕方に依存して、うまく合意にこぎつ

けた事例と、相当難航した事例とがあることがわかった。

また、市民関与手続きを定める法制度によってもかなり合意形成結果に差異が見られることがわかった

都市計画事業である事例においては、比較的短期間で合意が形成されているのに対して、都市計画法が適

用されない事例においてはかなりの合意形成時間を要している。これは、市民関与要請レベルが低い事例

では、十分に市民が満足できるだけの市民関与手続きが行われないために、なかなか不満が解消しなかっ

たことが理由の一つであると考えられる。

(8)事業者へのヒヤリングに基づく交渉に関する教富11の整理

事業主fのヒヤリング結果を基に、交渉に関する教訓を整理した。教司III:J:、「地元住民の情報を十分に入手

しておくべきであるJ，f交渉のできるだけ初期に交渉窓口として適切な人物を選定すべきであるJなど当

然とも思えるものも含まれるが、今後、実際に事業を行ってい〈上で緩めて重要かっ示唆に富むものが多
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l補注]

(1)71レ規絡新幹線ー現在営業中の新醇線と同じ規格。すべてのインフラを新線(二建設するためコストが高

いが、最高速度は260kmlh程度となる。

(おミニ新幹線:tE来線の線路(狭軌)を標準軌に改軌、もしくはもう 1本レールを敷くことにより、新幹

線との直通運転を可能とするもの。在来線のトンネJレやプラ y トホームをそのまま活用できるため、フ

ル規絡に比べてコストはほいが、金高速度は130km/h程度となる。

(:3)立木トラスト運動・事業用地の地猛者が、土地上の立木を複数の人間に売却し、交渉人数を治加させる

ことにより事業の進妙を遅らせようとする運動。

(4)ロングレーノレ通常長さが200m以上のレーノレを指す。通常用いられるレール(定尺レール)よりも長

いレーノレを使用するニとにより、騒音の発生師、の一つであるレールの継目を少なくすることができる。

(5)治水事業従来より、 Q市ではX川の度軍なる洪水の解消が地域の課題となっていた。そこで、外環

道建設にあたり、洪水防止のための貯水憎の地下埋設や、一部区間におけるXJI!放水路との一体構造化

が施された。
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第8章 インフラ整備計画交渉モデルの構築 とモデルを用いた数理分析

8. 1 はじめに

8. 1. 1 数理分析の背景及び目的

インフラ整備事業においては、事業者と市民との問で合意の形成が困難となり、大規換な反対運動が発

生したり、計画案の大幅な変更を余儀なくされたりすることが、しばしば発生している。こうしたインフ

ラ整備計画をめぐる市民と事業者との間の紛争の発生は、計画案の内容に関して両者の主張が一致しない

ことが直接の原因ではあるものの、その背景には、計画策定段階への市民の関わり方に対する市民の不満

がE主要な位置を占めていると言われる。計画手続への市民関与の重要性は‘多くの研究によって指備され

てきたものの、計画手続への不満を反映した市民の行動は十分には表現されてこなかった。

また、計画策定八の市民関与の手続は、関連法令等によって定められるが、現行の法制度における手続

規定が、インフラの特性を十分に考慮して定められているとは必ずしも言えない。しかしながら、どのよ

うな特性を持つ事業であれば、どういった手続規定が必要なのかといった分析は、定性的にはなされてき

てはいるものの、政策実験が困難であるので根拠に乏しいと言える。

そ」二で、本章では、まず、交渉に関する既往の研究をレピ‘ューした上で、インフラ整備計画における事

業者と市民との問における交渉を表現できる数理的なモデルの構築を行う。次に、調査等によって既に得

られている知見をもとに数理モテツレの検証を行う。さらに、モテソレ上の変数を操作することによって、特

定の政策が実施されたときの交渉へ与える影響に関する分析を行うこととする。

8. 1. 2 既往の関連研究

交渉に関しては、特に公共経済学の分野において数理化が試みられてきている。古典的にはco措 eのそ

デJレやそれを発展させた横山のモテソレが挙げられる。また、グームの理論を用いた交渉の研究は非常に多

い。ここでは篠山のモデルとFarl時てのそテツレを紹介する。

(1)説得の経済理論

機山川立、中位者投票モデノレを前径として、公共財の供給における説得行動を説明しようとするモデル

を健案している。ここでは、説得行動のそテソレ化の部分に焦点を絞って紹介することとする。

今、 A，B.Cの3人からなる社会があり、ある特定の公共財の供給金に対する選好が、それぞれ

QA.QB.QC(QA>Q.>Qc)であるものとする。ただし、3人は公共財の限界コストMCを租税として分配して

支払い(つまり MC/3)、また各人の公共財供給に対する限界評価を ME，(j=A，B，C)と表す。このとき.

Q".QR.QCは図B.lのように表すことができる。

このとき、金品の授受ではなく、説得で相手の選好を変化させることによって交渉が行われるものとす

る。つまり、例えば個人Aは、もしBを説得して公共財がBにとってより価値あるものとBが考えるよ
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MC 
~IE 

MEA 

MC/J 

Q Q. QA 

図8.1 各個人の最適公共財水準

うにさせ、 ~![E.と Q.とを右に動かせるならば純便益を得られるはずである9

ただし説得は必ずしもいつも成功するとは限らない。そこで、 μ，;(0<μ，J251)を説得者jが自分の望

む方向に個人iの行動を変化させることに成功すると見込む主観的確率とする。

ここで、個人Aと個人Bとの聞での説得行動に焦点をあてる。

個人AはBを説得するのに、言語しかける時間を含めf説得に投下される努力の費用Jを支払わねばなら

なし¥QAの説得の限界費用は、

MCP，， =cAx (7.1) 

で示される。ただし、 xl立Aの説得がもたらすBの最適水準の変化量であり、ら(>0)は説得方法を表すパ

ラメータである。また、説得に成功すると見込む主観的確率は、

μBA ::;:αACA (7.2) 

とする。

すると、Aが人の説得方法を取るときの、期待限界純利得は、

州 GらA=川A~…山A[(阻凧，，-乎明)引州叫C仇凡

=叩μh川B臥，，(旧肌，，-呼明竿)-M舵C凡
σ.3) 

となる包

いまこ二で、便宜的に

ME， _ MC ‘ A-一一=-aAx+bA3 ~ ~ (7.4) 

と苔くことにし、Aの期待限界純利得を最大にするxを計算すると‘どのような説得方法であれ、

x・ b必L
aAαA +1 (7.5) 
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図8.2 異なる説得方去での期待限界便益と限界費用

で、長大となる。

かくして、 Aの最大期待純利得πJ立、

πA=詰?517 (7.6) 

となる。また、 πAをCAについて微分すると、
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となる。このことは、Aは、主観的成功確率がlになるまで説得に努力を傾注することを意味する。

(2)最終オファーによる調停

以下に示すのは、Farl】erょうの提案した調停に関するゲーム理論によるモデル化である。労働賃金の闘争

のみならず、かなり汎用性の高いモデルであると恩われる。

今、ある企業と労働組合によって賃金争議が行われているものとする。ここで、賃金争議の進行方法は

~に示されるものとする。

まず、企業と組合が同時にそれぞれWrとw凶(Wr<W)で示される賃金額をそれぞれ提示する。次に仲裁

者がそのうちの一つを調停案として選.s~.。仲裁者は心の中にxで示される一つの案を持っており、当事者

双方の提示額wrWuを見た後で、そのうちxにより近いものを選ぶとする。

仲裁者はxを知っているが、企業と組合はそれを知らなし、。彼らはxが分布関数F(x)，密度関数町λ)'を

4つ機率分布にしたがうものと信じている。仲裁者の行動を所与とすれば、提示額がW，と"'"，てeあるとき、

当事者たちは、 \V?}~選ばれる礁率と \VUが遊ばれる確率を次のように計算できる。
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仰れる確率ベ，¥:<平トF(や)
"，…確率=トF(千)

したがって、賃金調停案の期待値は、

円'(WJが選!まれる確率)+¥I'u札が選ばれる確司

ぺご判判 lトF(平)]
となる。企業はこの賃金調停案の期待値を最小化し、組合はそれを最大化すると仮定する。

提示額の組(w'
r、、つがこの交渉のナY‘ンュ均衡となるためには、 w'fが、

オベ:子判
の条件を満たす必要があり、 ¥¥"11が

十(与)+11'，.{Iイ牛)}]
の条件を満たす必要がある。これらの問題の1階の条件を求めると、

ト;-wy)jf(牛り;F(牛~)
("'; -，，;)~イ牛~)= トイ牛~)

である

上の2式の左辺は等しいので、右辺同士も等しくなり、

イギ);~

(7.8) 

(7.9) 

(7.lO) 

σ11) 

(7.12) 

(7.13) 

であることになる。これは提示額の平均が仲裁者の考えている案のメディアンに等しいということである。

この式を l階の条件に代入すれば、
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(7.14) 

を1尋る

ここで、具体的に計筑するため、仲裁者の提示する案xは、平均m、分散σ2の正規分布に従うものと

仮定する このとき、 f(x)は、次のように表される。

I(x) =古~e，p[古い1)'] 

このとき、 (wいv・)1立、以下のように求められる。
正規分布は平均をめく'って対称であるから、メディアンが平均と一致し、

ユニ立
2 

と喜子ける。よって、

f=ィ半)75
となる，

以上から、

¥1'
11 
::;:川

lY
J 
::;:111-芹

が得られる。
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(7.1η 

(7.J8) 



8.2 数理モデルの基本徳造

8.2.1 モデルの紙要

(1)モデルの概要

今ある限定された空間内(インフラ施設を中心に半径Lの円内)に 1人の事業者M(Manager)とN人

の市民C(Cilizens)がし、る。

事業者~1I立当該空間内にインフラ整備を計画している。 しかし、二のインフラは、整備されることに

上って、供用時に負の外部効果を発生させることから、一部の市民が計画内容に対して反対活動を行九

ここで、このインフラ4整備計画の内容に関して変更可能な(あるいは制御可能な)計画要素は、単純化

のため、環境対策レベノレz(0 ;;;; z ;;;; 1 )のみであると仮定する。zは 1:こ近いほど十分な環境対策が

なされることを意味し、zがOに近いほど環境対策があまりなされないことを意味することとする。

事業者IIII立、市民CIこ対して、計画内容を公表したり、意見を勝取したり、あるいは公際会を開催し

たりすることで市民Cを計画策定へ関与させることができる。ここでは、b、かに市民Cが計画策定に関与

できるかを市民関与レベルx( 0 ;;;; x壬 1)で表すこととする。なお、法制度によって事業者がある

一定以上の市民関与レベルの提供を行うことが義務づけられているときには、それは制約条件として機能

寸るものと考一える。

一方で、市民Cは、事業者IIIの提示する計画案によって自らの効用水準が低下じてしまうときには、ニ

の事業に反対し、反対意志を表明したり、事業者に計画案の変更を要求するなどの反対活動を行う。この

反対運動の激しさは、反対活動レベルy( 0 ;;;; y ;;;; 1 )によって示されるものと考える。なお、単純

化のため、市民Cは全員同一の効用権造を持っているものとする。

/dqE 
。

図8.3 数E里モデルの地理的条件
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(7.:に、事業者Mと市民Cとは、各々が決定した市民関与レベルxと反対活動レベルyとを所与の条件

として、それぞれ、新たな計画索引、 ZCを後示する。そして、 ZC;;:; ZM の条件が満たされれば合意が

形成される。主た、合意が得られないときには、事業者Mの提示した修正計菌i;1;げをもとに再度同じ交

渉プロセλが実施される。

(2)各主体の利得権進

第I矧における各主体の利得π;は、交渉時に発生する利得u'，と施設供用時に発生する利得U'，の2つ

の単純禄形和で表されるものとする。即ち、

π: =u: +u; fori=M，C 

となるl

次に、各主体の利得関数は次のような栂造を持っているものとするー

(a)交渉成立時の事業者Mの利得関数

第tl切において交渉が成立するとき、事業者Mは次のような利得を得るものとする。

げ=ーf(x.t)-g(y)

uド=BM _ h(吟

、，、ーマ写

ーー、、

l'(x，r)・市民関与提供に主って生じるコスト

g(v)・市民からの反対活動によって事業者Mが被るコスト

h(z)。計画zを実施するのに必要なコスト

13M 事業者が得る料金あるいは税収入

とする。

表8.1数理モデルにおいて設定している利得関数

事業者M 市民C(1人あたり)

交渉
成立時

L1 ~1 =ーf(x.t) -g(y) 

utt = BM -h(z) 
u ~ =F(x)-G(y，t) nM 
C nC 口

U>B~ (川ζl)--N

交渉
不成立時

M u;" = -f(x， t)-g(y) 1I ~ = F(x)ーG(y，t)

U~=O uド=0 

r("I):市民関与によって生じるコスト
巴(y):反対活動によって被るコスト
BI>I事業者の得る料金・税収入
h(均一計画zを行うのに必要なコスト

F(xド市民関与によって受ける便益
G(y，I):反対活動に必要なコスト
sCO)サービスにより市民の得る利得
H(7.，t)計薗zによって受ける不便益
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また、各要素については‘

。f(川、ハ ei(x.l)、n 皇位、n ぬ(z)、ハ
___>0，___.00" _v一一
ox " ， et ・司y 'dz 

が成立するものと仮定する。

(b)交渉成立時の市民Cの利得関数

(7.21) 

インフラ範設から距荷量lだけ離れた位置に居住する市民Cは、交渉が成立するとき一人当た弘次のよ

うな利得を得るものとする。

uf ; F(xJ -G()'. t) 
.....~I 

Uドザ(1)-H(z.l)ーす

F(λ)・市民関与によって市民Cが享受する便益

G(y，t)市民が反対活動を行うのに必要なコスト

BC(l}:事業によって得られるサービス便益

Ff(z， 1) 計画zによって得る不便益

とする@

また.各要素については、

型~>O 竺手立 >0 笠斗立 >0 担出2 <0 
~ cy m ~ 

が成立するものと仮定する。

(c)交渉は不成立のときの各主体の利得隠数

交渉が成立しなかったと吉には、

uド;uf =0 

型色立くO
81 

(7.22a) 

(722b) 

(7噂23)

(7.24) 

となるものとする。また、交渉時に生じる利得については、何者と も交渉成立時と同 の利得を得るも

のとする
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。)モデルの全体構造

モデルは次のようなステップで進むものと考える 2

SlepO-I:法制度により市民関与要制度Yと、市民の人口分布が与えられる

5ほpO-2・初期許画案z:o.!o、内および反対活動レベルYo=Oが与えられる ついでt=lとする。

Stepl 事業者且1は、前期の提示計画案z.:'o1tド ZC
tt
と市民Cの反対活動レベJレ)¥Iをもとに第L期の市民

関与レベノレ汽を決定する。

Stel)2 :市民Cは、前期の鑓示計画案が，-1、只1とSLeplで提示された市民関与レベJレX
t
をもとに、第1

朔の反対活動レベノレYtを決定する。

Ste)l:l:事業者Mと市民Cは、 SLeplおよびStep2で徒示された市民関与レベル刊と反対活動レベJレ>'tを

もとに、同時に各々の修正計画案21弐を提示するa

Slep4: z"，主zへならば、 SIep5"0そうでないときには、 l=l+1としてSleplへ戻る。

SIep5 交拶終了

8.2.2 モデルの定式化

(l)草案者Mによる市民関与レベルの決定行動(SLepl)

-m:業者Mは、各期において期待利得危大化行動をとるものとする。具体的には、 x孟 xl'という制約

条件の下で、次の上うな目的関数を市民関与レベルxfこついて最大化する行動を行うものとする。

MaxE[π~It，)[ 
ヌ

;:;:M::Jxll【1:-"+f(X，I)-g(YI_I)+BM -h(z~~I) I+(I-q~IHー r(り)-g(yI-I)}j 

= Mrl-IM-E川)+q~l. þ"-仰とI) ~

subject lo" <"; x' 

』ーで、

(7.25) 

qRtse 第 1 期において事業者 M が期待している交渉の成立する (z~\ ~ zC
t
となる)篠率 (0 ~玉 qM 孟 1)

とする

。)市民Cによる反対活動レベルの決定行動(Slep2)

市民Cf土、全体として各WJ!iiに期待利得最大化行動をとるものとし、具体的には次のような目的関数

を反対活動レベrレyについて最大化する行動を行うものとする。
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M部 E[，π ~(y)j

叫叶F…
ここで、

qce，第ti羽において市民Cが期待している交渉の成立する (zペミ ZC
t
となる)確率 ω;;:;'lc ;;:; 1) 

D(I):鑑設から距離lのとニろに居住する市民の人口密度

ただし.

N
 一
-
A
U
 

)
 
D
 

L
 
O
 

Fι

，a，d 
(7.27) 

とする。

(3)各主体の修正計画案の決定行動(Step3)

事業者Mおよび市民Cf立、 St屯p1およひ'S回p2の結果、 (X"y)をもとに、それぞれ修正計画案を提示

する。修正計商案の決定は、(x"y)をパラメータiこ含む各主体毎の篠率密度関数c'(x，.y‘.z')に基づいて

行ηれるものとする。

ただし、二の篠卒密度関数は次の条件を満たすものと仮定する。

ぜfn主ど=const ..!_主こちn r' "M (，."ヲM ~?"I _ ，
azM . -. oy . azM .dx --.句、 ¥.......1.4- rl，.. - ・ (7.28a) 

d'e，c _δEC a2cC"  rl ，.1 ，..¥戸
~>U. ーニー=COnSl て下ーτ-.>υ I E.匂 \x .)'， z~tlz、=1
azL . ðx 皿'仰 Jo~ ¥・ r (728b) 

これは、図8.4に見られるように、事業者は小さな値のzをより高い確率で選好する傾向にあり、市民

は大きな1痘のzを選択する傾向にある。

SlepJとStep2で決定された市民関与レベノレと反対活動レベルとはそれぞれ相手の選択礁率をより同ー

の密度となるように変更させるカを持っている。即ち、事業者によって決定される市民関与レベノレが高い

ほど市民の確率密度関数は平行に近づき、同様に市民によって決定される反対活動レベノレが高いほど事業

者の確率密度関数は平行に近づく。

なお、市民は自らの反対活動レベルが高いほど、妥協せず自分の意見に固執する傾向があると怠われる

ことから、確率密度関数の傾きが急になるものと考えている。また、事業者は、自らの決定した市民関与
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確率密度関数c'(x.y，z)

I~湖 、 1:♂(、，r.>")'♂ l

1 1，C(X.y.lC ~/.C ・ 1

。 z 

ξ>1 (x，yぷ)1ま.yが大きくなると傾きが大きくなる(平行に近づく)
ξC(x，y.z)は.xが大きくなると傾きが小さくなる(平行に近づく)

図8.4 事業者・反対市民の計画内容zの選択確率密度関数

レベルがおいほど、相手に妥協しようというインセンティプが働くことから、確率*皮関数の傾きが平行

に近づくものと考えている。

(4)各主体の期待する交渉成立癒率q~\及びqC‘

交渉が成功する確率は. 単純にz、\~ZCtとなる確率として計算されるの 各主体が交渉に成功すると考

えている施率は、次のように表される
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8.3 モデルを用いた数値シミュレーション分析

となるg これを用いて、 πへと πcとから、

8.3.1 数値シミュレーションの設定条件

(1)関数の設定

以上の定式化に基づき、数値シミュレーションを行う。

各関数としては次のような関数を設定した。

互江主=041zi=0
dx G智

σ44) 

の解(極{直)x'とγを計算すると、

f(x.I) =ax'，fI (7.30) 

h(z) = cz' 

(7.31) 

(7.3~り

(745) 
g(y) = by' 

F(x)=dよ (7.33) 

y・=(I-，2M"由"+gkn也M.z-fm・log[1+gLJ-加 log[1+gL].z+gh・log[l+mLU'
G(V，I)=Cy'，fI (7.34) 

(7.35) 
2.{grnB" +6egmN，fI -gmBM.x + gkmBM・z+ 6egkmN.J[. z -gk崎 M.x.z-fm.log[l+gL] 

+日11.log[1 + gL].x -fkm. log[1 +且L]'z+fkm.log[l+島L].x .z+gh. log[1 + mL]-gh .IOg[1 +叫].x}

(7.46) 

B1.:1 = const 

BC (l)=~ 
gl+1 (7.36) 

が得られる。なお、この解析計算には、 MathematicaVer.2.2を使用している。

H(Ll)=「」ι「
z+ IXml+11 (7.3η 

ル E (7.38) 

。)計算アルゴリズム

計算アルゴリズムの基本的な枠組みは、既に8.2..1の(3)で示した通りである。また、具体的な計算方

法については、その計算アノレゴリズムを図8.51こ示した。なお、図中で使用している変数は基本的に‘こ

れまで使用してきたものと同じである。また、 r。、町、らはいずれも 0と1との聞のー篠宮L数でめり、

LTN1FORM 11心可DOMと示されたプロセス中で計算している。
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(7.39) 

(7.40) 

α=2(-y'+IX-X+I) (7.41) 

s = 2(-X' +1).)' (7.42) 

まず、式(7.3C乃では、

このとき、式σ29)にしたがって、 ZM
t
~ zC
t
となる確率を計算すると、

qわ)=~+x-y+ナyl ザ
(743) 

25 259 



)'， f--[1-{x，)' IgmBM +邑凶"-tin Jog(1叫 )-Jkmlog(l+gL)い助log(1叫)]，
2 [gJUs M + 6egmN.Jt -glずいgmB"い 6叩 ..[i，zl-gkmBM'x1'z( -frnlog(l+乱)
+lnllog(l+gL).，， -lkml 

図8，5 数値シミュレーシヨンの計算アルゴリズム
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8.3.2 シミュレーシヨ ン結果と考察

(1)基本的なケース

設定した関数に対して、まず最も基本的なケースとして、表8.2に示す主うな数値を初期条件として与

えた。その上で、乱数を発生させて500園、同ーのシミュレーションを行ったその主な結果を示したも

のが表8.3である。

表8.2 数値シミュレーションの設定値 (Caseol

表8.3 CaseOにおける交渉終了までの期間と市民関与レベルxと反対活動レベルyの結果

期 l終了期割合 x平鈎値 x最小値 x最大巴 v平均値 v最小値 ν最大値
0.44 0.918867 0.592398 0.99999 0.098355 0.000021 0.365761 

2 0.256 0.475648 01 0.99999 0.14707 0.000016 0.36275 

3 0.14 0.246127 01 0.99999 0.157375 0.000014 0.342339 

4 0.074 0.125699 01 0.99999 0.174669 0.000013 0.317946 

5 0.044 0.066677 01 0.99999 0.178928 0.000012 0.288451 

6 0.022 0.029355 01 0.898863 0.22496 0.097811 0.288319 

7 0.012 0.014653 01 0，774342 0.221971 0.167651 0.275029 

B 0，006 0.00684 01 0.713483 0.229088 0，189949 0.265767 

9 0.004 0.003379 01 0.668347 0，220176 0，198913 0，249592 

10 01 0，001206 01 0，603231 0.204088 0，204088 0.204088 

11 0，002 0，001148 01 0.573763 0.212729 0.212729 0，212729 

表8.3の中で、まず、 f終了期割合Jとは、該当する時期(t)に交渉が終了した回数を総試行回数である

500で割った値である。これより .全体の44叫が 1回目で交渉を終了していることがわかる。また、時期

がt骨えるに従って、その期で交渉を終了した回数の苦手l合が低下していっていることもわかる。なお、CaseO

での、交渉終了時期の平均値は、 3，21である。ただし、 交渉終了時期の最大値は11であり‘ CaseOでは

この最慈のケースが0.2%の割合で発生することがわかる。

~に、各時期における市民関与レベルx と反対活動レベノレyの平均値、最小値、 最大値が 、 それぞれ表

8.3では示されている。市民関与レベル、反対活動レベルともに分散が、時期を経るほど低下していって

0，9 ¥、---
0，8 

市民関与レベルx

0，7 
、ーー『 / 

'---i.. 
0，6 
0.5 
0.4 圧対活動レベル y

0，3 
""-0.2 

......._.. .. ー-一一日.
.-'-一-ー輔4ー制_........-.. 

0，1 。
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

図8，6 平均市民関与レベルと平均反対活動レベルとの時間による変化(CaseOl

261 



1 一六

~: ; w 人 市民関与レベルx一一一→: 
07¥/¥  

!日¥/ "'" I '" /"---. 、，、v〆

0.5 

0.4 多司 ' ω 

0.3 、~_.--"， 町宮副官、ぺ
0.2 ~凪~、ー可 H ， ー哩-
ノ、、w/

0 123456789 1011  

図8.7 最長交渉時間の事例におけるxとyとの時系列的変化の様子 (CaseO)

いる また、特に、 xとvの平均値についてグラフで示したものが.図8.6である。 これより、市民関与

レベルは、ほぽ単調に減少していっている一方で、反対活動レベルはほぼ検ぱいであるがあることがわか

る。また、 xが0.5.[.0の傾で変動しているのに対し、 yは0.1.0.25の隔で変動しており、高レベルの市民

関与と低レベルの反対活動のもとで、比較的スムーズに交渉が進められている様子が推測される。した

がって、C国 eOは比較的トラブノレの少ない穏やかな事例であると解釈することができるであろう。

次に、主主長交渉時間の一事例について市民関与レベルと反対活動レベルとの時系列的変化を示したもの

が図8.7である。これより、事業者と反対市民とがそれぞれ相手の行動に対応して、敏感に反応している

傑子がうかがえる。また、時間の経過とともに、まず反対活動レベルが単加し (t=2 ~4 の期間)、その

後、低νパルに減少して最終的に同意に至る様子がわかる。これより、反対市民の組織形態や反対活動の

状況をモデルが十分に再現しているものと考えられる。

(2)主な変数の感度分析とモデルの後託

(H)CHsel (市民運動の機運が主主り上がる一方で、事業者が市民関与に対して消極的なケース)

このケースは、1970年代の我が国のように、市民の反対活動に対するコスト意識が比較的低く、同時に

事業者がまだ市民関与に対してコスト意識が高いために消侮的な立場を取っている状況を想定したもので

ある。具体的には、事業の特性に関わるパラメータをCaseOと同ーとし、反対市民の反対活動コストのパ

ラメ -~a を 50%低下させ、事業者の市民関与に対するコストのパラメ ータ e を 50%増加させた。 この

ときのシミュレーション結果と、 xとyの平均値の時系列的な変化を示したものが、それぞれ表8.5と図

8.8である。なお、交渉終了時期の平均値は3.45であり、これはCaseOと比較して約7.5%潟jJ日しているt

また‘交渉終了時期の長大値は15であり、 CaseOより大幅に地加している。

表8.4 数値シミュレーシヨンの設定値 (CaseOとCasel)
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表8.5 Caselにおける交渉終了までの期間と市民関与レベルxと反対活動レベルyの結果

晃司 Ix最小値 x最夫@. γ平均直 γ最小直 y最大値

0.396 0.645086 0.39454 0.785674 0.473348 0.42134 0.506899 
0.262 0.473406 01 0.99999 0.241658 0.000032 0.488999 

3 0.136 0.191053 01 0.919009 0.410668 日192318 0.457871 
4 0.09 0.106808 01 0.717271 0.413068 0.365308 0.444246 

5 0.042 0.051917 01 0.604408 0.407216 0.38717 0.426575 

E 0.036 0.029805 01 0.53148 0.398155 0.383866 0.410126 

7 0.016 0.014513 01 0.481321 0.384602 0.373453 0.394139 

自 0.01 0.007667 01 0.441205 0.379083 0.367371 0.391621 
9 0.004 0.0041 01 0.410341 0.371273 0.363875 0.379276 

10 01 0.002108 01 0.384542 0.356091 0.34489 0.36362 

11 01 0.002414 01 0.36302 0.350812 0.347971 0.355218 

12 0.002 0.002317 01 0.344796 0.349258 0.343864 0.356716 

13 010.001718 01 0.328943 0.341298 0.336996 0.344598 

14 0.004 。.001742 01 0.315267 0.339436 0.332419 0.35314 

15 0.002 0.000605 01 0.30248 0.334928 0.334928 0.334928 

|li」「棚山
0.7 [7 ¥. L 
0.6 I ' ..... 三
0.5己i¥一.4__一よ去三0.4 『止ニ主-........................←--_....

03 |「一、一J一- E『討¥活動 } 
0.2 レベル y
0.1 。
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図8.8 平均市民関与レベルと平鈎反対活動レベルとの時間による変化 (Casel)

主た、交渉終了時期の最大値は15であり、 CaseOより大幅に増加している。

図8.8からは、 xが0.4近くまで低下していっているのに対し‘ yは0.45穣度まで増加していることが

わかる。これは、事業者が市民関与に消緩的になる一方で、反対市民は比較的高水準で反対活動を続けて

おり、このことが交渉時間を増大させることとなっていることが予想される.また、第2回目の交渉でx

が極端に下がり、Eが極端に増加する傾向が見られる。第2回目は、該当する試行の数がかなり多いこと

から特~な試行結果の影響を受けて異常値が出たとは考えがたb 、。これは、 1 回目の結果を見て 2 回目で

事業者が市民関与レベルを挙げたところ反対市民がそれを見て、反対活動レベルを低下、さらにそれを見

た工事業者が、3回目で市民関与レベルを低下させたところ、市民はその後はそのまま高い反対活動レベル

をひきづっていってしまった、ということを示している。 3回目以降で大きな変化が見られないのは、 3

回目の対立、反対市民が反応a-引き起こすようなレベルにはなかったためであると考えることもできょう。

つまり、相手の結果に反応するための閥値のようなものが存在して、ある一定の範殴内であれば敏感に反

応し、そうでなければ現状を基本的に継続するとb、う戦略を両者が行っていると考えられる。U

主、Ca楠scOよpも交?渉予日時寺問が士鳩曽大し‘また市民の反対活動レベルが増加していることから、Caselは比較
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図8.9 最長交渉時間の事例におけるxとyとの跨系列的変化の篠子 (Casel)

的紛争の激しい事例であるニとがわかる。

したがって、市民に大きな負の外部効果をもたらすような迷惑施設でなくても、時代背景によって市民

運動への抵抗が低くなり、また事業者が市民の関与に消後的であるときには、紛争は長期化することがモ

デルの上でも再現されたと言えるであるう。

次に、是長交渉期間の事例について市民自書与レベルと反対活動レベルの時系列的な変化の様子を示しえ

ものが図8.9である。これより、事業者は2回、市民関与レベルを士宮加させているにもかかわらず、反対

市民側の反応が鈍いために、その後どんどん市民関与レベルを低下させていっていることがおかる。また

反対市民は、市民関与レベルの変化によらず、ほぽ一定の反対活動を行っている。これは、反対市民にとっ

て反対活動へのコスト意識が低いために、高レベルでの反対活動を長期間持続することができるためであ

る。

。)Case2(インフラ供用による負の外部効果が大きい事業のケース)
このケースは、迷惑施設のようにインフラを供用することによって周辺の市民に負の外部効果を及ぼし

てしまうような事業の場合を想定している。具体的には、事業者および反対市民の特性はCascOと閑ーに

した上で、事業によって生じる市民への負担に関するパラメータをCaseOのlO{吉にして‘シミュレーショ

ンを行った。

シミュレーションの結果を示したものが表且7である。また、平均交渉終了時期は3.228であり、CaseO

上りもわずかながら増加している、交渉終了時期の最大値は12であり、これもCaseOより微憎している。

次に、平均市民関与レベルと平均反対活動レベルとの時系列的変化を示したものが図8.10である。

表8.6 数値シミュレーシヨンの設定値 (CaseOとCase2)
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表8.7 Case2における交渉終了までの期間と市民間与レベルxと反対活動レベルyの結果

支耳 終了期割合 x平鈎但 x震司司直 毒天彊 ?平t勾{直 v量小値 v最大値
0.444 0.918717 0.592398 0.99999 0.195347 0.00007 0.589261 

2 0.244 0.440664 01 0.99999 0.298176 0.000048 0.596415 
3 0.146 0.266577 01 0.99999 0.227783 0.00004 0.557665 
4 0.078 0.130393 01 0.99999 0.281819 0.000038 0.559092 
5 0.042 0.068317 01 0.99999 0.274068 0.000034 0.539132 
6 0.02 0.032121 01 0.99999 0.355501 0.000033 0.513304 
7 0.012 0.018432 01 0.99999 0.303193 0.000032 0.50307 
B 0.006 0.007644 01 0.875174 0.451708 0.27761 0.50646 
日 0.002 0.004944 01 0.833431 0.391929 0.319923 0.462098 
10 0.002 0.003458 01 0.664862 0.434759 0.393415 0.456617 
11 0.002 0.002179 01 0.654386 0.432222 0.421124 0.443319 
12 0.002 0.001259 01 0.629336 0.41724 0.41724 0.41724 
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図8.10 平均市民関与レベルと平均反対活動レベルとの時間による変化 (Case2)

CaseOと比較すれば、反対活動レベルが地加し続けていることが大きな差異と言えるであろう。反対活動

レベノレvは0.4.5程度まで噌加(約45%僧)しており、紛争がかなり激化していることがうかがえる。

次に、交渉i時間が最長となった事例について、市民関与レベノレと反対活動lノベルとの時系列的な変化に

ついて示したものが図8.11である。これより、両者は非常にドラスティ γタに行動していることがわか
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図8.11 最長交渉時間の事例におけるxとyとの時系列的変化の係子 (Case2)
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るいったんは‘事業者は市民関与レベルを 1にし、それに対して反対市民は反対活動レベルを0にする

という状態 (1=:3)になるが、それでも交渉が成立せず、その後はずるずると交渉を継続していっている

ことがわかるこうしたドラユティックな行動をとるのは、事業者側も事業そのものによって発生する負

の外部効果の大きさを思解しているために、反対市民に対して非常に敏感になっているためと解釈する二

とができるであろう
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(c)C"se:3(迷惑施設建設において、市民が事業によって得るメリットが少なく、しかも反対市民が外部よ

り文緩を受けるケース)

このケースは、厳惑のケースを想定したものである。具体的には、反対活動i二関わるパラメータをCaseO

の1/101吾に減少、事業によって市民が獲得できる効用をCaseOの11101吾に減少、さらに、事業lこよって

市民が被る不効用をCaseOの10f苦に設定し士。

その結果を示したものが、表8.9.図8.12である。図且12より、かなり事業者と反対市民とがドラλ

ティックに行励金変化させていることがわかる。反対市民の平均反対活動レベルは、0.7以上の高レベル

となり、非常に深刻な紛争が生じていることがわかる。なお、平均交渉終了時期は3.304であり、比較的

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

図8.12 平均市民関与レベルと平幼反対活動レベルとの時間による変化 (Case3)

高いレベルである。
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さらに、最長交渉時間の事例について、交渉の様子を示したものは図8.13であるが、事業者、反対市

民ともに極端に行動を変化させていることがわかる。これは、v= 1~7 問での時期は、非現実的な要求を

行って交渉が進まなb、が、炉8以降になって時間の経過とともに現実的な交渉を始めるようになった、と

いうことを示していることがわかる。これについても、第7章において行った調査より得られた結果と一

致するものと考えられる
図8.13 最長交渉時間の事例におけるxとyとの時系列的変化の様子 (Case3)

表8.8 数値シミュレーションの設定値 (CaseOとCase3) (3)各ケースの比較

以上の検討したケースの設定数値を示したものが表8.10、またその代表値の比較を行ったものが表8.11

_.ι-
V的勺@

表8.9 Case3における交渉終了までの期間と市民関与レベIL..xと反対活動レベルyの結果
表8.10 各ケースの訟定数値

期 |終了期割合 x平均値 X寂小1直 x最大値 v平均値 v最小{直 y最大値
0.44 0.910749 0.592398 0.99999 0.369832 0.000772 0.851487 

2 0.222 0.273812 01 0.99999 0.60839 0.000545 0.851625 
3 0.15 0.217225 01 0.99999 0.30944 0.000461 0.833445 
4 0.098 0.131197 01 0.99999 。会474013 0.000425 0.82683 
5 0.034 0.057175 01 0.99999 0.398139 0.000378 0.802948 
6 0.026 0.037049 01 0.99999 0.587054 0.000391 0.808104 
7 0.014 0.026091 01 0.99999 0.272038 0.00034日 0.782061 
日 0.008 0.007104 01 0.555782 0.689923 0.65322 0.740971 
g 01 0.004822 01 0.996891 0.54321 0.098685 0.7632 
10 0.002 0.003787 010.552415 0.69602 0.649056 0.722 
11 。、002 0.002679 01 0.754524 0.672328 0.587165 0.779189 
12 0.004 0.002606 01 0.6689481 0.7533121 0.7506211 0.756002 

表8.11 各ケースのシミュレーション結果
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8.3.3 政策シミュレーシヨ ンと結果に対する考察

以tで検証されたモデルを用いて、政策シミュレーションを行った。

(I)C時制CCHseJに対して法制度等による市民関与要請レベルを与えるケース)

本ケースでは、Casellこ対して市民関与要請レベルが高くなったときの変化をシミュレートする。具体

的には、Caselでは0.00であった市民関与要議レベノレx'を0.85に上昇させたoその結果を示したものが‘

表8.13と図8.14である.

平均的な時系列変化の様子をみると、Caselのときよりも市民関与レベノレxの値が高レベルとなってい

るにはもちろんのことだが、それに伴って反対活動レベルyの値もO.l程度減少していることが分かるらま

表8.12 各政策ケースの設定数値

表8.13 Case4における交渉終了までの期間と市民関与レベiJ-xと反対活動レベルyの結果

期 |終了期割合 x平均値 X1l王小{直 x責査太{直 y平士句1直 γ忌小値 y最大値
0.44 0.85 0.85 0.85 0.355916 0.355916 0.355916 

2 0.256 0.502936 01 0.99999 0.22667 0.000032 0.334847 
3 0.14 0.2499 。 0.85 0.284455 0.271053 0.301091 
4 0.074 0.1292 。 0.85 0.263268 0.251.45 0.281908 
5 0.044 0.0731 。 0.85 0.246894 0.23509 0.264188 
6 0.022 0.0323 。 0.85 0.233927 0.225302 0.24302 
7 0.012 0.0153 。 0.85 0.219483 0.213832 0.229969 
B 0.006 0.0068 。 0.85 0.216361 0.203657 0.225082 
9 0.004 0.0034 。 0.85 0.201991 0.199759 0.204222 
10 。0.0017 。 0.85 0.189477 0.189477 0.189477 
11 0.002 0.0017 。 0.85 0.190975 0.190975 0.190975 
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図8.14 平均市民関与レベルと平均反対活動レベルとの時間による変化 (Case4)
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図8.15 最長交渉期間の事例におけるxとyとの時系列的変化の篠子 (Case4)

た、平士号交渉終了期間は3.086となり、 Caselよりも約11.8%も減少している。同様に最大交渉終了期間

も11となり ‘かなり減少している。したがって、法制度等によって市民関与の実施を事業者に対して要

縛すれば、かなり反対市民からの反対活動が抑制されることが明らかとなった。

これを最長交渉期間の事例について見たものが図8.15である。事業者は、市民関与契詩レベルと同ー

の市民関与レベルを録供寸ることによって、反対市民の反対活動レベルをかなり抑えていることがわかる。

(2)Case5(Case31こ対して法制度等による市長関与要請レベルを与えるケース)

ニのケースは、主主惑のケースとして取り上げたCase31こ対して市民関与要務レベルを与えたときの状況

を想定したものである.具体的には、Case31こ対して市民関与レベルを0.95とした場合である。このとき

のシミュレーシュン結果を示したものが、 表8.14と図8.16である。なお、平均交渉終了期間は3.166で

あり‘ Case:3と比較して約4.0%の減少となっている。また、平均反対活動レベルとの時系列的変化をみ

ると、1=2と終盤にかけての2回のピークがあることがわかる。また、C捕。3と比較するとやや低レベノレ

となっているが、)=0.7となることもあり 、それほど大きく変化していないことが分かる。

また、最長交渉期間の事例について、市民関与レベルと反対活動レベルとの変化を見たものが図8.17で

表8.14 Case5における交渉終了までの期間と市民関与レベルxと反対活動レベルyの結果

期 際了期害1)合 x平均且 x最小値 x最大値 y平均賃 ν最小但 v最大陸

0.438 0.979724 0.95 0.99999 0.327142 0.000772 0.774408 

2 0.268 0.519696 01 0.99999 0.673542 0.000545 0.783921 

3 0.142 0.27156 01 0.99999 0.531697 0.000453 0.752964 

4 0.066 0.130399 01 0.99999 0.37385 0.000413 0.740343 

5 0.048 0.0705 01 0.99999 0.280685 0.000377 0.693126 

6 0.02 0.0251 01 0.99999 0.459523 0.00037 0.687472 

7 0.01 0.0116 01 0.99999 0.431202 0.000356 0.673677 

8 0.004 0.0077 01 0.99999 0.478083 0.000453 0.664044 

9 0.002 0.003864 01 0.982024 0.496964 0.387215 0.606713 

10 。0.0019 。 0.95 0.583137 0.583137 0.583137 
11 0.002 0.0019 。 0.95 0.606605 0.606605 0.606605 
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図8.16 平均市民関与レベルと平崎反対活動レベルとの時間による変化 (Case5)
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図8.17 最長交渉時間の事例におけるxとyとの時系列的変化の様子 (Case5)

あるが.ピークの程度こそ違うが相変わらずかなり極端な行動の変化を見せており、法制度による規制に

あまり効果が見られないことがわかる。一応最終的に、合意にいたっているがζ うした交渉プロセスを緩

た後は、市民にも事業者にもしこりが残ることから、妥ましい交渉とは決して言えない。

以上から‘法制度による規制は紛争の発生要因が適当なレベルまでであれば、かなり交渉をy、ムーズに

する効果が見込めるが、あまりにも状況が惑いときには効果が低いことが分かる。こうした最悪の状況が

想定される事業では、そもそも計薗自体に欠陥があることが考えられ、根本的な計画変更や事業の中止を

検討する必要があると思われる。
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8.4 本章のまとめ

本f:i.をまとめると以下のようになるq

(1)インフラ整備計画をめぐる事業者と反対市民との交渉プロセスを数理モデルとして表現した。モデルは、

ゲーム理論を援用した動的シミュレーションモデルとなっており、事築の特質や関係主体の行動特性を

入力することによって、交渉が終了するまでの期間や反対活動と市民関与とのレベルの時系列的変化を

出力寸ーることができる

(2)モデルは大きく分けて、 2つの部分から成っている。まず第 1段階は、交渉の環抗を決定する段階で、

事業者と反対市民とが市民関与レベルと反対活動レベルとを決定する。eXに第2段階において、前段階

で決定された交渉環境の下で、確率的に計画内容の交渉を行う。

(;3)シミュレーションは、(2)で示した交渉を複数回繰り返すことによって、交渉終了の成立条件が満たさ

れるまで行った。また、同織のシミュレーションを500回行うことで、平上旬的な挙動を計算した。

(4)作成したモデルを用いて、代表的な4つのケースについてシミュレーションを行，'.モデルの検読を

行った。検証のために行った許算ケースは、まず最も標準的なケース(C，lseO)、市民運動の機運が盛り

上がる一方で、事業者が市民関与に対して消極的なケース(Casel)、イン7ラ供用による負の外部効果

が大きい迷悉施設の建設事業のケース (Case2)、Ca5elとCase2とが同時に発生する最慈のケース

(Caseめである。いずnも、第7章の調査・分析によって得られた結果と整合することが判明し、モデ

ルが現実のシミュレーションにある程度対応できることを検証した。

(5)モデルを用いて、簡単な政策シミュレーションを行った。計算を行ったケースは、Caselに法制度等に

よる市民関与要誌が行われるケース(Case5)と、Case3に市民関与の婆識が行われるケース(Case6)の

2つである。シミュレーションの結果、Ca5elのように反対活動が活発化する要紫の比較的低い状況で

は、法制度等による市民関与要請は効果があることが判明した。ー方で、Ca5e3のような交渉環境の悪

い状況においては法制度による婆請では、十分には対処しきれないこと も判明した。これより、法制度

に上る対応にはある程度の限界があかこうした場合には、事業計画の改替を図るか、事業そのものの

実施を再検t-rtる必要があることが推測される。
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第9章 結論

9. 1 はじめに

本研究では、インアラ護備事業を対象にして、そこにおける市民関与の実態と制度について調査・分析

を行った。本章では、本研究において明らかになった成果を整理し、その後、総合的な考察を行う。最後

に今後の研究訴猶と展望について述べる。

9.2 本研究のまとめ

(1)第1章序章

従来上り、インフラ整備において多くの市民が事業計画に反対し、事業が遅延したり中止されたりする

ことがしばしば見られた。これに対し、近年我が国では、インフラ整備における市民の計画への関わり方

が、多く議論されるようになってきている。また、関連する法制度についてもいくつかの改善がなされて

きている。しかし現実には、市民との関わりが、現場の実務者による個別の努力によってなされてきてい

ることは否めなU、。その結果.市民と事業者との関わりの善し悪しが、担当者の経験や能力に依存してい

るために、各事例ごとに事態に差が生じてしまっている。

そこで、インフラ整備をめぐる市民と事業者との関わり合いに関して、まずその実態を把握して事業者

と反対市民とのコンフリクトの発生メカニズムについて分析を行い、次に事業計画の手続きを定める法制

度の問題点を整理した後に、最終的に今後の我が国の計画策定手続の改善方策について考策することを本

研究の目的とする。

(2)第2章 既存の関連研究の整理と問題点の把握

インフラ整備に限らず、公共政策の実絡における市民の参加に関する研究は、従来より非常に多く行わ

れている。

まず、社会学においては、市民参加・住民参加給として、1970年代以降から活発に研究が行われてきた。

そこでは、 1970年代から1980年代の市民運動は、高度経済成長期における農村部の急激な都市化が、折

からの学生運動と相まって生じたものであるという理由付けがなされるただし、社会学における多くの

研究は、単なる現象分析の域を出ず、政策的な分析が十分に行われていないことが明らかとなった。次に、

土木計画学や都市計画の分野では、特にインフラ整備に限定した市民と事業者との関わり合いに関する研

究が少なからずなされている。それらは翻ままに基づくより実証的な形をとってはいるものの、対象を特定

のインフラに限定したものが大多数であり、より一般的な議論には拡張が困難であることが判明しfこ。法

学の分野では、行政手続への市民の参加を、特に権利面に着目して議論されている。したがって、規範的

な側面からの市民参加のあり方については相当程度研究が進んでいるが、個々のインフラの特性や制度の
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実質的な効果を.実態をふ主えた上で十分に考慮しているかについては疑問が残る。行政学の分野では‘

主lこ直祭民主主義のあり方として、市民参加が古くより議論されてきている。直後民主主義の利保と欠点

とが理治上ではト分議論されているものの、それを現実の社会のなかでいかに適用・応用してい〈 のかに

ついてはまだ明硲な回答が得られていないのが実状である。公共経済学や公共選択の分野では、インフラ

整備の実鑑判断の手法として開発されてきた費用便益分析の理論と、直接民主制における公共選択の理論

的な分析が有益な示唆を与えることを示した。アローの不可能性定理は‘直後民主市IJにおける完全な集団

決定・の方法がないことを明らかにし、政策判断は特定の価値規範に依存しなければならないことが判明し

た。

従来の研究成果を踏まえ.本研究の特徴を整理すると以下の上うになる

(a)研究の方法現象分祈のみならず歴史的アプローチ、制度比較、国間比較など多角的なアプローチを採

る二とで、より深い議論を可能とする。また、事例調査において、画一的なフォー"?:)'トで事例を整理

する手法を用いることで、事例問の比較を容易にした。

(b)研究のコンセプト ー市民と事業者との関わりを示す用語としてf市民関与」を定義することにより.よ

り縞広く関わりを捉えられるようになった。また、市民関与の手続きを評価する指標としてf市民関与

レベルjを、制度による市民関与の要請内容を評価する指標として「市民関与斐錆レベノレJをそれぞれ

定義し、画一的な視座から手続きを論じることができるよ うにしている。

(c)合意形成メカニズム従来までコンフリタトの発生要因として事業の内容のみが取り扱われてきたが、

本研究では手続きの善し悪しについても分析の対象としている。

(d)分祈結果合意形成における各関係主体の行動パターンおよびその決定要因、さらに事業の特性や手続

きが合意形成に与えた影響について分析を行っている。

(:3)第3章研究の基本コンセプ ト

まず、本研究で使用する用語に関して、既存の使われ方と比較しつつ明維な定義づけを行った。特に、

本研究では、市民関与という用誌を単純に「市民が何らかの形で事業に関わる行為jと定義し、市民参加

やPl.!::区別して用いることとする。

次に、本研究の基本的な考え方として、法制度決定サプモデルと交渉サプモデルとを健案した。まず、

法制度サプモテツレは、インフラ整備における手続きを定める法制度がし、かなる要因によって決定されてい

るのかについて示すものである。文化的特性、事業特性、社会的背景が苦干与するものと考えられる.IXに

交渉すプモデルは、インフラ整備事業に関わる市民と事業者との交渉過程を表現するモデルである。ここ

では、社会的背景、関連法制度、文化的特性、事業特性が与えられたとき、特定の特性を持つ市民と事業

者とが、イン7ラ整備計画に隠して情報の交換や説4射す即jを行v'，最終的に合意にいたる過稜が表現され

る。交渉l土‘次の3段階から機成される。

(a)第1段階:事禁者が市民関与手続を決定する段階
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(b)第2段階市民が、事業者の提示した市民関与手続に対して反対活動を決定する段階

(c)第3段階ー事業者と市民とが計画内容に関して交渉を行う段階

さらに‘モデルの中で用いられる変数について、その定義と交渉への影響に関する仮説を侵示した。

(4)第 4~主 法令規定からみた各種インフラ整備事業における計画策定への市民関与の整理と比較

本軍では、インフラ盤備において、計画プロセスに市民が関与する程度と、関連制度の市民関与に

関する要精度とを客観的に評価するための指標として、それぞれ市民関与レベルと市民関与要請レベ

ルとを提案した。lXlこ、我が国のインフラ整備事業において標準的に準拠される法令について、市民

関与に関連する規定を抽出ー調査し、インフラ問で市民関与要務レベノレの比較を行った。

その結果、

(a)市民関与要請レベルの高いのは、事業によって発生する不使益の波及範囲が広大であったり、あるいは

波及範囲が狭くても周辺の人口密度が荷山、都市地域であるために、利害関係者の人数が多いような特性ー

をもっインフラである

ωイJフラごとに異なる過去のコンフリク卜の歴史的出控の遣いが各事業における手続き制度の改変に対
する社会的要求の差異を生み、そのことが法制度における市民関与要諦レベルにばらつきを生み出して

いる可能性がある

ことが明らかとなった。

(う)第5章裁が国における各種インフラ整備事業への市民による反対運動の歴史的経緯

本章では、我が国の明治以降におけるインフラ整備をめぐる市民の反対活動についてその歴史的な経緯

について盤理し、また反対市民の主張内容の変化や活動形態の変遷、さらにインフラ種別による変遷の違

いについて分析を行った。

以上の分析の結果から、我が閣におけるインフラ整備に対する社会意識には次のような変遷があったこ

とが干'dllJさオもる。

明治初期と 1970年代以降では、市民による反対運動が全国で発生したが、これらはともにインフラ整

備自体に国民が穣疑的である点で共通している。明治初期には近代的な巨大インフラの鐙備そのものが理

解できないために、市民はインフラ整備に慎疑的であったし、1970年代以降は、景気が下降する中で、新

たなインフラ整備に対する風当たりが強くなった。一方で、戦後から19iO年代までは、高度経済成長の

時期に当たっており、この時期には戦後からの復興のためには少々無理なインフラ整備もやむ得ないとb、

う風潮が、世間にはあったように思われる。これらから、インフラ整備そのものの社会的なエーズあるい

はこーズに関する世論が、インフラ整備に関する市民運動へ大きな影響を及ぼしていると考えられる。ま

た、インフラに対するニーズは、景気の著し怒しと強い相関関H系があり、強:気が懇くなるとインフラ整備

にM-l崎る風当たりは大きくなり、長気の良いときにはインフラ整備による支障は相対的に軽視される傾向

にある。
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なお、市民の反対活動は、インフラ整備だけでなく、不満の生じるいかなる対象についても行われつる I (il第7章 表が国のインフラ整備事業での交渉プロセスに関する事例調査分析
ょうである。ただい個人的に解消可能な問題については、活動が拡大するニとは織であり、したがって | 本章では、我が固におけるインフラ整備事業を8事例選定し、各々の事例に閲して事業実施時における

利害関係者が広域かつ多数にわたるときにかぎって反対活動は発生する傾向にある。また、インフラ設備 | 反対市民の活動とそれに対する事業者及び関連自治体の対応について調査を行った。調査結果に基づいて、

以外の問題に対して発生した市民の反対活動は、市民の活動そのものに対する抵抗を低下させる効果を持 | 従来までほとんど行われなかった複数の異なる事業者による複数種事業の事例問比較分析金行った。

つことが推測される。したがって、全く無関係の社会開組に対して発生した市民運動は、インフラ登備に i 調査結果に2基づいて、まず、関係主体の行動を分析した結果、明らかlこなった点は以下の通りである。
対しでも問機の活動を促進させることとなる。 I まず第一に‘市民の反対活動について、その組織化の変容について共通のハターンを見いだしたいず

反対活動に関する基本的な市民の心理には時代によってそれほど大差がないように思われる。すなわち. I れの事例においても反対市民は、まず初期l段階て・は町内会などの小地域組織全形成あるいは既存の地元組

基本的には個人の利得関係を最優先することで各種行動を行っており、しかも自分が負の効果を絞るとき 1 織に参加し、自らの主張を行うようになる傾向にある。次に、個々の小地減組織は、事業者が市民関与へ
のみ反対活動を行う。したがって、甫民の行動原理を個人合理性においても問題がないと思われる Ij関係的であれば、他の小地主主組織と統合し時間とともに成長して統合組織を形成する。その結果、組織全

体としての主張が次第に抽象的となり、要求が実現困難な内容への変化してして。それゆえ、交渉が謬着

(6)第6章 芙・1虫・自のインフラ整備における市民関与に関する比較分析 | 状態に陥り、話し合いの回数を増やしても議論がかみ合わなくなって、所要時間だけが地大していってし

本主主では、イギリスとドイツを対象に幹線道路の建設事業における市民関与の実態と、都市計画におけ | まう。だが、職業的に反対活動をしているわけではない反対市民らは、次第に現実的な妥協を求めるよ う

る市民関与の制度の歴史的経緯について、文献および実地翻査によって把獲し、国間比較を行った。これ | になり、統合反対組織は最終的には分裂して事業者との個別の交渉に応じる上うになる。また、反対活動

により、以下のような点が明らかとなった。 Iの激しさは、事業者による市民関与に対する積極性が低い場合、あるいは全国的な支援組織が介入するな

まず、都市間街速道路の建設事業における市民関与の実態について、イギリスとドイツとを対象に調査 | ど外部から筏術的、知識的、金銭的支援が特られる場合には高くなることが明らかとなった。

を行った。その結果、イギリスでは市民が代替案を復示できること、インスベクターにより交渉の調整が | 第二lこ、事業者の市民関与に対する積極性により、事業者の行動をJ)市民関与に終始積緩的、2)市民間

行われること、都市計画の三手続きが重複して行われることなどかなり市民の関わりが重視される手続きが | 与に終始消極的、3)計画の初期段階では消侮的だが、住民からの反対運動が激しくなると積短的に転向、

採られていること、ドイツでは東西ドイツの統合に併せて、事業をスムーズに終下させるための方策とし I i:t、ぅ :ヨパターンに分類した。こうした事業者の戦略的な行動は、事業者と地元住民との密着度に大きく

てかなり手続きが簡略化される傾向にあることなどが明らかとなった。また.イギリス、ドイツはともに、 | 影響を受けており、地妓密着型の事業者は全国組織の事業者に比ベて住民からのrepu切tion後待に重点を

我が国の手続きと比較して市民関与の機会がかなり早期から設けられ、しかも重層的かっ多様な方法lこ | おくために市民関与に積滋的な戦略を選択する傾向にある。また、事業者は時間的、金銭的な制約条件に

上って実施されていることが判明した。 Ib大きく影響を受けており、市民との関わりを持ちたくてもやむを得ずr同僚的な態度をとらざるを得ない

次に、都市インフラの滋備への市民関与が歴史的にどのように変化してきたのかを、過去の制度や実態 | ことが多いことが判明した。

を調査することによって整理した。まず、イギリスでは、l鉛0年代から市民関与に関して積短的に制度化 | 第三に、インフラ繋備事業計聞における、地元自治体の役割としては、行政機関として住民の事業者へ

を図ってきたが、サッチャ一元首相が政権を握る1980年代頃から規制緩和が徹底され、市民関与を軽視 | の車、見提出の窓口になるというものと、住民と事業者の問に立ち、交渉の調整を行フものとがある。ただ

する政策が採られてきたことが明らかとなった。一方でドイツでは、ヒトラーの独裁政治による反動から、 | し、地元自治体が事業者あるいは反対市民のどちらかを完全に支持してしまうときには、仲裁する主体が

戦後は民主化が進み、インフラ整備においても市民の関与が制度的に大幅に認められるものとなっていた | いなくなるためにかなり交渉が難航する傾向にあることもわかった。

が、近年は東西ドイツ統合とともに再度、効率化に向かつて制度を改変する動きがあることが明らかと | 第四に、事業者と反対市民との計画に対する考え方の変容についてであるが、事業者は基本的には、是

なっTゐ | 初に徒示した計画案を堅持しようとする傾向にあり、また、たとえ変更するニとがあっても微少な変更に

イギリスでは公開審問による話し合い、ドイツでは法制度に基づく厳密な市民関与手続きの実施、とt、 | 慰まっていることが多い一方で、市民は最初は過大な要求を行うが、事業者との話し合い企行う中で、計

うように、今回調査を行った二回はともに、それぞれの国に伝統的あるいは固有の手法を十分に活用する l 画に閲する事情を良く理解し、次第に条件付きで事業者の主張を認めるようになっていく傾向にある，

ことによって、合意形成を疲得していることがわかった。したがって、これらの国々で実施されている手

続きは合意形成手法としてはかなり参考となるが、直接我が国にも導入できるかどうかには少し疑問が残 | 次に、合意形成の結果がどのような要因によって影響を受けているかについて分析を行った結果、以下

るものであるものと恩われる。 Iのような去が明らかとなった。

まず第ーに、受凝固と受苦闘とが*離する事業ほど、交渉期間が地11日していることが硲E記された4 これ
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!立、受益閣と受苦闘とが重複する場合においては、同一主体が被答と便益とを受けるために主体内葛践の

問題となりやすいので比較的合意が得られやすいのに対して、話厳している場合には、主体開対立iこ発展

しやすく、特に被害を受ける市民は被虐感を持ちやすb、。

第二に、1970年代に主な交渉が行われた事例では、それ以降に交渉が行われた事例と比較して交捗がも

可

つれ、その期間も長くなっていることが判明したeこれは、同時期に多数発生した社会問題に対する学生 j 

運動の全国的な広まりが、活動参加へのハードノレを低くさせ、より多くの人々を反対活動に導いたためで

あると考えられるp

第三iこ‘鯛査結果を事例問で比較する限り、人口密度が低いところほど反対活動が活発で、交渉期間が

長くなる傾向にあることがわかったoこれは、人口密度の低い農村地減では、都市計画法が適用されない

ために計画策定にあたって十分な市民関与の機会を含む適切な手続きが行われないことと、人口密度が低

いところにこそ、受益樹と受苦闘とが希離するような迷惑施鮫が逮2宣される傾向にあるからだと思われる。

第四に、事業者の市民間与に対する行動パターンと合意形成結果とのF訓i?を分析した結果、終始積篠艶

では、比較的短期間で交渉を終了できていること、また終車台消極型のケースでは、裁判が手続き遅延を目

的として戦略的に行われるときにはコンフリクトが深刻となり交渉期間も長引くが、そうでないときには

かえって裁判ではっきり決着がつくため、早期にコンフリク トが解消することが明らかとなった。

第五に、各事例において事業者が準拠した手続きに関する法制度と合意形成結果との関係を分析した結

果、都市計画法のように市民関与要請レベルの高い法制度に2毒づいて手続きが行われた事例では、比較的

短期間に合意形成が達成されている一方で、都市計画法が適用されないような事業においては、交渉期間

がかなり長くなっていることが判明した。このことより、手続きの法的要誇レベノレは、市民の手続きに対

する満足度に大きく影響を及ぼしうることが推測される。

らに、各事例において事業担当者へヒヤリングを行った結果に基づいて‘交渉における教訓を慾理し

た。これは、必ずしも全ての事業において見られたわけではないが、一部の事業において実際に行った1)，
実をもとに、特に重要であると思われる事項について整理を行ったものである。ここでは、全部で13の

教訓を整理した。

(8)第8章 インフラ整備計画交渉モデルの構築とモデルを用いた数理分析

本章では、インフラ空整備計画をめぐる事業者と反対市民との交渉プロセスを数理モデルとして表現した

モデルは、ゲーム理論を援用した動的シミュレーションモデルとなっており、事業の特質や関係主体の行

動特性を入力することによって、交渉が終了するまでの朔聞や反対活動と市民関与とのレベルの時系列的

変化を出力することができる。なお、本モデルは、第3章で法本コンセプトとして示したモテツレのうち交

渉サプモテツレを数理的に表現したものとなっている。

モデルは大きく分けて、 2つの部分から成っている。まず第1段階は、交渉の環境を決定する段階で、

事業者と反対市民とが市民関与レベルと反対活動レベルとを決定する。次に第2段階において、前段階で
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定された交渉環境の下で、確率的に計画内容の交渉を行う。シミ ι レーションは、交渉を複数回繰り返

すことによって‘交渉終7の成立条件が満たされるまで行ったqまた、問機のシミュレーションを500回

行うことで、平均的な挙動を計算した。

作成したモデルを用いて.代表的な4つのケースについてシミュレーションを行い、モテ'ノレの検涯を

行った。検証のために行った計算ケースは、まず最も標準的なケース(CaseO)、市民運動の機運が礎り上

がる一方で、事業者が市民関与に対して消極的なケース(Case1)、インフラ供用による負の外部効果が大

きいi圭惑施設の建設事業のケース(Case2)、CaselとCase2とが同時!こ発生する最惑のケース(Case3)であ

るJ寸zれら、第?立の調査・分析によって得られた結果と整会することが判明し、モデルが現実のシミュ

レーシヨンにある程度対応できることを検証した。

さらに、構築したモデルを用いて、簡単な政策シミュレーションを行った。計算を行ったケースは、

CaseJに法制度等による市民関与要請が行われるケース(Case5)と‘C措 e:31こ市民関与の要請が行われる

ケース(Case6)の2つである。シミュレーションの結果、CaseJのように反対活動が活発化する重要素の比

較的低い状況では、法制度等による市民関与要請は効果があることが判明した.一方で、Case3のような

長悪の状況においては法制度による要請では、十分には対処しきれないことも判明した@これより、法制

度による対応にはある程度の限界があり、こうした場合には、事業計画の改善を図るか、事業そのものの

実胞を再検言す宇る必要があることが推測される。
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9_ 3 本研究の成果に基づく総合的な考察 | も法制度を改善しようというインセンティブが強〈働くと思われるが、あまり社会問題とならなかった事

実については、管轄部署も問題意識が低く、法制度の改善には至らなかったことが考えられる。また、従

本研究では、インフヲ鐙備をめぐる合意形成過程を対象に、まず、問題全体の構造に関して仮説を提示 | 来まで各イン7ラは、縦書'1り行政の結果として、各々を管轄している異なる部署が相互に十分な連携を

し、次にその仮説にしたがって、市民関与に関連する法制度の決定精進ならびに事業者と反対市民との問 | 探ってこなかったために、必ずしも関連する法制度が、同ーの思想や背景に是正づいて構築されてこなかっ

で発生する紛争の実態について調査を行った， I たとしづ経緯があることも考えられるー

そこで、本節てt これまでの研究成果に基づいて、再度インフラ整備をめぐる合意形成の構造を特lこ 1 さらに、基本的に裁が国が合意形成の手続きに対する意鍛があまり強くないことも理由のーっと考えら
市民関与に着目して喜整理するとともに、問題に対する改善策を整理していくこととする。 Iれる。第7堂において、イギリス‘ドイツの手続きと比較した結果、我が園では民主主義の考え方lこ采っ

取って、自分たちが使うインフラは自分たち自身が決めるという認識が他国lこ比べて希薄であり、そのこ

9_ 3.1 法制度の市民関与要請レベルが決定されるメカニズム l とが手続きを定める法制度を改変してい二うという意識を生み出してこなかったのではないかと推測した4

インフラ整備においてj記昆限どれだけの市民関与の機会と内容がなされるべきかについて定めているの | ただし、その法制度に変わる手法としては、我が国では「根回しJや「談合」による非公式かつ穏便な合

は法制度である。結局、事業者に対する市民関与要請のレベルを定める法制度は、以下のような要因によっ | 意形成手法が採られていることも示した。

て決定されていることが本研究より明らかとなった。 I 以上、本研究の成果より、インフラ設備における法制度による市民関与要請レベルを決定する要因とし

まず、第4重量の研究成果より、インフラ整備ごとにその整備における市民関与の手続きを定めている法 | ては‘インフラの便益、不便益の帰省先の特性、各インフラにおける紛寺1の発生経緯と縦割り行政による

制度にはかなり進u、があることが判明した。本研究では、法制度が事業者に対して要請する手続きのレベ | 紛争に対する管轄部署の対応の不整合性、さらに我が国の民主主義的な考え方の浸透の低さが挙げられる

ルを市民関与要請レベルとして提案し、それに基づいてインフラ事業開での手続きの違いについて整理を | ことが判明した。

行った。その結果、まず、事業によって発生する使益並びに鮫害の波及範囲の大きさによって決定される l 今後、法制度のあるべき方向性としては、まずインフラによって不当に異なる手続きを解消し、インフ

利害関係者の人数に比例して、市民関与婆誇レベルは高くなる傾向にあることが明らかとなった。これは、 | ラの便益、不便主主の帰着先の特性に応じた合理的な規程に改善してb、くべきである。そのためには、各イ

利害関係者が多い事業では、各人の利害が異なるために、十分に議論を行わなければ、事業の合意を得る | ンフラの管轄をおこなっている官庁が、互いに手続きの問題点や今後のあり方について密に連絡を取り

ことが困難であるからである。したがって、都市部で建設される都市施設や、空港のように利害関係者が | 合っていくことが必要不可欠となるであろう。

多い事業では、手続きが高いレベルで行われるよう法制度によって要請される。しかし、比較的利害関係 | さらに、近年、市民によってより強く認富草されるようになってきた、計画内容を知る権利や環療保護意

者の分布特性が類似していると考えられる都市計画事業でない鉄道と道路においては、手続きの函におい | 織を等箆するために、我が国で従来まで行われてきた非公式な合意形成手法を見直し、より透明度の高い

でかなりの差異が見られることもわかった。篠かに、鉄道と道路とでは便益、不便益の帰着先は厳密には | インフラ設備の手続きを行うことが必要になるであろう。

同じであるとは言えなし、鉄道では、駅周辺の一定の個所のみにおいて鉄道利用者や地権者に便益が発生 | 

し、駅間の路線周辺で騒音や振動といった被害が鐙生する初造であるが、道路では、一応沿道ならばどこ I 9.3_ 2 事業者の市民関与に対する対応が決定されるメカニズム

でもある程度の利用便益と同時に騒音・振動等の不便益も生じる。だが、線本的に反対運動を起こすのは | 特定の事楽において実現される市民関与に対する行動を決定するのは、関連する法制度と事業者ならび

不便益を受ける市民でめって、その意味では単位短縫あたりで不使益を受ける住民の人数や分布がそれほ | 市民の行動である。ただし、市民の方から積極的に事業に関わることは今回の事例調査の中ではほとんど

ど鉄道と道路とで大きく変わるとは考えられない。(当然、さらに厳誌、な議論を行うためには、騒音や振動 | 見られなかったことから今回議論の対象外とせざるを得ない。したがって、二こでは、事業者の提供する

の発生、波及特性を鉄道と道路とで比較する必要があるし、また施設を走行する車両密度等が影響を及it I 市民関与レベノレを決めるのは、事業者の市民関与に対する積極性と、関連する法制度の婆諸レベルとであ

していることも考慮すべきであるが、ここでは、あくまでも一般論として議論することとする)にもかか | るものとして分析を行う。

わらず、鉄道と道路とで法制度における市民関与要諦レベルに差異が見られるのは、むしろ過去における | まず、第7章における調査から、手続きを定める法制度は、事業者にとっては最低限守るべき規準とし

紛争の実績が原因であると考えられる。第5宣言において、過去におけるインフラ盤備に対する反対運動の | で機能していることが判明した。法制度の規程を遵守しない場合には法的に翻せされるのであるから.こ

経線を整理したが、最近30年間を見ると、道路主主設においては相当数の事例において反対運動が発生し | れは当然のことでめるるしかし一方で、実際には、各法制度に定められる法制度の適用、運用に関しては、

世間の注目を浴びているのに対し、鉄道については、新幹線を除けばあまり目立った事例が見られない l 制度運用者の裁量の余地がかなり大きいことが明らかとなったd例えば、都市計画法は、都市計画地織内

世間から注目を浴びた事業においては、一般市民も問題意識を持ちやすく、その事業を管轄している部署
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において行われるインフラ盤備に対しては必ず適用され当核事業者は都市計画事業となるが都市計画地 | 第二のパターンは、終始、市民関与に対して梢僚的な態度をとるというものである。このパターンに属

域外の事業について代都市計画法の適用はしばし』昨義者ならびに許認可の権限を持つ管理者の判断lこ怪 | する酬に共通するのは、事業者が子算的あるかbい、 lは主持時問的に強蜘bい叩哨、叩哨嗣制l約を受iけ7て引bい、ると1:~い、う矧転肘である。 例え

されているる-そのため、都市針箇法の適用に関して事業者制措が~~、判担判j脳断した結呆と、地元住民が期待している結 | 

呆とが食い違うニとが発生し、それが原因で反弁対f速動伽虫がE活発になるという事伊例jが見られた(北総開発鉄道 | るとυレ、づう時閉的な制約が大きいために反対市民からの滋しい反対活動があったにも油、かわらず政終的

判例)。また都市計商法が適用された都市計回業についても、現行の都市計献においては公聴会の I iこは土地収用法の適用という相当強引な坊によって問題を解決した。また、制西道路では、地元住民
開催が義務となっていないが、そのために公聴会開催の判断は事業者lこ任されており、手続きの妥当性を | からさまざまな姿望があったにもかかおらず予算的な制約からそれに答えることが十分にできなかったこ

めぐって反対市民が反対活動を行い、裁判て今われるといった事例も見られた(福島西道路の耳明。以上 ! とがヒヤリングから明らかとなった。このように、予算的、時間的な制約が大きい事業の場合には、事業
に見られるように、事業者の中は、事業をめぐって市民と積極的に話し合うことを忌避する事業者もあり、 | 者はやむを得ず消極的な態度をとり続けなければならない。次に、事業者の住民に関する情報収集の努力

そうした事業者は、法制度によって定められる必要最低限の手続き以上には市民関与の機会を持たないこ | が不足しているために、状況Z弘司監を誤ってしまうことも終始消極的な態度をとる君主的の一つである。特に、

とが明らかとなった。以上より、事業の手続きを定める法制度は、事業者に対して最低H民草守すべき手続 | 事業担当者の経験が不足しているときには、事業実施に際して周辺住民とどのような関係を持つべきであ

を提示しているものの、法制度の規程自体に唆妹な部分を残しているために、正当に運用されているとは | るのか等について試行fお呉を繰り返さずを得ず、できるだけ早期に事業を完了してしまおうとするために

言い緩いという限界を有していることがわかった。 I強引に手続きを進めてしまうこともわかった
また、都市青十商法の適用そのものについても、都市地域とそうでない地峨とで適用に差があるために、 | 第三のハターンは、初期においては市民との関わ切に消極的な態度をとるが、途中で周辺住民上り反対

同織の事業であっても手続きが異なる可能性があることが判明した。このことは、地域によって手続きに | 活動が発生し活発イじしてくるにしたがって事費捕も態度を改め、市民と積俗的に話し合いを行っていくと

格差が起こりうる二とを表しており、本来ならば全市民が問ーの手続きを受ける宇握手IJを持つはずであるの | いうものである，このパターンに属するのは、事業者がある程度反対市民の活動に敏感に反応できるだけ

にもかかわらず、実際には不公平な手続きが行われていることを示しており.制度適用の公平性に問題点 | の柔軟さと事業担当者の経験があり、しかも事業手続きを拘束するような制約条件もそれほど厳しくない

があることも明らかとなった。 I上うなケースである。実態調査によれば、 このパターンにあてはまる事例がかなり多いことが判明した。
次に、第7章における実態調査より、事業者の市民関与に対する対応にI士、その時間的経緯から次の3 I おそらく、一般的にもこのパターンが最も多いことが予想される。なぜならば、事業者としては周辺の住
ハターンに分溺できることが明らかとなった。まず第ーのパターンは事業者が交渉の初期から末期に至る | 民が事業に対してどのような反応を示すかについては予想ができないことが多いし、また事業者ーとしては

まで市民と積極的関わろうとする態度を見せるものである。このパターンに分領された事業は、今回の事 | できればそれほど市民との関わりを持たずに済ませたいという気持ちがあるからであろう。

例糊調査町てで'1は峨立拙敏糊身射糊干ね叩3お6号梯線の仰耳事抑糊1瑚明仰伊例伽lゆのみ何であ恥つた。放糊射3鵬6時号線伽の事酬F例4に凶お和しい、て、事碍業絹者が杭ニの叫よう引比にこ市械民関臨与 | 以山上幼措か、ら、事職築鮪者初の提搬供す村る市柑民関併与レ門ベ叫ノルレ叩寺問の唯経過酢に従恥つて吋大きれく 3わつのωパ夕ト一ン比に分矧類で吋き
に終始績極的であつたのは、一つにfは主当H時寺の美濃部都知事の影響が大きいものと考えられる。革新系の知 | ることが判明した。そして、その違いは、事業をめぐる予算的、時間的な制約条件と、事業担当者の個人

司主であった美濃部郎、市民との話し合いをii!iじて、市民の意見開業計画の中に反映させていくことを I i!';t':!!I!念や過去の慨に大きく依存している二回判明した。事業者によって提供される市民関与レベル
強く捻進したち知事自身が市民と対話し市民の意見を源開するとともに、事楽者としての考えを市民に対 | を向上させるためには、次のような対策が考えられる。まず第一に、特に合意形成についての予算的制約

して示す努力が相当なされた。その結果、多数の市民地E話し合いに関わったが、それほど激しい反対運動 | を軽減させることである。殺が国では、従来まで計画に対する予知2かなり軽視されてきた傾向にあるの

が実施されることはなかった。その意味て性、反対活動を抑制することに成功したが、同時に合意の形成 | に比べて、英国の道路建設事業においては‘合意形成を獲得するための予算が、全予算の約10%も占めて

にかなりの時間がかかったためにかえって事業の早期完了を要求する市民からは行政の無責任さに対し | いると言われる予算上の酬が、事業者を市民関与に対して倒的こさせ‘そのことが反対市民による

て厳しい追及がなされることとなった。以上より、市民関与に対して終始積極的な態度をとるのは、首長 | 反対活動を活発化させているニとを考慮すれば、市民の反対活動に対応して柔軟な対応をとるだけの予算

の個人的な政問‘想や理念がある場合であると整理できる。ただし、今回の事例調査では、このパターン | が今後必要となるであろう。第二の方策としては、事業者の交渉に関する知総不足の解消が挙げられる.
に属する抑lがわずか1刺，yであったため、これをもって一般的な結論を得るニとは不可能である。しか | 従来まで、事業担当者i立、それぞれが個人的な努力によって市民とのトラブルを解消してきたために各

し従来までの傾向を見る限り、このパターンに属するような事例はほとんど見られないと思われる。近年、 | 人の経験は個人で閉ざされて、それがうまく継承されてこなかったeまた、たとえ後任者へノウハウが継

パプリ yクインポJレプメントの霊要性締結の聞でも次第に認識されるようになってきていることから、 | 承されても、それが異なるインフラの蜘担当者同士で共有Eれることもなカ吋eしたがって、事業者

今後このパターンlこ属するような抑lが現れることが期待できるであろう。 I同跡、そうした反対市民との対応や手続きの方法について互いに情報を交換し合い、交渉テタニククを
共有化していくことが今後重要になるものと考えられる。実際、米国では事業者が互いに市民との関わり

282 28:3 



に関して情報を交換する場を設けている。我が国においても、研究者レベルだけでなく、実務者レベルで | かなり高いレベルの市民関与要務レベルが事業者に課されるのに対して、それ以外の事業では空港建設

そうした情報交換を行う場を今後設置していくことが必要なのではなかろう九本研究でも第7箪で，l I 事業を除けば低い市民関与要鯖レベルしか敵されないためと考えられる市民関与要符レベルが低いとき
業者へのヒヤリングをもとに交渉における事業者の行動ならびに反対恨の行動に関して得られた酬を | には、ナでlこ9.3.2で示したように法制度による婆簡を最低限しか行わない持者が多いことから、十分

整裂しておいた。このような教訓をさらに整理し、今後マニュアル等の形で監理していくことが、今後事 | な市民関与の機会が与えられない可能性が高いために、それに不満をもっ反対市民が激しい反対運動を行

業担当者を路頭に迷わせない最善策と考える。 I ぅ

9.3.3 市民関与の機会が合意形成に与える影響のメカニズム

市民関与の機会がどの程度であるか(=市民関与レベJレ)によって合意形成の結果にどのような影響が

出るのかについては、主に第7掌において分析を行っている。ここで、合意形成の結果としては、合意形

成に要した期間を取り上げている。今回の対象事例においては、事業者によって鑓供された市民関与の機

会が、反対市民の反対活動レベルにし、かなる影響を及ぼしているか合分析した。

その結果、まず、事業による市民関与への穏健性によって反対市民の活動はかなり影響を受けることが

判明した。まず第一に、事業者が事業の初期から末期に至るまで一貫して市民との関わりに消極的な態度

を示し続けるとき(終始消極型).反対市民はかなり激しく反対活動を行うことがわかった。ただし.反対

活動の方法によって、合意が形成されるまでの期聞には違いが見られることも明らかとなった。反対市民

が、特に全国的な活動を行う反対支援組織からの様々な支援を受けるときには、戦略的に訴訟を行うこと

で事業者の手続きを遅延させるという行動を行うことが多くなり、そのときには合意形成に多大な時間を

要することとなる(例えば、北陸新幹線や柏崎刈羽原発の事例)。逆に、反対市民が、意図的に手続き遅延

を目的とした訴訟を行わないときには、却って判決によって決着がはっきりとつくこともわかった{福島

西道路の事例)。第二に、i主に事業者が事業の初期から末期まで終始して市民関与に積極的であるときには‘

訴訟やデモ行進や康り込みといった激しい反対活動がなされることはないが、話し合いに相当の時間がか

かることがわかった。そのために、却って事業推進を支緩する市民からは事業者の貿任を放棄してt.、ると

いう非難を俗びるまでになり、最終的にはなし崩し的に、事業が実絡されることに決定された。このこと

は、事業者はただ単に市民の意見を聞くだけではなく、それの基づいて事業者自身が舵取りをしながら事

業手続きを進めて行かねばならないことを示している。その意味では、今回の対象事例中で、唯一このハ

タ-/1こ属する放射36号線の事例では、事業者がまだ十分に市民関与の位置づけと、自らの行動につい

て十分な認識を持っていなかったことになる。第三に今回の対象事例の中で多く見られた、途中転換型の

事業者(事業初期には、市民関与に消縫的であるが、市民による反対活動が活発化してくるに従って態度

を積極化する)の事例の場合には、事業者の様々な対応によって最終的には何とか交渉を無事終了してお

り、各事例の事業者が適切な対応をしているものと考えられる。

また、第7草における事例問比較の結果から、法制度による事業者に対する市民関与要請レベノレによっ

ても、交渉に'll!する期間はかなり影響を受けていることが明らかとなった都市計画法の適用金受けない

事例においては、いずれも都市計画事業と比較して交捗そ終了するのに時間がかかっているのに対し‘都

市許商事業では相対的に交渉期間が短くなっている。これは、都市計画事業では、第5主主で示したように.
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9.4 今後の研究課題 るこうした7;えメディアによる報道は、当該事業の紛争にさまざまな意味で影瞥を及ぼしうる。例えば、

反対市民軍磁器が、自分たちの主張を、7 スメディアを利用することによって世に訴えようとすることもあ

本研究に残された研究鯛についてがることとする。 Iltl;!，i2'!:こ事業者が、反対組織の活動のエゴイズムを、マスメディアの利用lこ主って世論lこ訴えることも
(1)アンケート調査やヒヤリングに基づく市民の行動の詳細分析 | ある。また、事実とは巣なる内容や特定の解釈についてマスメテ・ィアが報道を行うことによって、当事者
本研究でi立、文献や事業者へのヒヤリングによって反対市民の行動を調査したが、この方法では市民の | 閣の信頼関係が損なねれたり、紛争がこじれてしまうようなこともありうるニとである。

行動を詳細に知ることができな凡恥反対住民の組織化行動については、いまだに社会学や経済学に | ニの意味では、本研究で行った我が国の市民運動の歴史的経緯に関する新聞報道の調査は、まだ一面的

おいてもーオルソン問題Jと呼ばれる課題を抱えており、十分に解明されているとは言えなぃ。一般的に ! な見方しかしていないと言えるであろう。これは、特定の新聞社が制上げた事例のみを対象としている
組織の形成には、リーダーの存在や組織を卸するための規律のようなものが必要と言ねれているが、 | ために必ずしも報道されている内容が客観的なものであるという師ができないためである同僚欄

NGO、問Oのとうなポランタリーに形成される鮒については実狂的な研究が遅れており、今後のさら | 査を他の新聞社の報道内容についても行うことが必要であるかもしれない

なる研究が望まれているところである。 I I 、ずれlこせよ、7 スメディアに関連する関係主体の行動を分析することは、インフラ後備をめぐる紛争
抗、以上のようなアカデミげな意味での興味だけでなく、実務的日間協の詳細分析的に l を分析する上では重要な課題であると考えられる。
どが重要な意味を持つものと考えられる。例えば、市民組織を説得するためには、組織の情成員を一人ー

人説得して回るよりも、 yーダーを説得する方が効率的であることも少なくな.'0どういう組織ではリー I (4)市民関与のあり方に関する研究
ダーを説得すべきで、どういう組織ではそうでないのかが事前に判明しているか否かは、その後の交渉を | 本研究では、義本的に、紛争の期間が短いζと(交捗がユムーズに進行するニと)を醤とした議論を行つ

スムーズに村ーられるか否かの大きな境自になると考えられる。 Iているョそして.その目的を達成するために市民関与がどのような影響を及ぼしているのかについて分析
したがって、住民がどういう行動原理で、組織を形成したり入脱退を行ったりしているのかを、詳細な | を行ってきた。

調査を行うことによって解明することが必要であると考えられる。 I だが、市民関与そのものについてはさまざまな考え方が提示されてきている。民主主義の面から市民の

政治フロセ只への関与を訴えるものや、情報公開の側面から市民の「知る権利Jを訴えるもの、計画内容

(2)他国におけるインフラ整備をめぐる紛争の詳細実態調査・分析 | そのものを改善する手段として市民関与の必要性を論じるものなど実に多俄であり、肌としているとも

本研究でb、イギリスとドイツにおける都市間高速道路の脚本業の実態と制度について、耳鳴の担当 | 言えるであろう。徒示されているそれぞれの考え方が、誰によってどういう意図の元で主張されているも

者へのインタビューによって制査を行った。だが、第7撃で行ったような特定の事例についての詳細な謂 | のなのかをきちんと整理し、今後の我が固における市民関与のあり方に関する絞論に役立たせる必要があ

査を行うことはできなかった。これは、関連する資料を得ることができなかったこと、言語上の隊蓄があ | ると考える。

ること(英語圏以外の国について)、調査を行うための十分な時間的余裕が得られなかったこと、などが原

因である。特に、本研究が扱っているような問題については、どの事例についても郊外秘の資料であるこ

とが多く、そういった資料にアクセスするためにはある程度人的コネクションがどうしても必要となるが、

そういったコネクションを海外で得ることが難しい。

海外の詳細事情を我が国へ紹介することは、我が国の制度や実態の位箆づけを知る上で非常に有用であ

ることは明らかである.また、本研究でもすでに試みているが、他国との比較を通じて日本の文化的特性

を改めて認織することは、我が国での市民関与のあり方を議論する上で短めて重要な行為であると考える@

先に挙げるような翻難はあるもののJレポタージュ的な現状把握研究で十分でめるので、今後他国の実

態把握調査が行われることを期待する。

(3)インフラ整備事業におけるマスメディアの報道による関係主体の行動への影響分析

インフラ整備事業をめぐる紛争は.しばしばrvや新聞のようなマスメディアによって大きく報道され
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